
特定個人情報保護評価書（全項目評価書）

 公表日

松山市長

 個人情報保護委員会　承認日　【行政機関等のみ】

特記事項
・内部による不正利用の防止のため、システム操作者に守秘義務を課し、２要素認証（ID・パスワー
ド・生体認証（顔認証））により操作者を限定するとともに、その追跡調査のために使用履歴を５年間
保存している。

[令和７年５月　様式４]

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

 評価書名

個人住民税賦課に関する事務　全項目評価書

評価書番号

6

  令和8年1月28日

　松山市は、個人住民税賦課に関する事務での特定個人情報ファイルの取
扱いが個人のプライバシー等の権利利益に影響を及ぼしかねないことを認
識し、特定個人情報の流出その他の事態を発生させるリスクを軽減させる
ための適切な対策を実施することにより、個人のプライバシー等の権利利益
の保護に取り組んでいることを宣言する。

 評価実施機関名



項目一覧

Ⅰ　基本情報

　（別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策

　（別添３）　変更箇所

Ⅵ　評価実施手続

Ⅴ　開示請求、問合せ

Ⅳ　その他のリスク対策

　（別添１） 事務の内容



5) 30万人以上

2) 1,000人以上1万人未満
4) 10万人以上30万人未満

]

松山市の個人住民税賦課業務では、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）及び行政手続における特定
の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）
の規定に従い、特定個人情報を以下の事務で取り扱う。（別添１を参照）

１．課税準備事務
（１）個人世帯状況の整理
　賦課期日（１月１日現在）時点の住民登録者、前年中の転出者、前年中の死亡者などを、住基DBより
賦課期日時点の現況の反映を行う。
（２）住民税申告書提出依頼の発送
　住民税申告書の作成を申告対象者に依頼するために、松山市で申告が必要な者に住民税申告書の
提出依頼を発送する。

２．課税資料受付
（１）給与支払報告書の受付（紙、電子媒体、eLTAX）
　特別徴収事業所（以下「特徴事業所」という。）から提出された給与支払報告書を受け付ける。
　　・内容チェック（特徴事業所の有無や、所得、控除内容等）を行い、不備がある場合は、再提出依頼を
行う。
　　・氏名、生年月日等に基づいて個人の特定を行う。
（２）住民税申告書の受付及び確定申告書、各種資料せんの受領（紙、電子データ）
　個人から提出された確定申告書、住民税申告書等を受け付ける。
　　・内容チェック（所得、控除内容等）を行い、必要があれば修正を行う。
　　・氏名、生年月日等に基づいて個人の特定を行う。
（３）公的年金等支払報告書の受付（紙、eLTAX）
　年金保険者から提出された公的年金等支払報告書を受け付ける。
 　 ・内容チェック（所得、控除内容等）を行い、不備がある場合は、再提出依頼を行う。
    ・氏名、生年月日等に基づいて個人の特定を行う。
（４）他市町村への資料回送
　本来申告されるべき市町村へ該当資料をまとめて送付する。

３．賦課決定事務
　課税資料として受付けた個人毎の複数の課税資料を突合させ賦課内容を決定し、税額の計算、徴収
区分等の決定を行い、本人及び特徴事業所へ税額の通知をする。
（１）課税資料の併合（重複資料のチェック）
　松山市では提出された課税資料について個人単位にとりまとめて複数資料間の所得・控除等の申告
内容のチェックを行い、適正な課税決定ができるように取りまとめる。
（２）納税通知書の作成
　賦課内容から徴収区分に合わせて賦課通知用の書類を作成する。

４．賦課更正事務
　賦課決定通知後に松山市による調査事項や、本人及び事業所等からの申告内容の修正、税務署から
の修正申告書、更正決議書等により賦課決定通知内容に変更があった場合に賦課決定内容を変更して
通知する。
（１）更正決定通知
　更正を行った後に特徴事業所や本人宛に更正決定した賦課内容の通知を行う。

５．調査事務
（１）扶養調査
　扶養申告内容について申告内容に誤りがないか調査する。松山市で把握している状況と異なる場合
は、本人への問い合わせ等の現況調査を行い、申告誤りがある場合は賦課内容の更正を行う。
※配偶者及び扶養親族が松山市以外に居住の場合は、居住地の自治体に扶養照会を行う。
（２）税務署通知
　松山市が行った調査内容にて賦課決定内容に更正が発生する場合、税務署側でも所得税の修正を
　行う必要があるため、松山市が把握した更正内容を所轄の税務署へ通知する。

６．課税（所得）証明書の発行
　賦課情報に基づき、申請に応じて課税（所得）証明書を発行する。

Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 個人住民税賦課事務

 ②事務の内容　※

 ③対象人数 [ 30万人以上

＜選択肢＞
1) 1,000人未満
3) 1万人以上10万人未満
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）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

] 宛名システム等 [ ○

[ ] その他 （

[

] 庁内連携システム

 システム3

 ①システムの名称 申告支援システム

 ②システムの機能

①個人住民税システムから課税資料の電子データを受取り、課税資料をイメージ化する機能
②課税資料の資料番号や宛名番号等をもとに対象者の課税資料イメージを検索する機能
③アノテーション機能：イメージにマーカー、メモ、スタンプ、付箋等を添付する機能

○

[ ○ ] その他 （ 中間サーバー ）

] 税務システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム2～5

 システム2

 ①システムの名称 連携サーバー

 ②システムの機能

①宛名番号付番機能
　 団体内統合宛名番号が未登録の個人について、新規に団体内統合宛名番号を付番する機能

②宛名情報等管理機能
　 団体内統合宛名システムで宛名情報を団体内統合宛名番号及び個人番号と紐付けて保存し、管理す
る機能

③中間サーバー連携機能
　 中間サーバー又は中間サーバー端末からの要求に基づき、団体内統合宛名番号に紐付く宛名情報
等を通知する機能

④既存システム連携機能
　 既存業務システムからの要求に基づき、個人番号又は団体内統合宛名番号に紐付く宛名情報を通知
する機能

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等

[ ○ ] その他 （ 申告支援システム

] 庁内連携システム

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

[ ○ ] 宛名システム等 [

　個人住民税を賦課・更正する根本となるシステムであり、他のシステムへ連携する所得等を含め個人
住民税の特定個人情報を全て保有・管理するものである。

①課税対象者の保守管理
②賦課決定及び賦課更正処理
③税務調査等の調査対象者の抽出
④被扶養者等の情報管理
⑤税額通知及び課税（所得）証明書等の帳票発行

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

 ①システムの名称 個人住民税システム

 ②システムの機能

 ２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

 システム1
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）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム

 システム6～10

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （

] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム5

 ①システムの名称 審査システム（eLTAX）

 ②システムの機能

・地方税ポータルシステム「eLTAX」は、地方税の電子化を推進することにより、納税者の利便性の向上
を図るとともに、税務事務の高度化及び効率化に寄与するため、平成１７年１月に旧地方税電子化協議
会でサービスを開始したシステムであり、対象税目を順次追加している。
・このシステムでは、個人住民税等の申告、法定調書の提出、各種申請届出について、書面に代えてイ
ンターネットを通じて手続が行えるものである。
・松山市にeLTAXで申告された給与支払報告書等データは、総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）を通じ、
審査システムが受領する。
・審査システムには、給与・公的年金等の支払をする者から、地方税共同機構が運営管理する地方税
ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、給与支払報告書、公的年金等支払報告書等を受領する。また、地方
税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、給与所得者及び年金所得者に係る特別徴収税額を特別徴収義務
者及び年金保険者に送付する等の機能がある。
・松山市は、eLTAXで申告された給与支払報告書等データの本人確認用のため、蓄積している特定個
人情報ファイルを審査システム（eLTAX)を通じて地方税ポータルセンタ（ｅＬＴＡＸ）へ送付する。
・地方税ポータルセンタ（ｅＬＴＡＸ）を通じて寄附金税額控除に係る申告特例通知データ等を他の地方団
体との間で送付及び受領する。

[ ] その他 （ ）

] 税務システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム4

 ①システムの名称 国税連携システム（eLTAX)

 ②システムの機能

・国税連携システムは、国及び地方を通じた税務事務の一層の効率化を図るため、平成22年度税制改
正において所得税申告書等の地方団体による閲覧又は記録について、電子情報処理組織を使用して行
う基準を設け、これに基づき平成23年1月から所得税申告書等の電子的データの送付が国から地方団
体へ開始された。
・国税庁にe-TAXで申告された所得税申告書等データ及び国税庁に書面で申告された所得税申告書等
データが総合行政ネットワーク（LGWAN）を通じ送付される。

・国税連携システムには、
①国税庁から、地方税共同機構が運営管理する地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、所得税確定
申告書、法定調書等を受領する。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、扶養是正情報等を国
税庁に送付する。
②地方団体から他の地方団体に対して、所得税申告書等データを回送する。
③地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて住登外課税通知データ等を他の地方団体との間で送付及び
受領する。
等の機能がある。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[
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）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ] 既存住民基本台帳システム
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （

] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

] 庁内連携システム

 システム8

 ①システムの名称 マイナポータル申請管理

 ②システムの機能
【地方公共団体向け機能】
住民が電子申請を行った際の申請データ取得画面又は機能を地方公共団体に公開する機能

[ ○ ] その他 （ マイナポータル申請管理 ）

] 税務システム

）

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○ ] 既存住民基本台帳システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

 システム7

 ①システムの名称 個人住民税申告ポータル

 ②システムの機能
個人住民税について、オンラインで申告ができる機能

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
 ③他のシステムとの接続

[

○ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （

] 庁内連携システム

 システム6

 ①システムの名称 中間サーバー

 ②システムの機能

　中間サーバーは、情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）、既存の住民基本台帳シ
ステム（以下「住基システム」という。）、統合宛名システム等の各システムとデータの受渡しを行うことで
符号の取得（※）や各情報保有機関で保有する特定個人情報の照会と提供等の業務を実現する。
（※）セキュリティの観点により、特定個人情報の照会と提供の際は、「個人番号」を直接利用せず、「符
号」を取得して利用する。

１　符号管理機能
：情報保有機関内で個人を特定するために利用する「団体内統合宛名番号」と情報照会、情報提供に用
いる個人の識別子である「符号」とを紐付け、その情報を保管・管理する機能
２　情報照会機能
：情報提供ネットワークシステムを介して特定個人情報（連携対象）の情報照会及び情報提供受領（照会
した情報の受領）を行う機能
３　情報提供機能
：情報提供ネットワークシステムを介して情報照会要求の受領及び当該特定個人情報（連携対象）の提
供を行う機能
４　既存システム接続機能
：中間サーバーと既存システム、統合宛名システム等及び住基システムとの間で情報照会内容、情報提
供内容、特定個人情報（連携対象）、符号取得のための情報等について連携するための機能
５　情報提供等記録管理機能
：特定個人情報（連携対象）の照会又は提供があった旨の情報提供等記録を生成し、管理する機能
６　情報提供データベース管理機能
：特定個人情報（連携対象）を副本として保持・管理する機能
７　データ送受信機能
：中間サーバーと情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）との間で情報照会、情報提
供、符号取得のための情報等について連携するための機能
８　セキュリティ管理機能
：セキュリティを管理する機能
９　職員認証・権限管理機能
：中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報
（連携対象）へのアクセス制御を行う機能
１０　システム管理機能
：バッチの状況管理、業務統計情報の集計、稼働状況の通知及び保管期限切れ情報の削除を行う機能

 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[
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 ８．他の評価実施機関

 ②法令上の根拠

【情報提供の根拠】
番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表（１、２、３、４、５、７、１１、１３、１５、２０、２８、３７、３
９、４２、４８、４９、５３、５７、５８、５９、６３、６５、６６、６９、７３、７５、７６、８１、８３、８４、８６、８７、８８、８
９、９０、９１、９２、９６、９８、１０６、１０８、１１５、１２４、１２５、１２９、１３０、１３２、１３７、１３８、１４０、１４
１、１４２、１４４、１４７、１５１、１５２、１５５、１５６、１５８、１６０、１６１、１６３、１６４、１６５、１６６、１６７、１６
８、１６９、１７０、１７１、１７２、１７３の項）

【情報照会の根拠】
番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表４８の項

 ７．評価実施機関における担当部署

 ①部署 松山市 理財部 市民税課

 ②所属長の役職名 課長

 ５．個人番号の利用　※

 法令上の根拠 番号法第９条第１項　別表の２４の項

 ６．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

 ①実施の有無 [ 実施する

 ３．特定個人情報ファイル名

個人住民税情報ファイル

 ４．特定個人情報ファイルを取り扱う理由

 ①事務実施上の必要性

・番号制度に関する税制上の措置として、課税資料等の税務関係書類に個人番号の記載を求める措置
が講じられたところである。このため、個人番号付きの課税資料等の税務関係書類を受付することとな
り、受付した課税資料は個人住民税システムで管理され、賦課データを作成する。したがって個人住民
税システムにて特定個人情報ファイルを保有することとなる。
・事務全般で本人確認の際に個人番号を確認する事務が番号法により求められる。
・賦課データについては、中間サーバーへアップし、情報提供ネットワークシステムを介して他市町村、他
機関で利用される。

 ②実現が期待されるメリット

○事務・手続の簡素化、添付書類の削減による負担軽減
・ 各種申請・申告等に必要な行政機関が発行する添付書類の省略で負担軽減及び事務手続きの簡素
化も図れる。
　※添付書類は、課税（所得）証明書や住民票等。

○行政事務の効率化とより公平で正確な税負担の実現（所得の過少申告等の防止）
・ 効率的な名寄せ・突合により、所得の過少申告や扶養控除のチェックが効率化し、社会保障の不正受
給や税の不正還付等を防止することができる。

]

＜選択肢＞
1) 実施する
2) 実施しない
3) 未定

 システム16～20

 システム11～15

7 ページ



 （別添1） 事務の内容

税システム

情報元 松山市 提供先

庁内連携

住基
DB

他課システム

（福祉・介護

等）

市町村
CS

②申告情報（電子）

②申告情報（電子）

（住民税申告書等）

（給与支払報告書）

（公的年金等支払報告書）

（確定申告書等）

（回送資料）

③各種申告

情報入力ﾊﾟﾝﾁ事業者

（※職員）

④資料回送

⑪２９４条３項通知

⑦住基情報照会

⑧税額通知

データ出力
封入封

緘事業

者

①住基情報

⑨税額通知（紙）

⑨税額通知（紙）

⑩賦課情報

⑫課税（所得）証明書（窓口）

⑬課税・扶養照会

⑩賦課情報 収納システム

（収納課）

個
人
住
民
税
情
報
フ
ァ
イ
ル

②申告情報（電子）

②申告情報（電子）

国
税
庁

②申告情報（電子）

②申告情報（紙）

（給与支払報告書）

（回送資料）

②申告情報（紙）

他
自
治
体

⑤申告情報の確認

⑬

⑬

⑨税額通知（紙）

⑧税額通知

データ出力

審査ｼｽﾃ

ﾑ

（eLTAX)

個人住

民税シ

ステム

（普通徴収）

住

民

（給与特

給
与
支
払
者

（年金特徴）年
金
支
払
者

⑬情報の照会・提供

連
携
サ
ー
バ
ー 情報連携

中
間
サ
ー
バ
ー

情
報
連
携

他自治体

情
報
提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム

統合宛名システム

統合宛名
DB

住基ネット

特定個人情報

その他の情報

証明発行

サーバ

証明書交

付センター

⑫証明データ出力

⑫課税（所得）証明書（コンビニ交付）

国税連

携シス

テム

（eLTAX

）

⑩賦課情報

⑭特定個人

情報ファイ

ル（本人確

認用）

②

申

告

特

例

②申告情報（紙）

（公的年金等支払報告書）

⑨税額通知 （電子)

（給与特徴）

個人住民税申

告ポータル

マイナポータル申

請管理

②申告情報（紙）

（住民税申告書等）

⑮税務署通知データ

②申告情報
（電子）

②申告情報
（電子）

⑮税務署通

知データ
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（備考）

①各種住民情報を住基ＤＢより取得する。
②住民、給与支払者、年金支払者、国税庁、他自治体により、各種申告書情報等を取得する。
③取得した各種申告書情報をパンチ事業者、又は職員により個人住民税システムへ登録する。
　※当初賦課（課税）決定後は職員が登録する。
④松山市の課税対象でない場合には、他自治体に資料を回送する。
⑤申告情報に該当する課税対象者が存在しない場合や、申告情報の確認のため情報元へ調査を行う。
⑥情報元への調査により住民登録が無く、松山市（賦課期日住所）の住所で課税となる（住登外課税）者は、課税対象者として登録す
る。
⑦松山市に住民登録がない者の住基情報を住基ネットＣＳで取得する。
⑧課税額決定後、税額通知データを出力し、封入封緘事業者へ提供するとともに、審査システム（ｅＬＴＡＸ）に送信する。（封入封緘所業
者へ提供する税額通知データは課税年度によっては特定個人情報ではない。）
⑨住民、給与支払者及び年金支払者へ税額通知を行う。
⑩決定・通知された賦課情報を連携サーバー、他課システム等へ連携（移転または提供）する。
⑪松山市で住登外課税した場合、住民登録のある自治体へ地方税法第２９４条第３項に基づく通知を行う。（平成２９年度課税分からは
ｅＬＴＡＸでの送受信も行う。）
⑫納税者義務者からの請求に応じ課税（所得）証明書を発行する。（平成３０年１０月１日からコンビニ交付（交付制限あり）開始）
⑬必要に応じ他自治体へ課税・扶養照会を実施する。（情報の照会・提供）
⑭松山市において蓄積している個人情報ファイル（本人確認用）を審査システム（ｅＬＴＡＸ）に格納する。
⑮税務署通知データを、国税連携システム（eLTAX)を通じて国税庁へ送付する。
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Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

個人住民税情報ファイル

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※
賦課期日現在（１月１日）に、松山市に住民登録がある者及び住民登録は無いが居住実態がある者及
び被扶養者。また、松山市に給与支払報告書を提出する個人事業主

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性
個人住民税の適正賦課を実施する上で、申告等情報を紐付けるために必要な課税対象者を確定する
必要がある。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ] 1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ○ ] 国税関係情報 [ ○ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 5情報（氏名、氏名の振り仮名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ○ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性

○識別情報　（対象者を特定するために記録）
○連絡先情報　（対象者の賦課期日時点での世帯情報及び税額通知の送付先の把握のために記録）
○業務関係情報
　 ①国税関係情報
　　　対象者の所得税に係る情報に基づき、住民税の賦課を行うために記録
　 ②地方税関係情報
　　　算出した住民税額に基づき、税額通知・証明書等の帳票印刷を行うために記録
　 ③生活保護関係情報
　　　生活保護関連の給付情報に基づき、非課税の判定を行うために記録
　 ④年金関係情報
　　　対象者の年金所得に係る情報に基づき、住民税の賦課及び年金特徴税額の計算を行うために記
録

 全ての記録項目 別添２を参照。

 ⑤保有開始日 平成２７年１０月１日

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ○ ] 年金関係情報

 ⑥事務担当部署 松山市 理財部 市民税課
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（
生活福祉総務課、市民課、介護保険課、健康保険課、
長寿福祉課

）

[ ○ ] 行政機関・独立行政法人等 （ 国税庁、年金支払者（日本年金機構） ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ○ ] 民間事業者 （ 給与支払者、年金支払者（日本年金機構を除く） ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ 地方公共団体情報システム機構、他自治体 ）

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ○ ] 紙 [ ○

[ ○ ] その他 （

 ⑤本人への明示
個人住民税の賦課に必要な各種情報については、地方税法第３１７条の２及び地方税法第３１７条の６
の条文、番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表４８の項に規定されていることにより、個人
番号を入手することが明示されている。

住基ＣＳ、eLTAX、マイナポータル申請管理 ）

 ③入手の時期・頻度

【本人又は本人の代理人、民間事業者からの入手】
・給与支払報告書、確定申告書、公的年金等支払報告書、住民税申告書の受付けごと（毎年１月～４月
頃にかけて複数回入手、随時受付もあり）
・納税管理人申告書（随時）
・給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書（随時）

【庁内連携により入手】
・住民の個人番号については、住基システムで異動した際に連携し入手する。
・年金特徴の対象者でなくなった者（死亡・転出）に関するデータを毎月入手する。（※）

（※）個人番号は含まれないが、個人住民税システムにおいて宛名番号と紐つけて個人番号を特定する
ことができるため、特定個人情報となる。

【eLTAXより入手】
・給与支払報告書　　随時
・公的年金等支払報告書　　　随時
・確定申告書、更正の請求、修正申告書　　随時
・法定資料（報酬、配当など）　　５月
・年金特別徴収税額通知の処理結果通知　            ９月
・年金特別徴収対象者情報　                        ５月
・年金特別徴収処理停止通知の処理結果通知　 年１２回
・年金特別徴収税額等変更通知の処理結果通知　年１０回
・年金特別徴収結果通知　　　　　　　　　　　　　　　　年６回
・寄附金税額控除に係る申告特例通知書　　１月末
・住登外課税通知　　　　　　　 　　　　　　　　　随時

【マイナポータル申請管理より入手】
・個人住民税申告書　随時

【他自治体より入手】
・回送資料（給与支払報告書等）　　　　　　　 随時

【税務署より入手】
・法定資料（生命保険契約等の年金、一時金など）　　８月

【地方公共団体情報システム機構からの入手】
・調査事務が必要になった都度、機構から入手する。

【情報提供ネットワークシステムにより入手】
・調査事務が必要になった都度、情報提供ネットワークシステムから入手する。

 ④入手に係る妥当性
個人住民税の賦課決定・賦課更正のため、法令等の範囲内で適宜、申告等情報及び税務調査による
情報の収集を行う必要がある。

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム
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 ⑥使用目的　※
課税対象者（住登外課税者含む）に対し適正な個人住民税の賦課を行う。
※過去の年度において賦課決定及び賦課更正する者を含む。

 変更の妥当性 　－

 ⑧使用方法　※

①課税資料受付事務
・確定申告書、住民税申告書、給与支払報告書、公的年金等支払報告書、寄付金税額控除に係る申告
特例通知に記載された個人番号を取得し、内部識別番号である宛名番号と紐付ける。
・他自治体より個人番号が記載された地方税法第294条第3項通知（住登外課税通知）をeLTAXを通じて
受け取り、個人住民税システムに登録する。

②賦課決定事務
・納税通知書に個人番号を記載する。（当面記載しない）
・給与特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）に個人番号を記載する。
　（平成３０年度課税分以降、書面で送付する場合は当面記載しない）•
・住登外課税対象者に対して個人住民税の課税を行う場合に、住所地市町村に送付する地方税法第
294条第３項通知（住登外課税通知）に個人番号を記載する。

③賦課更正事務
・納税通知書に個人番号を記載する。（当面記載しない）
・給与特別徴収税額変更通知書（特別徴収義務者用）に個人番号を記載する。
　（平成３０年度課税分以降、書面で送付する場合は当面記載しない）

④調査事務
• 納税義務者の居住する市町村以外に居住する配偶者、扶養親族について控除の要件を満たしている
か否かの問い合わせに情報提供ネットワークシステムを利用する。
• 生活保護受給情報、障害者手帳等、所得情報、扶養関係情報について情報提供ネットワークシステム
を通じて照会を行い、非課税判定等を行う。
• 情報提供ネットワークシステムを通じた扶養関係情報、所得情報の提供に対応できるよう、照会用デー
タを中間サーバーに記録する。

 情報の突合　※ ・上記項番①～④において、内部識別番号の宛名番号と個人番号を紐付て使用する。

 情報の統計分析
※

総務省で行う課税状況調査などの集計を行うが、特定の個人を判別しうるような統計は行わない。

 権利利益に影響を
与え得る決定　※

個人住民税の賦課決定・賦課更正

2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑦使用の主体

 使用部署
※

【福祉推進部】健康保険課、保険給付・年金課、長寿福祉課、介護保険課、障がい福祉課、生活福祉総
務課、【健康医療部】保健予防課、健康づくり推進課、【こども家庭部】こどもえがお課、すくすく支援課、
子育て支援課、保育・幼稚園課、【開発建築部】住宅課、【理財部】納税課、資産税課、【総合政策部】シ
ステム管理課、【市民部】市民課、市民サービスセンター（フジグラン松山・いよてつ髙島屋）、支所（三津
浜・和気・堀江・垣生・興居島・五明・伊台・小野・石井・久谷・潮見・久枝・味生・桑原・道後・生石・余土・
湯山・久米・浮穴・北条・中島）、久谷支所出口出張所、【教育委員会事務局】学校教育課、【総務部】人
事課

 使用者数

＜選択肢＞

[ 500人以上1,000人未満 ] 1） 10人未満

 ⑨使用開始日 平成28年1月1日
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 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの全体 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

（ 5 ）　件

 委託事項1 税システム等運用支援業務委託

 ①委託内容

・税務システムの運用支援業務。
・法制度改正に伴う税務システムの改修作業。
・委託する業務については、個人情報を適正に取り扱い、情報セキュリティポリシーを厳守することとして
いる。

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する 2） 委託しない

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

課税対象者及び被扶養者等（事業専従者含む）。

 その妥当性
システムの保守、及び、法制度改正に伴う税務システムの改修等の際に、個人住民税システムの本番
稼働前に正しく動作することを確認する必要がある。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 市民等から委託先名の問合せがあった場合は、松山市が回答する。

 ⑥委託先名 富士通Japan株式会社　四国公共ビジネス部

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託する

[ ○ ] その他 （
システム管理課内のサーバー室内にてシステムの直接操作、税務システム
端末の直接操作

）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

 ⑨再委託事項 税システム等運用支援業務委託

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法 再委託は原則として認めないが、あらかじめ書面により市長の承諾を得た場合は、この限りでない。
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 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの一部 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 委託事項2～5

 委託事項2 松山市通知書等作成・封入・封緘業務委託

 ①委託内容 当初賦課決定後の課税通知書及び税額更正による変更通知書の発行及び発送

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

市民、市外在住の課税対象者

 その妥当性 -

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 市民等から委託先名の問合せがあった場合は、松山市が回答する。

 ⑥委託先名 株式会社コーユービジネス　松山営業所

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ○ ] その他 （ 委託先が管理しているセキュリティの確保されたファイル送信サービス ）

[ ○ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

 ⑨再委託事項

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法
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 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの一部 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 委託事項3 データエントリー業務委託

 ①委託内容
紙で提出された課税資料（確定申告書・住民税申告書・給与支払報告書・公的年金等支払報告書）を
データ入力し、松山市が指定するデータ形式で納品する。

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

課税資料が書面により提出されたもの。

 その妥当性 短期間で大量の課税資料をデータ入力する必要があるため。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 市民等から委託先名の問合せがあった場合は、松山市が回答する。

 ⑥委託先名 株式会社　徳島データサービス

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない

[ ] その他 （ ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○ ] 紙

 ⑨再委託事項

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法
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 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの一部 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 委託事項4 審査システム及び国税連携システム（eLTAX）の構築・運用等

 ①委託内容 審査システム及び国税連携システム（eLTAX）の構築・運用等のサービスを提供する事業

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

地方税法その他の地方税に関する法律などにより、税務関係書類に個人番号を記載することとされて
いる者（申告者、その扶養親族、法定調書提出義務者、法定調書の対象となる金銭受領者等）

 その妥当性 審査サーバー及び国税連携データ受信サーバーを、委託利用型により利用しているため。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール [

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満

 ⑤委託先名の確認方法 市民等から委託先名の問合せがあった場合は、松山市が回答する。

 ⑥委託先名 株式会社NTTデータ・アイ

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託する

[ ○ ] その他 （ LGWAN ）

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

 ⑨再委託事項 当該委託内容の運用での現地対応及び問合せ対応

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法
あらかじめ書面により市長の承諾を得た場合（再委託先は地方税共同機構の承認を得たeLTAXサポー
ト事業者に限る）
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 ②取扱いを委託する特定個
人情報ファイルの範囲

＜選択肢＞

[ 特定個人情報ファイルの一部 ] 1） 特定個人情報ファイルの全体
2） 特定個人情報ファイルの一部

 委託事項5 地方税ポータルシステム（eLTAX）の運営管理

 ①委託内容
・地方税の電子申告等に係るシステムの開発・運営に関する事業
・個人住民税の公的年金からの特別徴収に係るシステムの開発・運営に関する事業
・確定申告書等のデータ連携に係るシステムの開発・運営に関する事業　など

4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 対象となる本人の
範囲　※

地方税法その他の地方税に関する法律などにより、税務関係書類に個人番号を記載することとされて
いる者（申告者、その扶養親族、法定調書提出義務者、法定調書の対象となる金銭受領者等）

 その妥当性
地方税法により設置された地方税共同機構が運営管理する地方税ポータルセンタから審査システム及
び国税連携システムを通じて、データ入手及び提供をする必要があるため。

 対象となる本人の
数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ④委託先への特定個人情報
ファイルの提供方法

[ ] 専用線 [ ] 電子メール

 ③委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

 ⑤委託先名の確認方法 地方税共同機構　eLTAXホームページ

 ⑥委託先名 地方税共同機構

再
委
託

 ⑦再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託する

[ ○ ] その他 （ LGWAN ）

[ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

 ⑨再委託事項
地方税共同機構が運営管理する地方税ポータルセンタから審査システム及び国税連携システムを通じ
て、データ入手及び提供をする必要があるため。

 委託事項6～10

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

 ⑧再委託の許諾方法
地方税共同機構の総会で提供される資料で地方税ポータルシステムの運営管理を委託している旨の報
告がなされている。

 委託事項11～15

 委託事項16～20
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[ ] 行っていない

 提供先1 番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表に掲げる情報照会者（別紙１参照）

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号

[ ○ ] 移転を行っている （ 29 ） 件

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 72 ） 件

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

特定個人情報ファイルの範囲と同様

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表に掲げる各事務

 ③提供する情報 特定個人情報ファイルの範囲と同様

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 情報提供ネットワークシステムを通じて特定個人情報の提供依頼の都度

 提供先2～5

 提供先2 国税庁長官，都道府県知事，市区町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者とその被扶養者等

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 国税又は地方税に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税の申告書等情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 随時

] 紙

[ ○ ] その他 （ eLTAX ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○

18 ページ



 提供先3 国税庁長官，都道府県知事，市区町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１０号

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税の課税対象者とその被扶養者等

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 国税又は地方税に関する事務

 ③提供する情報 個人住民税の申告書等情報

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会の都度

 提供先4 地方税共同機構

 ①法令上の根拠 番号法施行規則第２条第１項第５号

] 紙

[ ○ ] その他 （ eLTAX ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

松山市に対して電子申告を行った者のうち、松山市にて本人確認を行った者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 納税者等から提出された申告書等データの本人確認のため

 ③提供する情報 個人番号、識別番号（納税者ＩＤ）、ファイル区分（登録、削除）

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 随時

] 紙

[ ○ ] その他 （ ｅＬＴＡＸ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先5 他自治体の長（市区町村）

 ①法令上の根拠 地方税法第294条第3項

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住登外課税とした者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 個人住民税賦課決定に利用するため

 ③提供する情報 住登外課税とした旨及び住所、氏名等

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 1万人未満

 ⑦時期・頻度 随時

 提供先6～10

] 紙

[ ○ ] その他 （ eLTAX ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 提供先11～15

 提供先16～20

 移転先1 松山市個人番号の利用等に関する条例第３条第１項第３号、同条第３項に定める者（別紙２参照）

 ①法令上の根拠 松山市個人番号の利用等に関する条例第３条第１項第３号、同条第３項

 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

個人住民税課税対象者とその被扶養者等

 ⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②移転先における用途 松山市個人番号の利用等に関する条例第３条第１項第３号、同条第３項に定める事務

 ③移転する情報 個人住民税関係情報

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 当初賦課決定及び更正決定時

 移転先2～5

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ○

 移転先6～10

 移転先11～15

 移転先16～20
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 ６．特定個人情報の保管・消去

 ①保管場所　※

＜松山市の措置＞
・セキュリティ区画内にサーバー室を設置し、監視カメラ、静脈認証による入退室管理をおこなっている。
・データの不正持込・持出禁止を規定している。
・サーバー室とデータ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する保管室は、他
の部屋とする。
・入退室管理を徹底するため出入口の場所を限定する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事
業者が実施する。なお、クラウド事業者は政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録
されたクラウドサービス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たすも
のとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータセンター内のデータベースに保存され、バックアッ
プも日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本番環境とは別のデータセンター内に保存され
る。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録
されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド
サービス事業者が実施する。なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策が適切に実施されて
いるほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報は、クラウドサービス事業者が保有・管理する環境に構築する中間サーバーのデータ
ベース内に保存され、バックアップもデータベース上に保存される。

<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理から取得したデータは、セキュリティゲートにて入退館管理をしている建物のう
ち、さらに厳格な入退室管理を行っている区画に設置したサーバ内に保管している。
・基幹システムにデータを移動するための外部記憶媒体は、施錠できるキャビネットに保管している。

 ②保管期間

 期間

＜選択肢＞
1） 1年未満

9） 20年以上
10） 定められていない

 その妥当性 証明発行のため11年間（現年＋10年）保管が必要。

2） 1年 3） 2年

[ 10年以上20年未満 ] 4） 3年 5） 4年 6） 5年
7） 6年以上10年未満 8） 10年以上20年未満
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 ③消去方法

＜松山市の措置＞
消除期間を経過した場合は、パッケージ機能にて対象者情報を消去する予定である。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施される。地方公共団体の業務データ
は国及びガバメントクラウドのクラウド事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去
することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置等を障害やメンテナンス等により交換する際にデータの
復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に従って確実にデータ
を消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が委託した開発事業者が既存の環境からガバメントクラウド
へ移行することになるが、移行に際しては、データ抽出及びクラウド環境へのデータ投入並びに利用しな
くなった環境の破棄等を実施する。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの操作によって実施されるため、通常、中間サーバー・プ
ラットフォームの保守・運用を行う事業者及びクラウドサービス事業者が特定個人情報を消去することは
ない。
②クラウドサービス事業者が保有・管理する環境において、障害やメンテナンス等によりディスクやハー
ド等を交換する際は、クラウドサービス事業者において、政府情報システムのためのセキュリティ評価制
度（ISMAP）に準拠したデータの暗号化消去及び物理的破壊を行う。さらに、第三者の監査機関が定期
的に発行するレポートにより、クラウドサービス事業者において、確実にデータの暗号化消去及び物理
的破壊が行われていることを確認する。
③中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、地方公共団体情報システム機構及び中間サーバー・
プラットフォームの事業者において、保存された情報が読み出しできないよう、データセンターに設置して
いるディスクやハード等を物理的破壊により完全に消去する。

<マイナポータル申請管理における措置>
・端末に一時的に記録した個人番号付電子申請データは、紙に打出し後、速やかに完全消去する。
・外部記憶媒体に一時的に記録した個人番号付電子申請データは、使用の都度速やかに完全消去す
る。

 ７．備考

特になし
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 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

（別添２）特定個人情報ファイル記録項目

個人基本情報 扶養関連情報 40 扶養親族１ 36 年度間減額措置フラグ 1 タイムスタンプ日付 57 未公開株式等譲渡所得

1 更新年月日 1 被扶養専従者区分 41 扶養親族生年月日１ 37 年金特徴対象フラグ 2 タイムスタンプ時刻 58 上場株式等譲渡所得

2 更新時刻 2 同配区分 42 扶養親族控除額１ 38 申告書提出フラグ 3 資料種別 59 上場株式等配当等分離

3 更新職員番号 3 扶養区分 43 専従者氏名１ 39 移行不整合フラグ 4 ＣＳＶファイル名 60 先物取引雑所得分離

4 更新端末ＩＤ 4 障害区分 44 専従者生年月日１ 40 移行前履歴番号 5 ＸＭＬファイル名 61 条約適用利子等の額

5 更新アクセスコード 5 専従区分 45 確申青白区分 41 計算エラーメッセージＩＤ１ 6 利用者識別番号 62 条約適用配当等の額

6 更新プログラムＩＤ 6 特別控除対象配偶者フラグ 46 専従配偶有無フラグ 42 計算警告メッセージＩＤ１ 7 余白 63 特例適用利子等の額

7 前回更新年月日 7 所得金額調整控除対象フラグ 47 専従その他 43 住民税非課税コード 年金特徴管理情報 64 特例適用配当等の額

8 前回更新時刻 8 扶養専従主宛名番号 48 本人専従区分 44 森林環境税免除理由コード 1 新年度用宛名番号 65 繰越控除額

9 前回更新職員番号 9 被扶養専従者特定区分 49 特例適用条文コード 45 納期限変更フラグ 2 郵便番号 66 純損失繰越控除額

10 前回更新端末ＩＤ 10 否認理由コード 50 徴収希望コード 46 賦課特徴該当フラグ 3 カナ住所 67 居財譲渡損失繰控額

11 前回更新アクセスコード 11 専従者給与額 51 別居の控配扶養親族フラグ 47 賦課普徴該当フラグ 4 漢字住所 68 特居財譲渡損失繰控額

12 前回更新プログラムＩＤ 12 専従者－続柄 52 事業税開廃業区分 48 賦課年金特徴該当フラグ 5 年金保険者用整理番号２ 69 上株等譲渡損失繰控額

13 削除フラグ 13 配偶者－被扶養者の国外居住 53 事業税開廃業年月日 49 賦課減免該当フラグ 6 状態区分 70 特株等譲渡損失繰控額

14 排他フラグ 14 申告支援システム連携フラグ 54 個人基本履歴番号 賦課特徴情報 7 対象者通知区分 71 先物決済損失繰越控除額

15 自治体識別コード 事業所基本情報 55 併合結果徴収区分 1 在籍指定番号０１ 8 対象者通知受入処理日 72 先物決済損失繰控額

16 課税年度 1 収納指定番号 56 優先資料番号 2 在籍個人番号０１ 9 税額通知区分 73 雑損失繰越控除額

17 宛名番号 2 関連指定番号 57 特徴優先資料番号 賦課普徴情報 10 特徴依頼処理日 74 雑損控除額

18 自治体コード 3 総括表区分 58 資料併合済フラグ 1 調定年度 11 特徴依頼処理結果区分 75 医療費控除額

19 履歴番号 4 納入書区分 59 特定居住損区分 2 期割実績フラグ０１ 12 特徴依頼処理結果受入処理日 76 小規模共済等掛金控除

20 世帯番号 5 媒体区分 60 資料連絡箋出力対象フラグ 3 期割額０１ 13 停止依頼区分 77 社会保険料控除額

21 続柄コード 6 事業所廃止理由 61 資料連絡箋出力理由コード１ 特徴異動届等情報 14 停止依頼月 78 生命保険料控除額

22 生年月日 7 廃止年月日 62 エラーメッセージＩＤ１ 1 登録年度 15 停止依頼処理日 79 地震保険料控除額

23 前年１２月３１日年齢 8 次年度事業所廃止理由 63 警告メッセージＩＤ１ 2 異動届課税年度 16 停止依頼処理結果区分 80 配偶者特別控除額

24 本年１月１日年齢 9 指定番号変更年月 64 租税条約区分 3 給与支払額 17 停止依頼結果受入処理日 81 配偶者控除等

25 性別コード 10 収納指定番号変更年月 65 住宅借入金等特定取得区分 4 社会保険料額 18 特徴処理結果区分１ 82 扶養控除

26 個人法人詳細区分 11 普徴事業所区分 66 申告特例状態区分 5 退職金額 19 異動事由 83 一般

27 個人基本種別コード 12 特徴税額通知書出力区分 67 医療費特例控除区分 6 勤続年数 20 税額変更等依頼区分１ 84 特定

28 個人基本廃止理由コード 13 受取方法 68 所得金額調整控除適用フラグ 7 届出日 21 税額変更等依頼処理日１ 85 老人

29 翌年廃止理由コード 14 納税義務者用受取方法 69 申告不要区分 8 年度区分 22 税額変更等依頼処理結果区分１ 86 同老

30 前年死亡フラグ 15 通知先アドレス 70 住宅借入金等取得住宅区分 9 現受給者番号 23 税額変更等依頼結果受入処理日１ 87 １６歳未満扶養者数

31 外字フラグ 16 通知先アドレス更新日 71 退職手当有扶養親族等区分 10 税額通知書宛名番号 24 停止年月 88 障害者控除

32 通称名優先区分 17 個人法人区分 72 フラグ予備９ 11 徴収済額終了年月 25 年金額 89 普障

33 在留の資格コード 18 送付希望区分 73 自動生成フラグ 12 異動の事由コード 提供所得等情報管理 90 特障

34 在留期間開始日 19 納税者ＩＤ 74 オンバッチ区分 13 異動の事由 1 番号体系 91 同特

35 在留期間終了日 事業所課税情報 75 所得控除件数 14 異動後の未徴収税額の徴収方法 2 統合宛名番号 92 控除対象配偶者

36 カナ氏名 1 納期特例区分 76 住宅借入金等特別控除区分 15 新しい勤務先の指定番号 3 基幹系登録区分 93 控除対象障害者

37 検索カナ氏名 2 納期特例開始年月 77 居住開始年月日１ 16 新しい勤務先判別コード 4 特定個人情報名コード 94 控除対象寡フ

38 漢字氏名 3 納期特例終了年月 78 住控適用数 17 納入開始月 5 データセット識別項目コード 95 控除対象勤労学生

39 カナ通称名 4 月別人数６月 79 次年度市申発送 18 納入月 6 データセットレコードのキー 96 扶養控除対象

40 漢字通称名 5 月割額６月 80 特別徴収義務者コード 19 普徴切替理由 7 版番号 97 専従者控除額

41 市内市外区分 6 納期特例前月割額６月 81 寄附先自治体コード 20 新受給者番号 8 親データセットレコードのキー 98 所得控除合計額

42 市外住所コード 7 月割充当額６月 82 回送先自治体コード 21 氏名フリガナ 9 確定時点 99 課税所得額課税標準額

43 住所自治体コード 8 非課税人数 83 確定申告日 22 特別徴収開始月 10 修正日時 100 市税額控除前所得割額

44 住所町名コード 9 バッチ締めフラグ 84 訂正区分 23 普通徴収納付済期 11 公開開始日 101 市調整控除額

45 住所番地コード 10 最終個人番号 85 確定申告分離フラグ 24 普通徴収納付済期区分 12 公開終了日 102 市調整額

46 住所枝番コード 従業員情報 86 確定申告損失フラグ 25 処理状態区分 13 情報提供者部署コード 103 市町村住借金等特控額

47 住所小枝番コード 1 個人番号 87 確定申告還付フラグ 26 更正事由 14 情報提供者ユーザＩＤ 104 市住借金特控額移譲前

48 住所枝番３コード 2 従業員状態区分 88 法定調書区分 27 更正強制 15 総所得金額等 105 市町村寄付金控除

49 住所番地編集区分 3 異動日 89 所得控除の適用順序 28 異動前指定番号 16 合計所得金額 106 市寄附金控除額移譲前

50 住所 資料情報 資料所得控除情報 29 異動後指定番号 17 総所得金額 107 市町村外国税控除額

51 方書 1 登録区コード 1 連番 30 異動後受給者番号 18 給与所得額 108 市町村配当控除額

52 電話番号 2 資料種別コード 2 所得控除コード１ 充当情報 19 給与収入額 109 市配当割譲渡割控除額

53 宛名履歴番号 3 資料番号 3 所得控除額１ 1 賦課履歴番号 20 給与専従者収入額 110 市町村所得割額

54 宛名異動日 4 資料廃止理由コード 賦課情報 2 特普区分 21 特定支出の額 111 市所得割額移譲前

55 宛名異動理由コード 5 給報種別コード 1 徴収区分 3 確定フラグ 22 所得金額調整控除額 112 市町村均等割額

56 住民日 6 入力カナ氏名 2 課税区分 4 期割充当額０１ 23 雑所得額総合 113 都道府県所得割額

57 住定日 7 入力生年月日 3 特定扶養 賦課異動メモ 24 公的年金等所得額 114 都道府県均等割額

58 消除日 8 入力西暦生年月日 4 内同居老親 1 異動メモ内容 25 公的年金等収入額 115 居住用損失額

59 納税者番号 9 入力性別コード 5 老人扶養 通知書番号管理情報 26 公年以外総合課税 116 市町村所得割額減免前

60 本籍地 10 宛名付設コード 6 年少扶養 1 通知書番号 27 事業所得額 117 市町村均等割額減免前

61 筆頭者名 11 資料収入種別コード 7 その他扶養 証明書ジャーナル 28 営業等所得額 118 減免税額

62 本人障害区分 12 事業所家屋敷区分 8 同居特別障害 1 証明年度 29 農業所得額 119 所得税確申提出有無

63 生活扶助区分 13 受給者番号 9 特別障害 2 発行自治体コード 30 特例肉用牛所得額 120 住民税申告書提出有無

64 個人基本寡フ区分 14 控配区分 10 その他障害 3 支所コード 31 不動産所得額 121 住民登録外課税有無

65 個人基本勤学区分 15 配特区分 11 非課税コード 4 証明書番号 32 利子所得額総合 122 住登外者課税地自治体

66 無申告調査結果コード 16 扶養親族－特定 12 所得割非課税措置フラグ 5 証明書区分 33 配当所得額総合 123 市定額減税額

67 無申告調査結果内容 17 扶養親族－同居老親 13 優先資料種別コード 6 使用目的区分 34 譲渡所得額総合 124 市定額減税前所得割額

68 特記コード１ 18 扶養親族－老人 14 更正事由コード 個人送達履歴情報 35 総合長期譲渡特控前 125 市所得割額移譲減税前

69 特記情報 19 扶養親族－年少 15 更正補足コード１ 1 宛先識別番号 36 総合長期譲渡特控額 126 県定額減税額

70 翌年申告書発送区分 20 扶養親族－他 16 更正事由強制メッセージ 2 資料履歴番号 37 総合短期譲渡特控前 127 県定額減税前所得割額

71 住登地登録フラグ 21 扶養障害－同居特障 17 異動戻り先履歴番号 3 送付通知書区分 38 総合短期譲渡特控額 128 連携対象区分

72 生活扶助開始日 22 扶養障害－特別 18 減免理由コード 4 個人送達履歴コード 39 一時所得額総合 129 確認区分

73 生活扶助廃止日 23 扶養障害－他 19 減免区分 5 異動区分 40 山林所得額 130 変更区分

74 無申告調査コード 24 夫あり区分 20 減免割合 6 通知書番号等 41 退職所得額総合 131 副本データ送信状態区分

75 住民税申告書通知日 25 未成年者区分 21 異動年月日 7 出力履歴 42 譲渡所得額分離 扶養情報管理

76 催告通知書通知日 26 老年者区分 22 開始月期 8 通知日 43 分離長期譲渡特控前 1 市区町村コード

77 最終催告通知書通知日 27 寡フ区分 23 済月期 9 返戻有無フラグ 44 分離長期譲渡特控額 2 被扶養者－宛名番号

78 住登地市外住所コード 28 勤労学生区分 24 事業所基本履歴番号 事業所送達履歴情報 45 分離長期一般特控前 3 扶養者－宛名番号

79 住登地住所 29 均等割区分 25 事業所課税履歴番号 1 事業所履歴番号 46 分離長期一般特控額 4 被扶養者履歴番号

80 住登地方書 30 乙欄区分 26 特徴締めフラグ 2 従業員宛名番号 47 分離長期特定所得額 5 最新フラグ

81 基礎年金番号 31 死亡退職区分 27 普徴締めフラグ 3 事業所送達履歴コード 48 分離長期軽課特控前 6 指定都市－行政区等コード

82 基礎年金番号付設レベル 32 災害者区分 28 所得割調整フラグ 賦課年金特徴情報 49 分離長期軽課特控額 7 扶養関係区分

83 年金保険者番号 33 外国人区分 29 平均課税適用フラグ 1 回数割実績フラグ０１ 50 分離短期譲渡特控前 8 操作者ＩＤ

84 年金コード 34 就職退職区分 30 外国税額控除適用フラグ 2 回数割額０１ 51 分離短期譲渡特控額 9 操作年月日

85 合併前自治体コード 35 就職退職年月日 31 同居特障控配フラグ 3 年金特徴中止区分 52 分離短期一般特控前 10 操作時刻

86 配偶者宛名番号 36 年調未済区分 32 扶養関連者解除フラグ 4 年金特徴済月 53 分離短期一般特控額

87 市税事務所コード 37 摘要欄１ 33 事業所家屋敷課税区分 5 年金特徴管理更新フラグ 54 分離短期軽減特控前

88 予備領域１ 38 配偶者氏名 34 元老非該当フラグ 6 年金特徴管理異動事由 55 分離短期軽減特控額

89 ユーザ領域 39 配偶者生年月日 35 充当該当フラグ 国税連携キー管理情報 56 株式等譲渡所得額分離



項番 情報照会者 事務 特定個人情報
情報提供

者

1 厚生労働大臣

健康保険法（大正十一年法律第七十号）第五条第
二項の規定により厚生労働大臣が行うこととされた
健康保険に関する事務又は同法による保険医若しく
は保険薬剤師の登録に関する事務であって次条で
定めるもの

地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）そ
の他の地方税（同法第一条第一項第四号に規定す
る地方税をいう。以下この条において同じ。）に関す
る法律に基づく条例の規定により算定した税額若し
くはその算定の基礎となる事項に関する情報（以下
この条において「地方税関係情報」という。）又は住
民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）第
七条第四号に規定する事項（以下「住民票関係情
報」という。）であって次条で定めるもの

市町村長

2 全国健康保険協会
健康保険法による保険給付の支給に関する事務で
あって第四条で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保険法
（平成九年法律第百二十三号）による保険給付の支
給、地域支援事業の実施若しくは保険料の徴収に
関する情報（以下この条において「介護保険給付等
関係情報」という。）であって第四条で定めるもの

市町村長

3 健康保険組合
健康保険法による保険給付の支給に関する事務で
あって第五条で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保険給
付等関係情報であって第五条で定めるもの

市町村長

4
総務大臣又は都道府県知
事

恩給法（大正十二年法律第四十八号。他の法律に
おいて準用する場合を含む。第六条において同じ。）
による年金である給付又は一時金の支給に関する
事務であって第六条で定めるもの

地方税関係情報であって第六条で定めるもの 市町村長

5 厚生労働大臣
船員保険法第四条第二項の規定により厚生労働大
臣が行うこととされた船員保険に関する事務であっ
て第七条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第七
条で定めるもの

市町村長

7 全国健康保険協会

船員保険法による保険給付又は雇用保険法等の一
部を改正する法律（平成十九年法律第三十号。以下
この条及び第九条において「平成十九年法律第三
十号」という。）附則第三十九条の規定によりなお従
前の例によるものとされた平成十九年法律第三十
号第四条の規定による改正前の船員保険法による
保険給付の支給に関する事務であって第九条で定
めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保険給
付等関係情報であって第九条で定めるもの

市町村長

11 都道府県知事

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）によ
る養育里親若しくは養子縁組里親の登録、里親の
認定又は障害児入所給付費、高額障害児入所給付
費若しくは特定入所障害児食費等給付費の支給に
関する事務であって第十三条で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情報、
地方税関係情報、住民票関係情報、介護保険給付
等関係情報又は障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律（平成十七年法律第
百二十三号）による自立支援給付の支給に関する
情報（以下この条において「障害者自立支援給付関
係情報」という。）であって第十三条で定めるもの

市町村長

13 都道府県知事
児童福祉法による小児慢性特定疾病医療費の支給
に関する事務であって第十五条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第十
五条で定めるもの

市町村長

15 市町村長

児童福祉法による障害児通所給付費、特例障害児
通所給付費、高額障害児通所給付費、障害児相談
支援給付費若しくは特例障害児相談支援給付費の
支給又は障害福祉サービスの提供に関する事務で
あって第十七条で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情報、
地方税関係情報、住民票関係情報、介護保険給付
等関係情報又は障害者自立支援給付関係情報で
あって第十七条で定めるもの

市町村長

20
都道府県知事又は市町村
長

児童福祉法による負担能力の認定又は費用の徴収
に関する事務であって第二十二条で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情報、
地方税関係情報、住民票関係情報又は障害者自立
支援給付関係情報であって第二十二条で定めるも
の

市町村長

28 市町村長
予防接種法による給付の支給又は実費の徴収に関
する事務であって第三十条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第三
十条で定めるもの

市町村長

37 市町村長
身体障害者福祉法による障害福祉サービス、障害
者支援施設等への入所等の措置又は費用の徴収
に関する事務であって第三十九条で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は障害者自立
支援給付関係情報であって第三十九条で定めるも
の

市町村長

39 都道府県知事
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による
入院措置又は費用の徴収に関する事務であって第
四十一条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第四
十一条で定めるもの

市町村長

（別紙１）　番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表に掲げる情報照会者

24



項番 情報照会者 事務 特定個人情報
情報提供

者

（別紙１）　番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表に掲げる情報照会者

42 都道府県知事等
生活保護法による保護の決定及び実施又は徴収金
の徴収に関する事務であって第四十四条で定める
もの

地方税関係情報、母子保健法（昭和四十年法律第
百四十一号）による養育医療の給付若しくは養育医
療に要する費用の支給に関する情報、児童手当法
（昭和四十六年法律第七十三号）による児童手当若
しくは特例給付（同法附則第二条第一項に規定する
給付をいう。以下同じ。）の支給に関する情報（以下
この条において「児童手当関係情報」という。）、介護
保険給付等関係情報又は障害者自立支援給付関
係情報であって第四十四条で定めるもの

市町村長

48 市町村長

地方税法その他の地方税に関する法律及びこれら
の法律に基づく条例又は森林環境税及び森林環境
譲与税に関する法律（平成三十一年法律第三号）に
よる地方税又は森林環境税の賦課徴収に関する事
務であって第五十条で定めるもの

地方税関係情報、母子保健法による妊娠の届出に
関する情報又は住民票関係情報であって第五十条
で定めるもの

市町村長

49 都道府県知事
地方税法その他の地方税に関する法律及びこれら
の法律に基づく条例による地方税の賦課徴収に関
する事務であって第五十一条で定めるもの

地方税関係情報であって第五十一条で定めるもの 市町村長

53

公営住宅法（昭和二十六年
法律第百九十三号）第二条
第十六号に規定する事業
主体である都道府県知事又
は市町村長

公営住宅法による公営住宅（同法第二条第二号に
規定する公営住宅をいう。第五十五条において同
じ。）の管理に関する事務であって同条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第五
十五条で定めるもの

市町村長

57
日本私立学校振興・共済事
業団

私立学校教職員共済法による短期給付又は年金で
ある給付の支給に関する事務であって第五十九条
で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第五
十九条で定めるもの

市町村長

58
厚生労働大臣又は共済組
合等

厚生年金保険法による年金である保険給付又は一
時金の支給に関する事務であって第六十条で定め
るもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第六
十条で定めるもの

市町村長

59
文部科学大臣又は都道府
県教育委員会

特別支援学校への就学奨励に関する法律による特
別支援学校への就学のため必要な経費の支弁に関
する事務であって第六十一条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第六
十一条で定めるもの

市町村長

63
都道府県教育委員会又は
市町村教育委員会

学校保健安全法による医療に要する費用について
の援助に関する事務であって第六十五条で定める
もの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第六
十五条で定めるもの

市町村長

65 国家公務員共済組合
国家公務員共済組合法による短期給付の支給に関
する事務であって第六十七条で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保険給
付等関係情報であって第六十七条で定めるもの

市町村長

66
国家公務員共済組合連合
会

国家公務員共済組合法又は国家公務員共済組合
法の長期給付に関する施行法（昭和三十三年法律
第百二十九号）による年金である給付の支給に関す
る事務であって第六十八条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第六
十八条で定めるもの

市町村長

69
市町村長又は国民健康保
険組合

国民健康保険法による保険給付の支給又は保険料
の徴収に関する事務であって第七十一条で定める
もの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保険給
付等関係情報であって第七十一条で定めるもの

市町村長

73 厚生労働大臣

国民年金法による年金である給付若しくは一時金の
支給、保険料の納付に関する処分又は保険料その
他徴収金の徴収に関する事務であって第七十五条
で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第七
十五条で定めるもの

市町村長

75 市町村長
知的障害者福祉法による障害福祉サービス、障害
者支援施設等への入所等の措置又は費用の徴収
に関する事務であって第七十七条で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は障害者自立
支援給付関係情報であって第七十七条で定めるも
の

市町村長

76

住宅地区改良法（昭和三十
五年法律第八十四号）第二
条第二項に規定する施行
者である都道府県知事又は
市町村長

住宅地区改良法による改良住宅（同法第二条第六
項に規定する改良住宅をいう。第七十八条において
同じ。）の管理若しくは家賃若しくは敷金の決定若し
くは変更又は収入超過者に対する措置に関する事
務であって同条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第七
十八条で定めるもの

市町村長

81 都道府県知事等
児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関す
る事務であって第八十三条で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は障害者の日
常生活及び社会生活を総合的に支援するための法
律による療養介護若しくは施設入所支援に関する情
報であって第八十三条で定めるもの

市町村長

83 地方公務員共済組合
地方公務員等共済組合法による短期給付の支給に
関する事務であって第八十五条で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保険給
付等関係情報であって第八十五条で定めるもの

市町村長

25
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（別紙１）　番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条の表に掲げる情報照会者

84
地方公務員共済組合又は
全国市町村職員共済組合
連合会

地方公務員等共済組合法又は地方公務員等共済
組合法の長期給付等に関する施行法（昭和三十七
年法律第百五十三号）による年金である給付の支
給に関する事務であって第八十六条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第八
十六条で定めるもの

市町村長

86 市町村長
老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）によ
る福祉の措置に関する事務であって第八十八条で
定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保険給
付等関係情報であって第八十八条で定めるもの

市町村長

87 市町村長
老人福祉法による費用の徴収に関する事務であっ
て第八十九条で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保険給
付等関係情報であって第八十九条で定めるもの

市町村長

88 都道府県知事
母子及び父子並びに寡婦福祉法による償還未済額
の免除又は資金の貸付けに関する事務であって第
九十条で定めるもの

地方税関係情報であって第九十条で定めるもの 市町村長

89
都道府県知事又は市町村
長

母子及び父子並びに寡婦福祉法による配偶者のな
い者で現に児童を扶養しているもの又は寡婦につい
ての便宜の供与に関する事務であって第九十一条
で定めるもの

地方税関係情報であって第九十一条で定めるもの 市町村長

90 都道府県知事等
母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金の支
給に関する事務であって第九十二条で定めるもの

地方税関係情報であって第九十二条で定めるもの 市町村長

91
厚生労働大臣又は都道府
県知事

特別児童扶養手当等の支給に関する法律による特
別児童扶養手当の支給に関する事務であって第九
十三条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第九
十三条で定めるもの

市町村長

92 都道府県知事等

特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障
害児福祉手当若しくは特別障害者手当又は昭和六
十年法律第三十四号附則第九十七条第一項の福
祉手当の支給に関する事務であって第九十四条で
定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第九
十四条で定めるもの

市町村長

96 市町村長
母子保健法による費用の徴収に関する事務であっ
て第九十八条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第九
十八条で定めるもの

市町村長

98
厚生労働大臣又は都道府
県知事

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安
定及び職業生活の充実等に関する法律による職業
転換給付金の支給に関する事務であって第百条で
定めるもの

地方税関係情報であって第百条で定めるもの 市町村長

106
市町村長（児童手当法第十
七条第一項の表の下欄に
掲げる者を含む。）

児童手当法による児童手当又は特例給付の支給に
関する事務であって第百八条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
八条で定めるもの

市町村長

108 市町村長

災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和四十八年
法律第八十二号）による災害弔慰金若しくは災害障
害見舞金の支給又は災害援護資金の貸付けに関す
る事務であって第百十条で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保険給
付等関係情報であって第百十条で定めるもの

市町村長

115 後期高齢者医療広域連合
高齢者の医療の確保に関する法律による後期高齢
者医療給付の支給又は保険料の徴収に関する事務
であって第百十七条で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保険給
付等関係情報であって第百十七条で定めるもの

市町村長

124

特定優良賃貸住宅の供給
の促進に関する法律（平成
五年法律第五十二号）第十
八条第二項に規定する賃
貸住宅の建設及び管理を
行う都道府県知事又は市町
村長

特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律によ
る賃貸住宅の管理に関する事務であって第百二十
六条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
二十六条で定めるもの

市町村長

125 都道府県知事等

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰
国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支
援に関する法律による支援給付の支給に関する事
務であって第百二十七条で定めるもの

地方税関係情報、母子保健法による養育医療の給
付若しくは養育医療に要する費用の支給に関する
情報、児童手当関係情報、介護保険給付等関係情
報又は障害者自立支援給付関係情報であって第百
二十七条で定めるもの

市町村長

129 厚生労働大臣

厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成八
年法律第八十二号。以下「平成八年法律第八十二
号」という。）附則第十六条第三項の規定により厚生
年金保険の実施者たる政府が支給するものとされ
た年金である給付の支給に関する事務であって第
百三十一条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
三十一条で定めるもの

市町村長

130

平成八年法律第八十二号
附則第三十二条第二項に
規定する存続組合又は平
成八年法律第八十二号附
則第四十八条第一項に規
定する指定基金

平成八年法律第八十二号による年金である長期給
付又は年金である給付の支給に関する事務であっ
て第百三十二条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
三十二条で定めるもの

市町村長

26
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132 市町村長
介護保険法による保険給付の支給、地域支援事業
の実施又は保険料の徴収に関する事務であって第
百三十四条で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保険給
付等関係情報であって第百三十四条で定めるもの

市町村長

137
都道府県知事又は保健所
を設置する市（特別区を含
む。）の長

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
する法律（平成十年法律第百十四号）による費用の
負担又は療養費の支給に関する事務であって第百
三十九条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
三十九条で定めるもの

市町村長

138 厚生労働大臣

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組
合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済
組合法等を廃止する等の法律（平成十三年法律第
百一号。以下「平成十三年統合法」という。）附則第
十六条第三項の規定により厚生年金保険の実施者
たる政府が支給するものとされた年金である給付の
支給に関する事務であって第百四十条で定めるも
の

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
四十条で定めるもの

市町村長

140
独立行政法人農業者年金
基金

独立行政法人農業者年金基金法（平成十四年法律
第百二十七号）による農業者年金事業の給付の支
給若しくは保険料その他徴収金の徴収又は同法附
則第六条第一項第一号の規定により独立行政法人
農業者年金基金が行うものとされた農業者年金基
金法の一部を改正する法律（平成十三年法律第三
十九号。第百四十二条において「平成十三年農業
者年金改正法」という。）による改正前の農業者年金
基金法（昭和四十五年法律第七十八号。第百四十
二条において「平成十三年改正前農業者年金基金
法」という。）若しくは農業者年金基金法の一部を改
正する法律（平成二年法律第二十一号）による改正
前の農業者年金基金法（第百四十二条において「平
成二年改正前農業者年金基金法」という。）による給
付の支給に関する事務であって第百四十二条で定
めるもの

地方税関係情報であって第百四十二条で定めるも
の

市町村長

141
独立行政法人日本学生支
援機構

独立行政法人日本学生支援機構法（平成十五年法
律第九十四号）による学資の貸与及び支給に関す
る事務であって第百四十三条で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は児童手当関
係情報であって第百四十三条で定めるもの

市町村長

142 厚生労働大臣
特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関す
る法律による特別障害給付金の支給に関する事務
であって第百四十四条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
四十四条で定めるもの

市町村長

144
都道府県知事又は市町村
長

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律による自立支援給付の支給又は地域
生活支援事業の実施に関する事務であって第百四
十六条で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情報、
地方税関係情報、住民票関係情報、介護保険給付
等関係情報又は障害者自立支援給付関係情報で
あって第百四十六条で定めるもの

市町村長

147 総務大臣

国会議員互助年金法を廃止する法律（平成十八年
法律第一号）又は同法附則第二条第一項の規定に
よりなおその効力を有するものとされた同法による
廃止前の国会議員互助年金法（昭和三十三年法律
第七十号）による年金である給付の支給に関する事
務であって第百四十九条で定めるもの

地方税関係情報であって第百四十九条で定めるも
の

市町村長

151
文部科学大臣、都道府県知
事又は都道府県教育委員
会

高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成
二十二年法律第十八号）による就学支援金の支給
に関する事務であって第百五十三条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
五十三条で定めるもの

市町村長

152 厚生労働大臣

職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援
に関する法律（平成二十三年法律第四十七号）によ
る職業訓練受講給付金の支給に関する事務であっ
て第百五十四条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
五十四条で定めるもの

市町村長

155 市町村長

子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五
号）による子どものための教育・保育給付若しくは子
育てのための施設等利用給付の支給又は地域子ど
も・子育て支援事業の実施に関する事務であって第
百五十七条で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情報、
地方税関係情報、住民票関係情報又は障害者自立
支援給付関係情報であって第百五十七条で定める
もの

市町村長

156 厚生労働大臣
年金生活者支援給付金の支給に関する法律による
年金生活者支援給付金の支給に関する事務であっ
て第百五十八条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
五十八条で定めるもの

市町村長

27
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158 都道府県知事
難病の患者に対する医療等に関する法律による特
定医療費の支給に関する事務であって第百六十条
で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
六十条で定めるもの

市町村長

160

公的給付の支給等の迅速
かつ確実な実施のための
預貯金口座の登録等に関
する法律第十条に規定する
特定公的給付の支給を実
施する行政機関の長等（行
政機関の長、地方公共団体
の機関、独立行政法人等、
地方独立行政法人（地方独
立行政法人法（平成十五年
法律第百十八号）第二条第
一項に規定する地方独立
行政法人をいう。））

公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための
預貯金口座の登録等に関する法律による特定公的
給付の支給を実施するための基礎とする情報の管
理に関する事務であって第百六十二条で定めるも
の

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
六十二条で定めるもの

市町村長

161 都道府県知事等

「生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置
について」（昭和二十九年五月八日付け社発第三百
八十二号厚生省社会局長通知。以下「昭和二十九
年社発第三百八十二号通知」という。）に基づく外国
人（日本の国籍を有しない者をいう。以下同じ。）で
あって生活に困窮する者に係る保護の決定及び実
施又は徴収金の徴収（以下この欄において「生活保
護関係事務」という。）の取扱に準じた生活保護関係
事務に関する事務であって第百六十三条で定める
もの

地方税関係情報、母子保健法による養育医療の給
付若しくは養育医療に要する費用の支給に関する
情報、児童手当関係情報、介護保険給付等関係情
報又は障害者自立支援給付関係情報であって第百
六十三条で定めるもの

市町村長

163

地域優良賃貸住宅制度要
綱（平成十九年三月二十八
日付け国住備第百六十号
国土交通省住宅局長通知）
第二条第九号に規定する
地域優良賃貸住宅（公共供
給型）又は同条第十六号に
規定する公営型地域優良
賃貸住宅（公共供給型）の
供給を行う都道府県知事又
は市町村長

地域優良賃貸住宅制度要綱に基づく地域優良賃貸
住宅の管理に関する事務であって第百六十五条で
定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
六十五条で定めるもの

市町村長

164 都道府県知事

「特定感染症検査等事業について」（平成十四年三
月二十七日付け健発第〇三二七〇一二号厚生労
働省健康局長通知）の特定感染症検査等事業実施
要綱に基づくウイルス性肝炎患者等の重症化予防
推進事業に係る陽性者フォローアップ事業の実施に
関する事務であって第百六十六条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
六十六条で定めるもの

市町村長

165 都道府県知事

「感染症対策特別促進事業について」（平成二十年
三月三十一日付け健発第〇三三一〇〇一号厚生
労働省健康局長通知）の肝炎治療特別促進事業実
施要綱に基づく肝炎治療特別促進事業の実施に関
する事務であって第百六十七条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
六十七条で定めるもの

市町村長

166 都道府県知事

「肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業について」
（平成三十年六月二十七日付け健発〇六二七第一
号厚生労働省健康局長通知）の肝がん・重度肝硬
変治療研究促進事業実施要綱に基づく肝がん・重
度肝硬変治療研究促進事業の実施に関する事務で
あって第百六十八条で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報であって第百
六十八条で定めるもの

市町村長

167 文部科学大臣

国の設置する高等学校等に係る高等学校等修学支
援事業費補助金（学び直しへの支援）交付要綱（平
成二十六年四月一日文部科学大臣決定）に規定す
る高等学校等学び直し支援金の支給に関する事務
であって第百六十九条で定めるもの

地方税関係情報であって第百六十九条で定めるも
の

市町村長

168
都道府県知事又は都道府
県教育委員会

高等学校等修学支援事業費補助金（学び直しへの
支援）交付要綱（平成二十六年四月一日文部科学
大臣決定）に規定する高等学校等学び直し支援金
の支給に関する事務であって第百七十条で定める
もの

地方税関係情報であって第百七十条で定めるもの 市町村長

28
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169
都道府県知事又は都道府
県教育委員会

高等学校等修学支援事業費補助金（奨学のための
給付金）交付要綱（平成二十六年四月一日文部科
学大臣決定）に規定する高等学校等に係る奨学の
ための給付金事業による給付金の支給に関する事
務であって第百七十一条で定めるもの

地方税関係情報であって第百七十一条で定めるも
の

市町村長

170
都道府県知事又は都道府
県教育委員会

高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒
への奨学のための給付金）交付要綱（令和二年四
月一日文部科学大臣決定）に規定する高等学校等
専攻科に係る奨学のための給付金事業による給付
金の支給に関する事務であって第百七十二条で定
めるもの

地方税関係情報であって第百七十二条で定めるも
の

市町村長

171 文部科学大臣

国の設置する高等学校等に係る高等学校等修学支
援事業費補助金（専攻科の生徒への修学支援）交
付要綱（令和二年四月一日文部科学大臣決定）に
規定する高等学校等専攻科修学支援金の支給に関
する事務であって第百七十三条で定めるもの

地方税関係情報であって第百七十三条で定めるも
の

市町村長

172
都道府県知事又は都道府
県教育委員会

高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒
への修学支援）交付要綱（令和二年四月一日文部
科学大臣決定）に規定する高等学校等専攻科修学
支援金の支給に関する事務であって第百七十四条
で定めるもの

地方税関係情報であって第百七十四条で定めるも
の

市町村長

173 都道府県知事

「特定疾患治療研究事業について」（昭和四十八年
四月十七日付け衛発第二百四十二号厚生省公衆
衛生局長通知）の特定疾患治療研究事業実施要綱
に基づく特定疾患治療研究事業の実施に関する事
務であって第百七十五条で定めるもの

地方税関係情報であって第百七十五条で定めるも
の

市町村長

29



項番 移転先の用途 移転先（部） 移転先（課）

13
児童福祉法による小児慢性特定疾病医療費の支給に関する事務であって主
務省令で定めるもの

健康医療部 健康づくり推進課

15

児童福祉法による障害児通所給付費、特例障害児通所給付費、高額障害児
通所給付費、障害児相談支援給付費若しくは特例障害児相談支援給付費の
支給又は障害福祉サービスの提供に関する事務であって主務省令で定める
もの

福祉推進部 障がい福祉課

20
児童福祉法による負担能力の認定又は費用の徴収に関する事務であって主
務省令で定めるもの

福祉推進部
こども家庭部
健康医療部

障がい福祉課
子育て支援課
保健予防課

28
予防接種法による給付の支給又は実費の徴収に関する事務であって主務省
令で定めるもの

健康医療部 保健予防課

48

地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例又は
森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成三十一年法律第三号）
による地方税又は森林環境税の賦課徴収に関する事務であって主務省令で
定めるもの

理財部
市民税課
資産税課

53
公営住宅法による公営住宅の管理に関する事務であって主務省令で定める
もの

開発建築部 住宅課

69
国民健康保険法による保険給付の支給又は保険料の徴収に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

福祉推進部
健康保険課
保険給付・年金課

76
住宅地区改良法による改良住宅の管理若しくは家賃若しくは敷金の決定若し
くは変更又は収入超過者に対する措置に関する事務であって主務省令で定
めるもの

開発建築部 住宅課

81
児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する事務であって主務省令
で定めるもの

こども家庭部 子育て支援課

86 老人福祉法による福祉の措置に関する事務であって主務省令で定めるもの 福祉推進部 長寿福祉課

87 老人福祉法による費用の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの 福祉推進部 長寿福祉課

88
母子及び父子並びに寡婦福祉法による償還未済額の免除又は資金の貸付け
に関する事務であって主務省令で定めるもの

こども家庭部 子育て支援課

89
母子及び父子並びに寡婦福祉法による配偶者のない者で現に児童を扶養し
ているもの又は寡婦についての便宜の供与に関する事務であって主務省令で
定めるもの

こども家庭部 子育て支援課

90
母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金の支給に関する事務であって
主務省令で定めるもの

こども家庭部 子育て支援課

（別紙２）松山市個人番号の利用等に関する条例第３条第１項第３号、同条第３項に定める者（移転先）
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項番 移転先の用途 移転先（部） 移転先（課）

（別紙２）松山市個人番号の利用等に関する条例第３条第１項第３号、同条第３項に定める者（移転先）

91
特別児童扶養手当等の支給に関する法律による特別児童扶養手当の支給に
関する事務であって主務省令で定めるもの

福祉推進部 障がい福祉課

92
特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当若しくは特
別障害者手当又は昭和６０年法律第３４号附則第９７条第１項の福祉手当の
支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

福祉推進部 障がい福祉課

96 母子保健法による費用の徴収に関する事務であって主務省令で定めるもの 健康医療部 健康づくり推進課

106
児童手当法による児童手当又は特例給付の支給に関する事務であって主務
省令で定めるもの

総務部
こども家庭部

人事課
子育て支援課

124
特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律による賃貸住宅の管理に関す
る事務であって主務省令で定めるもの

開発建築部 住宅課

125
中国残留邦人等支援給付の支給に関する事務であって主務省令で定めるも
の

福祉推進部 生活福祉総務課

132
介護保険法による保険給付の支給、地域支援事業の実施又は保険料の徴収
に関する事務であって主務省令で定めるもの

福祉推進部 介護保険課

137
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による費用の負
担又は療養費の支給に関する事務であって主務省令で定めるもの

健康医療部 保健予防課

144
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による自立
支援給付の支給又は地域生活支援事業の実施に関する事務であって主務省
令で定めるもの

福祉推進部
健康医療部
健康医療部

障がい福祉課
健康づくり推進課
保健予防課

155
子ども・子育て支援法による子どものための教育・保育給付の支給又は地域
子ども・子育て支援事業の実施に関する事務であって主務省令で定めるもの

こども家庭部 保育・幼稚園課

独自利用 外国人の保護に関する事務 福祉推進部 生活福祉総務課

独自利用 ひとり親家庭医療費助成事務 こども家庭部 子育て支援課

独自利用 奨学資金貸付事務 教育委員会事務局 学校教育課

独自利用 一時預かり事業 こども家庭部 保育・幼稚園課

独自利用 病児・病後児保育事業 こども家庭部 保育・幼稚園課
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 必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

・松山市民の個人番号、基本5情報、その他の住民票関係情報の入手方法は、住基DB経由で予め定め
られたインタフェース仕様に基づき、取得する方法に限定されるため、必要な情報以外の情報を入手す
ることはない。
・市町村CSからの住基情報の入手は、個人住民税システムで管理している項目に関する情報の入手
に、運用上限定している。
・給与支払報告書、住民税申告書などの各種課税資料は、様式やデータレイアウトが定められているた
め、必要な情報以外を入手することはない。

（eLTAXからの入手分）
・審査システムは、利用者から法令等により定められた様式で受領することから、必要な情報以外を入手
することを防止している。
・国税連携システムは、国税庁から、法令等により定められた様式で送信されることから、必要な情報以
外を入手することを防止している。

（個人住民税申告ポータルにおける措置）
住民が個人住民税申告ポータルの画面の誘導に従い申請フォームに必要情報を入力することとなる
が、画面での誘導を簡潔に行うことで不要な情報を送信してしまうリスクを防止する。

 その他の措置の内容 　ー

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

Ⅲ　特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策 ※（７．リスク１⑨を除く。）

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

・松山市民の個人番号、基本5情報、その他の住民票関係情報の入手方法は、住基DB経由で取得する
方法に限定されるため、対象者以外の情報を入手することはない。
・市区町村CSからの住基情報の入手は、事前に税務システムに登録されている住民に関する情報の入
手に、運用上限定している。

（eLTAXからの入手分）
・審査システムでは、申告等の手続きを行う者からしか情報を受け付けないようにシステムで制御してい
る。eLTAXを利用するためには、利用届出を提出し、利用者ＩＤと暗証番号を取得して、電子証明書を登
録する必要があることから、当該申告等の手続きを行う者のみの申告等の受付を行うこととなる。
・国税連携システムでは、地方税ポータルシステムを通じて国税庁としか繋がっておらず、国税庁から松
山市を送信先と設定した情報しか入手は行われない。
※　他市区町村に課税権があることが判明した場合は、速やかに他市町村に回送する。
・他市町村から松山市へ送信される情報には、提出先が松山市と記載されており、これにより、対象者以
外の情報が入手できないようシステムで制御している。

（マイナポータル申請管理における措置）
マニュアルやｗｅｂ上で、個人番号の提出が必要な者の要件を明示・周知し、本人以外の情報の入手を
防止する。

 １．特定個人情報ファイル名

個人住民税情報ファイル

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]
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 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 入手の際の本人確認の措置
の内容

住民又は個人事業主（その者の代理人含む。）からの申告等情報は、マイナンバーカード又は通知カー
ド、運転免許証などの顔写真付き証明書類などの提示（郵送申告の場合は、それら本人確認書類の写し
の添付。代理人の場合は委任状等）で本人確認を行う。

（eLTAXからの入手分）
・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行規則（平成２６年内閣
府令・総務省令第３号。以下「番号法施行規則」という。）第３条（電子情報処理組織を使用して個人番号
の提供を受ける場合の本人確認の措置）第２号ハに掲げる、署名用電子証明書及び当該電子証明書に
より確認される電子署名が行われた当該提供に係る情報の送信を受けることで確認する。
・旧一般社団法人地方税電子化協議会からの通知（平成２９年１２月１４日付け、地電協第６２４号）に基
づき、平成３０年以降に提出される申告書等は、原則、番号法施行規則第２条第１項第５号に基づき、保
有している特定個人情報ファイルで番号確認を行うか、番号法施行規則第３条第２号ロに基づき、当該
番号確認書類で番号確認を行う。

（個人住民税申告ポータルにおける措置）
・住民が個人住民税申告ポータルからマイナポータル申請管理へ個人番号付電子申請データを送信す
るためには、個人番号カードの署名用電子証明書による電子署名を付すこととなり、電子署名付与済の
個人番号付電子申請データを受領した地方公共団体は署名検証（有効性確認、改ざん検知等）を実施
することとなる。これにより、本人確認を実施する。

 個人番号の真正性確認の措
置の内容

住民又は個人事業主（その者の代理人含む。）からの申告等情報は、マイナンバーカード又は通知カー
ド、マイナンバーの記載のある住民票の写しなどの提示（郵送申告の場合は、添付されたそれらの写
し）、住基DB等との照合により個人番号の真正性確認を行っている。

（eLTAXからの入手分）
旧一般社団法人地方税電子化協議会からの通知（平成２９年１２月１４日付け、地電協第６２４号）に基
づき、平成３０年以降に提出される申告書等は、原則、番号法施行規則第２条第１項第５号に基づき、保
有している特定個人情報ファイル、又は番号法施行規則第３条第２号ロに基づき、当該番号確認書類に
より個人番号の真正性確認を行っている。

 リスク２：　不適切な方法で入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・松山市民の個人番号、基本5情報、その他の住民票関係情報の入手については、ガバメントクラウド上
での通信に限定することで、安全を担保している。
・市町村CSは生体認証による認証を行っているため、市町村CSで確認した情報を税務システムに登録
できる職員等は限定されている。
・端末にアクセスするためのパスワードとシステムにログインするための生体認証（顔認証）を行ってお
り、特定の職員や作業従事者のみ照会できるようにしている。
・アクセスした際には、処理事由によってアクセスログに残された内容から処理目的を認識できる。

（eLTAXからの入手分）
・eLTAXホームページ上等で、eLTAXは地方税に関する各種手続きを行うためのシステムであることを明
確にしている。また、上記のとおり、利用者ＩＤ及び暗証番号がシステムに登録されている利用者しか
eLTAXを利用することができない。これらによって利用者に、eLTAXで受付けた情報が、地方税事務のた
めに使用されることを明示している。なお、地方税ポータルセンタ（eLTAX）からＬＧＷＡＮを介し、審査
サーバーでデータを入手する。
・国税連携データ受信サーバーには、決められた必要な情報しか提供を受け付けないようにシステムで
制御している。

（個人住民税申告ポータルにおける措置）
・住民が個人住民税申告ポータルから個人番号付電子申請データを送信するためには、個人番号カード
の署名用電子証明書による電子署名を付すこととなり、のちに署名検証も行われるため、本人からの情
報のみが送信される。
・個人住民税申告ポータルの画面の誘導において住民に理解してもらいながら操作をしていただくこと
で、住民に過剰な負担をかけることなく電子申請を実施いただけるよう措置を講じている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]
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 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

・松山市民の個人番号、基本5情報、その他の住民票関係情報の入手は、ガバメントクラウド上での通信
に限定することで、情報漏えい、紛失等を防止している。
・市町村CSで確認した住基情報を個人住民税システムに登録する際には、市町村CSでの確認結果を記
載した紙、電子媒体を、個人住民税システムへの入力完了後に、すぐに消去、廃棄を行うことで漏えいを
防止している。

（eLTAXからの入手分）
・特定個人情報の入手元である利用者からの入手は、利用者から地方税ポータルセンタ（eLTAX）までは
インターネット回線、地方税ポータルセンタ（eLTAX）からはＬＧＷＡＮを通じて、審査システムを利用して
入手している。
また、特定個人情報の入手元である年金保険者からの入手は、年金保険者から地方税ポータルセンタ
（eLTAX）まではＤＶＤ、地方税ポータルセンタ（eLTAX）からはＬＧＷＡＮを通じて、審査システムを利用し
て入手している。
・特定個人情報の入手元である国税庁からの入手は、国税庁から地方税ポータルセンタ（eLTAX）までは
専用線、地方税ポータルセンタ（eLTAX）からはＬＧＷＡＮを通じて、国税連携システムを利用して入手し
ている。
・特定個人情報の入手元である他自治体からの入手は、地方税ポータルセンタ（eLTAX)とLGWANを介
し、国税連携システムを利用して入手している。

（マイナポータル申請管理における措置）
・マイナポータル申請管理と地方公共団体との間は、LGWAN回線を用いた暗号化通信を行うことで、外
部からの盗聴、漏えい等が起こらないようにしており、さらに通信自体も暗号化している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

　－

 その他の措置の内容 　ー

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

・上記の通り、入手の各段階で、本人確認とともに、特定個人情報の正確性を確保している。
・職員が収集した情報に基づいて、適宜、職権で修正することで、正確性を確保している

（eLTAXからの入手分）
・地方税法に基づいて松山市に提出する申告書、法定調書等については、提出されたものをそのまま原
本として保管する必要がある。
・税務基幹システムでは、これらの申告書、法定調書等情報や納税の実績等を入力することにより、地
方税債権などを一元的に管理するとともに、これらを分析して税務調査に活用しているところである。
・なお、納税者の申告内容を帳簿等で確認し、申告内容に誤りがあれば是正を求めるなどの対応を行っ
ている。
・国税連携システムで入手する所得税申告書等については、国税庁が申告内容に誤りがあれば是正を
求めるなどの対応をし、修正された情報が国税庁から送信されてくる。

（個人住民税申告ポータルにおける措置）
・個人番号カード内の記憶領域に格納された個人番号を申請フォームに自動転記を行うことにより、不正
確な個人番号の入力を抑止する措置を講じている。
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 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 具体的な管理方法

・権限表を作成している。
・大規模な組織変更、人事異動があるときは、イベント処理としての事前検証を行う。
・操作者の所属や担当業務に応じたアクセス権限が付与されるよう管理する。
・不正アクセスを分析するために、住民基本台帳システム等の操作履歴の記録を取得し、保管する。
<マイナポータル申請管理における措置>
定期的にユーザーID一覧をシステムより出力し、アクセス権限の管理表と突合を行い、アクセス権限の
確認及び不正利用の有無をユーザーID管理者が確認を行う。また、不要となったユーザーIDやアクセス
権限を速やかに変更又は削除する。

 具体的な管理方法

・発行管理：人事異動及び権限変更等があった場合には、書面にて決裁しシステムに反映させている。
・失効管理：人事システムからのデータ提供を受け適宜更新している。
・退職した元職員や異動した職員等のアクセス権限の失効管理を適切に行う。
・アクセス権限を失効させたことについて、管理簿に記録を残す。

<マイナポータル申請管理における措置>
・アクセス権限が必要となった場合、ユーザID管理者が事務に必要となる情報にアクセスできるユーザID
を発効する。
・ユーザID管理者が各事務に必要となるアクセス権限の管理表を作成する。
・アクセス権限の付与を必要最低限とする。
・定期的又は異動、 退職等のイベントが発生したタイミングで、権限を有していた職員の異動、退職等情
報を確認し、当該事由が生じた際には速やかにアクセス権限を更新し、当該ユーザIDを失効させる。

 アクセス権限の管理 [ 行っている

 具体的な管理方法

・端末にアクセスするためのパスワードとシステムにログインするための生体認証（顔認証）を行ってお
り、特定の職員や作業従事者のみ照会できるようにしている。
・利用範囲の認可機能により、その使用者がシステム上で利用可能な機能を制限することで、不適切な
方法による情報の入手が行えない対策を実施している。また、認証後は利用範囲の認可機能により、そ
の使用者がシステム上で利用可能となる。
・ログインするためのパスワードを定期的に変更している。

<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理を端末上で利用する必要がある職員を特定し、個人ごとのユーザIDを割り当
てるとともに、IDとパスワードによる認証を行う。
・なりすましによる不正を防止する観点から共用IDの利用を禁止する。

 アクセス権限の発効・失効の
管理

[ 行っている ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない]

]

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている

 宛名システム等における措置
の内容

・個人番号と紐付けて取得する情報は、特定個人情報として定義した住基情報にシステムの機能として
限定している為、業務上必要な情報以外と紐付けすることはない。

 事務で使用するその他のシス
テムにおける措置の内容

・個人番号と紐付けて管理する情報は、特定個人情報として定義した「Ⅱ ファイルの概要」の④記録され
る項目部分で明示した業務上必要な情報にシステムの機能として限定している為、業務上必要な情報
以外と紐付けすることはない。

 その他の措置の内容 　ー

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

1） 行っている 2） 行っていない
＜選択肢＞

]
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 リスクに対する措置の内容

・管理権限を与えられていない者は、情報の複製はできない仕組みとする。
また、バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先等に対し指導する。
・違反行為を行った場合は、法令の罰則規定により措置を講じる。

<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理から取得した個人番号付電子申請データ等のデータについて、改ざんや業務
目的以外の複製を禁止するルールを定め、ルールに従って業務を行う。
・アクセス権限を付与された最小限の職員等だけが、個人番号付電子申請等のデータについて、端末へ
の保存や外部記憶媒体への書き出し等ができるようシステム的に制御する。
・外部記憶媒体にマイナポータル申請管理から取得した個人番号付電子申請データ等のデータを複製
する場合、使用管理簿に記載し、事前に責任者の承認を得たうえで複製する。なお、外部記憶媒体は限
定されたＵＳＢメモリ等のみを使用する。
・外部記憶媒体内のデータは暗号化する。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 リスク４：　特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

・一定時間の無操作でスクリーンセーバー又は自動ログオフ機能を利用して、長時間にわたり特定個人情報を表示させない。
・特定個人情報が表示された画面のハードコピーの取得は、事務処理に必要となる範囲にとどめる。
・大量のデータ出力に際しては、事前に管理責任者の承認を得る。

 リスクに対する措置の内容

・アクセスログを取得するとともに、定期的にログを解析できる仕組み及び不正利用された場合にログを
追跡できる仕組みを整備する。
・システムの操作履歴（操作ログ）を記録する。
・アクセスログ管理を行っていることを周知し、定期的に事務外で使用することに対する注意、指導を行っ
ている。
・職員以外の従業者（委託先等）には、当該事項についての誓約書の提出を求める。
・違反行為を行った場合は、法令の罰則規定により措置を講じる。

<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理へアクセスできる端末を制限する。
・外部記憶媒体にマイナポータル申請管理から取得した個人番号付電子申請データ等のデータを複製
する場合、使用管理簿に記載し、事前に責任者の承認を得たうえで複製する。なお、外部記憶媒体は限
定された USB メモリ等のみを使用する。
・外部記憶媒体内のデータは暗号化する。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 その他の措置の内容 　ー

 リスクへの対策は十分か [ 十分である 2） 十分である1） 特に力を入れている
3） 課題が残されている

＜選択肢＞]

 リスク３：　従業者が事務外で使用するリスク

 特定個人情報の使用の記録

 具体的な方法

・特定個人情報を扱うシステムの操作履歴（アクセスログ・操作ログ）を記録する。
・記録項目：処理日時、職員情報、部署情報、端末情報、処理事由、宛名番号及び５情報（氏名、氏名の
振り仮名、性別、生年月日、住所）
・ログの記録は５年間保存している。
・不正な操作が無いことについて、操作履歴により適時確認する。
・操作履歴の確認により特定個人情報の検索に関して不正な操作の疑いがある場合は、申請文書等と
の整合性を確認する。

記録を残している[ 2) 記録を残していない1） 記録を残している
＜選択肢＞]
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 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・保管期間の過ぎた特定個人情報を、システムで自動判別し消去する。
・特定個人情報と同様に、保管期間の過ぎたバックアップを、システムで自動判別し消去する。

また、委託契約の報告条項に基づき、定期的に特定個人情報の取扱いについて書面にて報告させ、必
要があれば松山市職員が現地調査することも可能とする。

1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞]

 委託先から他者への
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

委託先から他者への特定個人情報の提供は一切認めないことを契約書上明記する。
また、委託契約の報告条項に基づき、定期的に特定個人情報の取扱いについて書面にて報告させ、必
要があれば松山市職員が現地調査することも可能とする。

 委託元と委託先間の
提供に関するルールの
内容及びルール遵守
の確認方法

・日常運用のチェック

委託先に特定個人情報を提供する際は、日付及び件数を記録した受渡しの確認印を押印させ、松山市
職員がこれを確認する。

 特定個人情報の消去ルール [ 定めている

 具体的な制限方法
・委託業者に対し、個人情報保護及び守秘義務に関する誓約書を提出させている。
・誓約書の提出があった者に対してのみセキュリティ区画への入室許可及びシステム操作の権限を与え
ている。

 特定個人情報ファイルの取扱
いの記録

[ 記録を残している

]
1） 定めている 2） 定めていない

＜選択肢＞

2） 記録を残していない1） 記録を残している
＜選択肢＞]

 具体的な方法

・作業端末へのログイン記録やシステム保守の作業記録を５年間保存する。
・契約書等に基づき、委託業務が実施されていることを適時確認するとともに、その記録を保存する。
・委託業者から適時セキュリティ対策の実施状況の報告を受けるとともに、その記録を保存する。

 特定個人情報の提供ルール [ 定めている

 委託先による特定個人情報の不正入手・不正な使用に関するリスク
 委託先による特定個人情報の不正な提供に関するリスク
 委託先による特定個人情報の保管・消去に関するリスク
 委託契約終了後の不正な使用等のリスク
 再委託に関するリスク

 情報保護管理体制の確認

 特定個人情報ファイルの閲覧
者・更新者の制限

] 委託しない

[ 制限している

・一般財団法人日本情報経済社会推進協会によりプライバシーマークの使用を認められた委託先に限
り、その社会的信用と能力を確認した上で、委託業者を選定するとともにその記録を残す。
・特定個人情報保護に関する規定や体制の整備、人的安全管理措置、技術的安全管理措置の３つにつ
いて確認する。
・委託業者が基準を引き続き満たしていることを適時確認するとともに、その記録を残す。

＜審査システム及び国税連携システム（eLTAX）の運営に関する業務>
・地方税共同機構が、認定委託先事業者の認定等に関する要綱に基づき認定した事業者に委託してい
る。当該事業者は、「電気通信回線その他の電気通信設備に関する技術基準及び情報通信の技術の利
用における安全性及び信頼性を確保するために必要な事項に関する基準」（平成２５年総務省告示第２
０６号）の各規定に適合した情報セキュリティが確保されると認められているとともに、ＩＳＭＳ認証を取得
している。また、地方税共同機構による情報セキュリティ監査が実施されており、監査結果の報告を受け
ている。

[ ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

2） 制限していない1） 制限している
＜選択肢＞]
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 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

ー

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

＜選択肢＞]

 具体的な方法
・庁外での特定個人情報ファイルを用いた作業は認めていない。
・データの外部への持ち出しについては特定個人情報を含まないことを職員が必ず確認し、それを記録
している。

 その他の措置の内容 　－

 規定の内容

・目的外利用を禁止する。
・特定個人情報の閲覧者・更新者を制限する。
・特定個人情報の提供を限定する。
・情報流出を防ぐための保管管理に責任を負う。
・特定個人情報の提供先を限定する。
・情報が不要となったとき又は要請があったときに情報の返還又は消去などの必要な措置を講じる。
・必要に応じて、当市が委託先の視察・監査を行うことができる。
・再委託を原則として禁止する。

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
確保

[ 十分に行っている

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

定めている[

3） 十分に行っていない
1） 特に力を入れて行っている] 4） 再委託していない

2） 十分に行っている
＜選択肢＞

] 1） 定めている 2） 定めていない
＜選択肢＞
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 具体的な方法

・移転は庁内ネットワークや庁内システム間連携時のログ、アクセスログ、収受両システムのタイムスタン
プにより確認できる。また、一部の独自利用については対象者を限定し、その対象者の情報のみを紙
ベースで提供する。
・審査システムにおける厚生労働大臣等及び企業等の給与支払者又は地方税共同機構との間の連携
は、番号法第１９条第１号に基づき、特定個人情報（特別徴収税額通知等）の提供を行う。
なお、厚生労働大臣等及び企業等の給与支払者との間の連携は、本市と厚生労働大臣等とはＬＧＷＡＮ
とDVD、企業等の給与支払者とはＬＧＷＡＮとインターネット回線、地方税共同機構とはLGWANを用い、
暗号化した上で、決められた情報のみを提供するようにシステムで制御している。
・地方税共同機構との連携では、審査システム（eLTAX)を利用して地方税ポータルセンタ（eLTAX)へ提
供する特定個人情報については、送信処理の際に、提供した情報のファイル名、送信処理の日時及び
結果等が審査システム（eLTAX)に記録される。
・国税連携システムの国税庁及び他市町村との間の連携は、番号法第１９条第９号に基づき、特定個人
情報（扶養是正情報等）の提供を行う。
その際には、番号法第１９条第９号、番号法施行令第２２条等の規定に基づき、特定個人情報の提供を
受ける者の名称、特定個人情報の提供の日時及び提供する特定個人情報の項目を記録して、７年間保
存するなどの措置をとる。
なお、国税庁及び他市町村との間の連携は、松山市と国税庁及び他市町村とは、ＬＧＷＡＮ及び専用線
を用い、暗号化した上で、決められた情報のみを提供するようにシステムで制御している。

] 提供・移転しない

記録を残している[

[

 リスク１：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
の記録

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）

1） 記録を残している 2） 記録を残していない
＜選択肢＞]

 リスク２：　不適切な方法で提供・移転が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・情報照会、情報提供の記録が逐一保存される仕組みが確立した連携サーバーを通してやり取りするこ
とで、不適切な方法で特定個人情報がやり取りされることを防止している。
・審査システム及び国税連携システムで提供する電子データについては、番号法施行規則第２０条第３
号の規定に基づく、安全性及び信頼性を確保するために必要な基準として、内閣総理大臣が定める基
準に従って行うこととする。
なお、審査システムの厚生労働大臣等及び企業等の給与支払者又は地方税共同機構との間の連携
は、松山市と厚生労働大臣等とはＬＧＷＡＮとDVD、企業等の給与支払者とはＬＧＷＡＮとインターネット
回線、地方税共同機構とはLGWANを用い、暗号化した上で、決められた情報のみを提供するようにシス
テムで制御している。
また、国税連携システムの、国税庁及び他市町村との間の連携は、松山市と国税庁及び他市町村とは、
ＬＧＷＡＮ及び専用線を用い、暗号化した上で、決められた情報のみを提供するようにシステムで制御し
ている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

 その他の措置の内容
「サーバー室等への入室権限」及び「本特定個人情報ファイルを扱うシステムへのアクセス権限」を有す
る者を厳格に管理し、情報の持ち出しを制限する。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 特定個人情報の提供・移転に
関するルール

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・特定個人情報の提供・移転について、番号法等関係法令で定められた事項についてのみ行う。
・管理者が指定したＩＤでのみアクセス権限を与えるシステムとなっている。
・審査システム及び国税連携システムで提供する特定個人情報が漏えいした場合は、その旨及びその
理由を遅滞なく特定個人情報保護委員会に報告するために必要な体制を整備するとともに、提供を受け
る者が同様の体制を整備していることを確認する。
・審査システム及び国税連携システムで情報連携を行う場合、電子データは、番号法施行規則第２０条
第３号の規定に基づく、安全性及び信頼性を確保するために必要な基準として、内閣総理大臣が定める
基準に従って行う。

定めている[ ]

1） 定めている 2） 定めていない

＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞
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 リスク２：　安全が保たれない方法によって入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウエアの措置＞
①中間サーバーは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供
ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみ実施できるよう設計されるため、安全性が担
保されている。
＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持し
た行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはⅤＰＮ等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、
通信を暗号化することで安全性を確保している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①情報照会機能で情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際は、情報提供許可証の発行と照
会内容の照会許可用照合リストとの照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情報提供ネットワーク
システムから情報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。つまり、番号法上認めら
れた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており目的外提供やセキュリティリスクに対応してい
る。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証のほかに、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う機
能。
（※２）番号法別表第2及び第19条第15号に基づき事務手続きごとに情報照会者、情報提供者、照会・提
供可能な特定個人情報をリスト化したもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人
情報へのアクセス制御を行う機能。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対す
る措置

] 接続しない（提供）[] 接続しない（入手）[ ６．情報提供ネットワークシステムとの接続

1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

3） 課題が残されている

ー

 リスク３：　誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

・連携サーバーでは本業務で保有する情報を全て連携することはできず、番号法の規定に基づき認めら
れる情報のみしか提供・移転ができない仕組みとされている。
・移転に関する連携システムでの十分な検証を行う。
・審査システム及び国税連携システムで提供する電子データについては、番号法施行規則第２０条第３
号の規定に基づく、安全性及び信頼性を確保するために必要な基準として、内閣総理大臣が定める基
準に従って行うこととする。
なお、審査システムで厚生労働大臣等及び企業等の給与支払者との間の連携は、松山市と厚生労働大
臣等とはＬＧＷＡＮ、企業等の給与支払者とはＬＧＷＡＮとインターネット回線を用い、暗号化した上で、決
められた情報のみを提供するようにシステムで担保している。
また、国税連携システムでの国税庁及び他市町村との間の連携は、本市と国税庁及び他市町村とは、Ｌ
ＧＷＡＮ及び専用線を用い、暗号化した上で、決められた情報のみを提供するようにシステムで担保して
いる。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞
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3） 課題が残されている

 リスク４：　入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウエアの措置＞
①中間サーバーは情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の入手のみを実施するた
め、漏えい・紛失のリスクに対応している（※）。
②既存システムからの接続に対し認証を行い、許可されていないシステムからのアクセスを防止する仕
組みを設けている。
③情報照会が完了又は中断した情報照会結果は、一定期間経過後に当該結果を情報照会機能におい
て自動で削除することにより特定個人情報が漏えい・紛失するリスクを軽減している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証のほかに、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）中間サーバーは、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報を送信する際、送信する
特定個人情報の暗号化を行っており、照会者の中間サーバーでしか復号できない仕組みになっている。
そのため、情報提供ネットワークシステムでは復号されないものとなっている。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持し
た行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより漏洩・紛失のリスクに対応して
いる。
②中間サーバーと団体についてはⅤＰＮ（バーチャルプライベートネットワーク）等の技術を利用し、団体
ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで漏洩・紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー･プラットフォーム事業者の業務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、監視・障害
対応等、クラウドサービス事業者の業務は、クラウドサービスの提供であり、業務上、特定個人情報へは
アクセスすることはない。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] 1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

]

3） 課題が残されている

 リスク５：　不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜個人住民税システムの運用の措置＞
・連携サーバーでは本業務で保有する情報を全て連携することは行わず、番号法の規定に基づき認めら
れる情報のみしか照会できないような仕組みとしている。

＜中間サーバー・ソフトウェアの措置＞
①情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシステムの照会許可用照合リストを情報提供ネット
ワークシステムから入手し、中間サーバーにも格納して、情報提供機能により、照会許可用照合リストに
基づき情報連携が認められた特定個人情報の提供の要求であるかチェックを実施している。
②情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供ネットワーク
システムから情報提供許可証と情報照会者へたどり着くための経路情報を受領し、照会内容に対応した
情報を自動で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
③特に慎重な対応が求められる情報は自動応答を行わないように自動応答不可フラグを設定し、特定
個人情報の提供を行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、センシティブな特定個人情報
が不正に提供されるリスクに対応している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証のほかに、ログイン・ログアウト
を実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。

（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の要求の受領及び情報提供を行う
機能

＜中間サーバーの運用の措置＞
・情報提供ネットワークシステムを利用する場合は、どの職員が、どの特定個人情報をいつ利用したかが
全て記録される。番号法及び条例上認められる提供以外受け付けないようにしており、システム上提供
が認められなかった場合についても記録を残し、提供記録は７年分保管する。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である 1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 リスク３：　入手した特定個人情報が不正確であるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜中間サーバー・ソフトウエアの措置＞
中間サーバーは、特定個人情報保護委員会との協議を経て、総務大臣が設置・管理する情報提供ネット
ワークシステムを使用して、情報提供用個人識別符号により紐づけられた照会対象者に係る特定個人
情報を入手するため、正確な照会対象者の特定個人情報を入手することが担保されている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]
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]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 リスク７：　誤った情報を提供してしまうリスク、誤った相手に提供してしまうリスク

 リスクに対する措置の内容

＜個人住民税システムの運用の措置＞
・連携サーバーでは本業務で保有する情報を全て連携することは行わず、番号法の規定に基づき認めら
れる情報のみしか照会できないような仕組みとしている。

＜中間サーバー・ソフトウェアの措置＞
①情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供許可証と情
報照会者への経路情報を受領した上で、情報照会内容に対応した情報提供をすることで、誤った相手に
特定個人情報が提供されるリスクに対応している。
②情報提供データベース管理機能（※）により、「情報提供データベースへのインポートデータ」の形式
チェックと、接続端末の画面表示等により情報提供データベースの内容を確認できる手段を準備すること
で、誤った特定個人情報を提供してしまうリスクに対応している。
③情報提供データベース管理機能では、情報提供データベースの副本データを既存業務システムの原
本と照合するためのエクスポートデータを出力する機能を有している。

（※）特定個人情報を副本として保存・管理する機能

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 リスク６：　不適切な方法で提供されるリスク

 リスクに対する措置の内容

＜個人住民税システムの運用の措置＞
・インターネットに接続されている情報系のシステムとは切り離されているため、外部からの不正アクセス
はできない仕組みとなっている。

＜中間サーバー・ソフトウェアの措置＞
①セキュリティ管理機能（※）により、情報提供ネットワークシステムに送信する情報は、情報照会者から
受領した暗号化鍵で暗号化を適切に実施した上で提供を行う仕組みになっている。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンラ
イン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）暗号化・復号機能と、鍵情報及び照会許可用照合リストを管理する機能

＜中間サーバー･プラットフォームの措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持し
た行政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用することにより、不適切な方法で提供される
リスクに対応している。
②中間サーバーと団体はVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号
化することで流出･紛失のリスクに対応している。
③中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者及びクラウドサービス事業者は、特定個人
情報の業務にはアクセスができないよう管理を行い、不適切な方法での情報提供を行えないよう管理し
ている。

＜中間サーバーの運用の措置＞
・情報照会、情報提供の記録が保存される連携サーバーを通してやり取りすることで、不適切な方法で
特定個人情報が流出・紛失することを防止する。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

＜選択肢＞

2） 十分である
＜選択肢＞]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている
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＜選択肢＞
1） 特に力を入れて遵守している 2） 十分に遵守している ①NISC政府機関統一基準群

]

＜選択肢＞

1） 特に力を入れて整備している 2） 十分に整備している
＜選択肢＞

3） 十分に整備していない

3） 十分に周知していない

 ⑤物理的対策

 具体的な対策の内容

＜松山市の措置＞
・セキュリティ区画内にサーバー室を設置し、監視カメラ、静脈認証による入退室管理をおこなっている。
・データの不正持込・持出禁止を規定している。
・サーバー室とデータ、プログラム等を含んだ記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する保管室は、
サーバー室同様のセキュリティ区画であり施錠管理をしている。
・入退室管理を徹底するため出入口の場所を限定する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラ
ウドサービスから調達することとしており、システムのサーバー等は、クラウド事業者が保有・管理する環
境に構築し、その環境には認可された者だけがアクセスできるよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に持出しできないこととしている。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録
されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド
サービス事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。

<マイナポータル申請管理における措置>
・端末については、セキュリティワイヤー等による固定、操作場所への入退室管理などの物理的対策を
講じている。
・外部記憶媒体については、限定された USBメモリ等以外の利用不可、施錠できるキャビネット等への保
管、使用管理簿による管理、などの安全管理措置を講じている。

 ③安全管理規程

 ④安全管理体制・規程の職
員への周知

十分に行っている

[

[

[

]

]十分に周知している

十分に整備している

3） 十分に行っていない
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞

2） 十分に周知している1） 特に力を入れて周知している
＜選択肢＞

2） 十分に整備している1） 特に力を入れて整備している

 ②安全管理体制

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスク１：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

[

[

]

]

政府機関ではない

十分に整備している

4） 政府機関ではない3） 十分に遵守していない

3） 十分に整備していない

＜中間サーバー・ソフトウェアの措置＞
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容
の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
②情報連携でのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対応してい
る。

＜中間サーバー･プラットフォームの措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を
確保している。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）してお
り、中間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者及びクラウドサー
ビス事業者の情報流出等のリスクを極小化する。
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]

] 1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞

 ⑦バックアップ

 ⑧事故発生時手順の策定・
周知 3） 十分に行っていない

1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
＜選択肢＞]

3） 十分に行っていない

 ⑥技術的対策

 具体的な対策の内容

＜松山市の措置＞
・ウイルス対策ソフトの導入
・不正プログラム対策：コンピュータウイルス監視ソフトを使用し、サーバー・端末双方でウイルスチェック
を実施する。また、新種の不正プログラムに対応するために、ウイルスパターンファイルは定期的に更新
し、可能な限り最新のものを使用する。
本人確認情報の管理について定めた規程に基づき、コンピュータウイルス等の有害なソフトウェアへの
対策を行う場合の手順等を整備する。
また、同規程に基づき、オペレーション管理の手順等を整備し、当該手順等に従って情報セキュリティ
ホールに関連する情報（コンピュータウイルス等の有害なソフトウェアに関連する情報を含む。）を定期的
（コンピュータウイルス関連情報は毎日、その他の情報は少なくとも半年に一度）に入手し、機器の情報
セキュリティに関する設定の内容が適切であるかどうかを確認する。
・不正アクセス対策：本人確認情報の管理について定めた規程に基づき、ネットワーク管理に係る手順等
を整備し、ファイアウォールを導入する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用に関する基準
【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)
又はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」をい
う。以下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージドサービスにより、ネットワークアクティビティ、
データアクセスパターン、アカウント動作等について継続的にモニタリングを行うとともに、ログ管理を行
う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24
時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメントクラウド運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド運用管理補助者の運用保守地点からガバメントクラウド
への接続については、閉域ネットワークで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国及びクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。

＜中間サーバー･プラットフォームの措置＞
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コンピュータウイルスやハッキングなどの脅威からネット
ワークを効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及び侵入防止を行う
とともに、ログの解析を行う。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
④中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録
されたクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設置し、インターネットとは切り離された閉域ネッ
トワーク環境に構築する。
⑤中間サーバーのデータベースに保存される特定個人情報は、中間サーバー・プラットフォームの事業
者及びクラウドサービス事業者がアクセスできないよう制御を講じる。
⑥中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通
信を暗号化することで安全性を確保している。
⑦中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、中間サーバー・プラットフォームの事業者において、移
行するデータを暗号化した上で、インターネットを経由しない専用回線を使用し、VPN等の技術を利用し
て通信を暗号化することでデータ移行を行う。

<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理と地方公共団体との間は、専用線であるLGWAN回線を用いた通信を行うこと
で、外部からの盗聴、漏えい等が起こらないようにしており、さらに通信自体も暗号化している。

十分に行っている

十分に行っている

十分に行っている

[

[

[

3） 十分に行っていない
2） 十分に行っている1） 特に力を入れて行っている

＜選択肢＞
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 手順の内容

保存期間を経過した個人住民税情報ファイルを消去する仕組みとする。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準拠したプ
ロセスに従って確実にデータを消去する。

<マイナポータル申請管理における措置>
・端末については、業務終了後の不要な個人番号付電子申請データ等の消去について徹底し、必要に
応じて管理者が確認する。
・外部記憶媒体については、定期的に内部のチェックを行い不要なデータの確認を行い、廃棄する場合
は管理者の承認を得て行う手順を定めている。

 リスク２：　特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク

 リスクに対する措置の内容

個人住民税システムに存在する賦課情報は、各種申告情報（国税連携システム・eLTAXシステム等）に
基づいて賦課修正を行い賦課情報を更新しているため、古い情報のまま保管され続けることはない。

<マイナポータル申請管理における措置>
・端末は、基本的には、個人番号付電子申請データの一時保管として使用するが、一時保管中に再申請
や申請情報の訂正が発生した場合には古い情報で審査等を行わないよう、履歴管理を行う。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

1） 定めている 2） 定めていない

3） 課題が残されている
2） 十分である1） 特に力を入れている

＜選択肢＞

＜選択肢＞]

]

 リスク３：　特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク

 消去手順 [ 定めている

　－

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 その他の措置の内容 　－

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ]

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

 その他の措置の内容 　－

 リスクへの対策は十分か [ 十分である

 ⑩死者の個人番号 [ 保管している

 具体的な保管方法
生存する個人の個人番号とともに、死亡による消除後、一定期間保管する。

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞]

1） 保管している 2） 保管していない
＜選択肢＞]

 ⑨過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし

 その内容 　－

 再発防止策の内容 　－

＜選択肢＞
1） 発生あり 2） 発生なし]
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 具体的なチェック方法

 具体的な内容

＜松山市の措置＞
年に１回、担当部署内において実施している自己点検に用いるチェック項目に、「評価書の記載内容通
りの運用がなされていること」について内容を追加し、運用状況を確認する。

＜中間サーバー･プラットフォームの措置＞
①運用規則等に基づき、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、定期
的に自己点検を実施することとしている。

＜松山市の措置＞
監査
・定期的に内部監査を実施し、監査結果を踏まえて体制や規程を改善する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウドについては政府情報システムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラウ
ドサービスから調達することとしており、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業者は定期的にISMAP監
査機関リストに登録された監査機関による監査を行うこととしている。

＜中間サーバー･プラットフォームの措置＞
①運用規則等に基づき、中間サーバー・プラットフォームについて、定期的に監査を行うこととしている。
②政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業者は、
定期的にISMAP監査機関リストに登録された監査機関による監査を行うこととしている。

 従業者に対する教育・啓発
＜選択肢＞

Ⅳ　その他のリスク対策 ※

 １．監査

 ①自己点検 十分に行っている[ ＜選択肢＞
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている
3) 十分に行っていない

]

 具体的な方法

3) 十分に行っていない
1) 特に力を入れて行っている 2) 十分に行っている

＜松山市の措置＞
・関係職員（非常勤職員、臨時職員等を含む。）に対して、必要な知識の習得に資するための研修を実
施している。
・委託業者に対しては、契約内容に個人情報保護に関する研修の実施を義務付け、秘密保持契約を締
結している。

＜中間サーバー･プラットフォームの措置＞
①中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、セキュリティ研修等を実施す
ることとしている。
②中間サーバー･プラットフォームの業務に就く場合は、運用規則等について研修を行うこととしている。

　＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いについては、当該業務データを保有する地方公共団体及びその業務データの取扱いにつ
いて委託を受けるASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーションの運用等に障害が発生する場合等の対応については、原則としてガバメントクラウドに起
因する事象の場合は、国はクラウド事業者と契約する立場から、その契約を履行させることで対応する。また、ガバメントクラウドに起因
しない事象の場合は、地方公共団体に業務アプリケーションサービスを提供するASP又はガバメントクラウド運用管理補助者が対応す
るものとする。
具体的な取扱いについて、疑義が生じる場合は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で協議を行う。

＜中間サーバー･プラットフォームの措置＞
①中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラウ
ドサービス事業者による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減及
び技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用・監視を実現する。

3) 十分に行っていない
2) 十分に行っている1) 特に力を入れて行っている

]十分に行っている[

 ２．従業者に対する教育・啓発

 ②監査

[ ]

＜選択肢＞

 ３．その他のリスク対策

十分に行っている



4) 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない（任意に全項目評価を実施）
3) 基礎項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
2) 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる（任意に全項目評価を実施）
1) 基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる
＜選択肢＞

 ４．個人情報保護委員会の承認　【行政機関等のみ】

 ①提出日

 ②個人情報保護委員会によ
る審査

 ③結果 ・「国が示す審査の観点に照らし、適合性及び妥当性ともに適切であると判断する」旨の答申を得た。

Ⅵ　評価実施手続

 ①方法

‐
 ③期間を短縮する特段の理
由

 ２．国民・住民等からの意見の聴取

 ②実施日・期間 令和6年11月8日～令和6年12月9日

松山市市民意見公募手続実施要綱に基づき、市民意見公募手続を行う。
市ホームページへ掲載、市民税課での閲覧又は配布、市民閲覧コーナー及び支所での閲覧により、意
見を受け付ける。

 １．基礎項目評価

 ①実施日 令和6年10月10日

 ②しきい値判断結果

基礎項目評価及び全項目評価の実施が義務付けられる[ ]

 ①実施日

 ②方法

 ④主な意見の内容

 ⑤評価書への反映

令和7年1月20日

・松山市文書法制審議会に対し、評価書の内容に関する諮問を行った。

 ３．第三者点検

なし（意見０件）

なし



 ②対応方法 電話による対応を受け付ける。

 ⑤法令による特別の手続

 ⑥個人情報ファイル簿への不
記載等

 ２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

 ①連絡先
松山市 理財部 市民税課
７９０－８５７１　愛媛県松山市二番町四丁目７番地２　℡（０８９－９４８－６２９０）

 個人情報ファイル名 市・県民税（個人）課税事務に関する個人情報ファイル

 公表場所 松山市ホームページ

 ④個人情報ファイル簿の公表 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1) 行っている 2) 行っていない

 特記事項

 ③手数料等

[ 有料 ] ＜選択肢＞
1) 有料 2) 無料

（手数料額、納付方法：
手数料額：写しの作成及び送付費用の実費相当額が必要
（作成費用の例：モノクロームＡ３サイズまで１面あたり１０円）

）

Ⅴ　開示請求、問合せ
 １．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 ①請求先
松山市総務部文書法制課
７９０－８５７１　愛媛県松山市二番町四丁目７番地２

 ②請求方法 個人情報の保護に関する法律に基づき、開示・訂正・利用停止請求を受け付ける。



令和7年7月25日

Ⅲ－７　リスク１　⑤技術的対
策
＜中間サーバー･プラット
フォームの措置＞

④中間サーバー・プラットフォームは、政府情報
システムのためのセキュリティ評価制度
（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業者
が保有・管理する環境に設置し、インターネット
とは切り離された閉域ネットワーク環境に構築
する。
⑤中間サーバーのデータベースに保存される
特定個人情報は、中間サーバー・プラットフォー
ムの事業者及びクラウドサービス事業者がアク
セスできないよう制御を講じる。
⑥中間サーバーと団体についてはVPN等の技
術を利用し、団体ごとに通信回線を分離すると
ともに、通信を暗号化することで安全性を確保
している。
⑦中間サーバー・プラットフォームの移行の際
は、中間サーバー・プラットフォームの事業者に
おいて、移行するデータを暗号化した上で、イン
ターネットを経由しない専用回線を使用し、VPN
等の技術を利用して通信を暗号化することで
データ移行を行う。

事前
自治体中間サーバーのクラウ
ド化に伴う追加

令和7年7月25日

Ⅲ－７　リスク１　⑤物理的対
策
＜中間サーバー・プラット
フォームの措置＞

①中間サーバー・プラットフォームをデータセン
ターに構築し、設置場所への入退室管理、有人
監視及び施錠管理をすることとしている。また、
設置場所はデータセンター内の専用の領域と
し、他テナントとの混在によるリスクを回避す
る。

①中間サーバー・プラットフォームは、政府情報
システムのためのセキュリティ評価制度
（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業者
が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセ
キュリティ対策はクラウドサービス事業者が実
施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ
管理策が適切に実施されているほか、次を満
たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ている。
・日本国内でデータを保管している。

事前
自治体中間サーバーのクラウ
ド化に伴う修正

令和7年7月25日

Ⅲ－６　情報提供ネットワーク
システムとの接続に伴うその
他のリスク及びそのリスクに
対する措置
＜中間サーバー･プラット
フォームの措置＞

④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが
行うことで、中間サーバー・プラットフォームの
保守・運用を行う事業者の情報流出等のリスク
を極小化する。

④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが
行うことで、中間サーバー・プラットフォームの
保守・運用を行う事業者及びクラウドサービス
事業者の情報流出等のリスクを極小化する。

事前
自治体中間サーバーのクラウ
ド化に伴う修正

令和7年7月25日

Ⅲ－６　リスク６　リスクに対す
る措置の内容
＜中間サーバー･プラット
フォームの措置＞

③中間サーバー・プラットフォームの保守・運用
を行う事業者は、特定個人情報の業務にはア
クセスができないよう管理を行い、不適切な方
法での情報提供を行えないよう管理している。

③中間サーバー・プラットフォームの保守・運用
を行う事業者及びクラウドサービス事業者は、
特定個人情報の業務にはアクセスができない
よう管理を行い、不適切な方法での情報提供を
行えないよう管理している。

事前
自治体中間サーバーのクラウ
ド化に伴う修正

令和7年7月25日

Ⅲ－６　リスク４　リスクに対す
る措置の内容
＜中間サーバー･プラット
フォームの措置＞

③中間サーバー・プラットフォームの保守・運営
を行う事業所は、特定個人情報に係る業務に
はアクセスできないよう管理を行い、不適切な
方法での情報提供を行えないよう管理してい
る。

③中間サーバー･プラットフォーム事業者の業
務は、中間サーバー・プラットフォームの運用、
監視・障害対応等、クラウドサービス事業者の
業務は、クラウドサービスの提供であり、業務
上、特定個人情報へはアクセスすることはな
い。

事前
自治体中間サーバーのクラウ
ド化に伴う修正

令和7年7月25日

Ⅱ－６－③消去方法
＜中間サーバー・プラット
フォームの措置＞

①特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施されるため、通常、中間サー
バー・プラットフォームの保守・運用を行う事業
者が特定個人情報を消去することはない。
②ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う
事業者が、保存された情報を読み出すことがで
きないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利
用して完全に消去する。

①特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施されるため、通常、中間サー
バー・プラットフォームの保守・運用を行う事業
者及びクラウドサービス事業者が特定個人情
報を消去することはない。
②クラウドサービス事業者が保有・管理する環
境において、障害やメンテナンス等によりディス
クやハード等を交換する際は、クラウドサービス
事業者において、政府情報システムのための
セキュリティ評価制度（ISMAP）に準拠したデー
タの暗号化消去及び物理的破壊を行う。さら
に、第三者の監査機関が定期的に発行するレ
ポートにより、クラウドサービス事業者におい
て、確実にデータの暗号化消去及び物理的破
壊が行われていることを確認する。
③中間サーバー・プラットフォームの移行の際
は、地方公共団体情報システム機構及び中間
サーバー・プラットフォームの事業者において、
保存された情報が読み出しできないよう、デー
タセンターに設置しているディスクやハード等を
物理的破壊により完全に消去する。

事前
自治体中間サーバーのクラウ
ド化に伴う修正

令和7年7月25日

Ⅱ－６－③保管場所
＜中間サーバー・プラット
フォームの措置＞

①中間サーバー･プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館
及びサーバー室への入室を厳重に管理する。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報
システムのためのセキュリティ評価制度
（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業者
が保有・管理する環境に設置し、設置場所のセ
キュリティ対策はクラウドサービス事業者が実
施する。なお、クラウドサービス事業者は、セ
キュリティ管理策が適切に実施されているほ
か、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ている。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報は、クラウドサービス事業者が
保有・管理する環境に構築する中間サーバー
のデータベース内に保存され、バックアップも
データベース上に保存される。

事前
自治体中間サーバーのクラウ
ド化に伴う修正

（別添３）変更箇所
変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和8年1月28日
Ⅱ-３-③
入手の時期・頻度

次の事項を追加
【マイナポータル申請管理より入手】
・個人住民税申告書　随時

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日
Ⅱ-３-②
入手方法

[〇]（住基ＣＳ、eLTAX）
[〇]（住基ＣＳ、eLTAX、マイナポータル申請管
理）

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う修正

令和8年1月28日
（別添２）特定個人情報ファイ
ル記録項目

別紙のとおり（項目の整理） 事後
標準準拠システムへの移行に
伴う修正

令和8年1月28日 （別添１）事務の内容

【図】
①住基情報の流れを修正
②申告情報（電子）（住民税申告書等）の流れを
追記
⑥住登外情報の流れを削除

事後
個人住民税申告の電子化及
び標準準拠システムへの移
行に伴う修正

令和8年1月28日 Ⅰ-２-システム８

①システムの名称
マイナポータル申請管理
②システムの機能
【地方公共団体向け機能】
住民が電子申請を行った際の申請データ取得
画面又は機能を地方公共団体に公開する機能

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日 Ⅰ-２-システム７

①システムの名称
個人住民税申告ポータル
②システムの機能
個人住民税について、オンラインで申告ができ
る機能
③他のシステムとの接続
[〇]その他（マイナポータル申請管理）

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日 Ⅰ-２-システム５
システム５
国税連携支援システム

削除し、システム６以降の項番を繰り上げ 事後
標準準拠システムへの移行に
伴う修正

令和8年1月28日
Ⅰ-２-システム３
①システムの名称

課税原票管理システム 申告支援システム 事後
標準準拠システムへの移行に
伴う修正

令和8年1月28日
Ⅰ-２-システム２
②システムの機能

②宛名情報等管理機能
　 団体内統合宛名システムで宛名情報（送付
先、住登外情報等を含む）を団体内統合宛名番
号及び個人番号と紐付けて保存し、管理する機
能

②宛名情報等管理機能
　 団体内統合宛名システムで宛名情報を団体
内統合宛名番号及び個人番号と紐付けて保存
し、管理する機能

事後
標準準拠システムへの移行に
伴う修正

令和8年1月28日
Ⅰ-２-システム２
①システムの名称

統合宛名システム 連携サーバー 事後
標準準拠システムへの移行に
伴う修正

令和8年1月28日
Ⅰ-２-システム１
③他システムとの接続

[〇]その他（課税原票管理システム） [〇]その他（申告支援システム） 事後
標準準拠システムへの移行に
伴う修正

令和8年1月28日
Ⅰ-１-②
事務の内容

１（１）個人世帯状況の整理
　賦課期日（１月１日現在）時点の住民登録者、
前年中の転出者、前年中の死亡者などを、統
合宛名システムより賦課期日時点の現況の反
映を行う。
２（２）住民税申告書の受付及び確定申告書、
各種資料せんの受領（紙、国税連携電子デー
タ）

１（１）個人世帯状況の整理
　賦課期日（１月１日現在）時点の住民登録者、
前年中の転出者、前年中の死亡者などを、住
基DBより賦課期日時点の現況の反映を行う。
２（２）住民税申告書の受付及び確定申告書、
各種資料せんの受領（紙、電子データ）

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う修正

令和7年7月25日

Ⅳ－３
＜中間サーバー･プラット
フォームの措置＞

①中間サーバー・プラットフォームを活用するこ
とにより、統一した設備環境による高レベルの
セキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの
高い運用担当者によるセキュリティリスクの低
減及び技術力の高い運用担当者による均一的
で安定したシステム運用・監視を実現する。

①中間サーバー・プラットフォームを活用するこ
とにより、政府情報システムのためのセキュリ
ティ評価制度（ISMAP）に登録されたクラウド
サービス事業者による高レベルのセキュリティ
管理（入退室管理等）、ITリテラシの高い運用担
当者によるセキュリティリスクの低減及び技術
力の高い運用担当者による均一的で安定した
システム運用・監視を実現する。

事前
自治体中間サーバーのクラウ
ド化に伴う修正

令和7年7月25日

Ⅳ－１　②監査
＜中間サーバー･プラット
フォームの措置＞

①運用規則等に基づき、中間サーバー・プラッ
トフォームについて、定期的に監査を行うことと
している。

①運用規則等に基づき、中間サーバー・プラッ
トフォームについて、定期的に監査を行うことと
している。
②政府情報システムのためのセキュリティ評価
制度（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事
業者は、定期的にISMAP監査機関リストに登録
された監査機関による監査を行うこととしてい
る。

事前
自治体中間サーバーのクラウ
ド化に伴う修正
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和8年1月28日

Ⅲ-２-リスク３
特定個人情報の正確性確保
の措置の内容

次の事項を追加
（個人住民税申告ポータルにおける措置）
・個人番号カード内の記憶領域に格納された個
人番号を申請フォームに自動転記を行うことに
より、不正確な個人番号の入力を抑止する措
置を講じている。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日

Ⅲ-２-リスク３
個人番号の真正性確認の措
置の内容

住民又は個人事業主（その者の代理人含む。）
からの申告等情報は、マイナンバーカード又は
通知カード、マイナンバーの記載のある住民票
の写しなどの提示（郵送申告の場合は、添付さ
れたそれらの写し）、統合宛名システム等との
照合により個人番号の真正性確認を行ってい
る。

住民又は個人事業主（その者の代理人含む。）
からの申告等情報は、マイナンバーカード又は
通知カード、マイナンバーの記載のある住民票
の写しなどの提示（郵送申告の場合は、添付さ
れたそれらの写し）、住基DB等との照合により
個人番号の真正性確認を行っている。

事後
標準準拠システムへの移行に
伴う修正

令和8年1月28日

Ⅲ-２-リスク３
入手の際の本人確認の措置
の内容

次の事項を追加
（個人住民税申告ポータルにおける措置）
・住民が個人住民税申告ポータルからマイナ
ポータル申請管理へ個人番号付電子申請デー
タを送信するためには、個人番号カードの署名
用電子証明書による電子署名を付すこととな
り、電子署名付与済の個人番号付電子申請
データを受領した地方公共団体は署名検証（有
効性確認、改ざん検知等）を実施することとな
る。これにより、本人確認を実施する。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日
Ⅲ-２-リスク２
リスクに対する措置の内容

・松山市民の個人番号、基本4情報、その他の
住民票関係情報の入手については入退室管理
をしているサーバー室内のサーバー間通信に
限定することで、安全を担保している。

・松山市民の個人番号、基本5情報、その他の
住民票関係情報の入手については、ガバメント
クラウド上での通信に限定することで、安全を
担保している。

次の事項を追加
（個人住民税申告ポータルにおける措置）
・住民が個人住民税申告ポータルから個人番
号付電子申請データを送信するためには、個
人番号カードの署名用電子証明書による電子
署名を付すこととなり、のちに署名検証も行わ
れるため、本人からの情報のみが送信される。
・個人住民税申告ポータルの画面の誘導にお
いて住民に理解してもらいながら操作をしてい
ただくことで、住民に過剰な負担をかけることな
く電子申請を実施いただけるよう措置を講じて
いる。

事後
個人住民税申告の電子化及
び標準準拠システムへの移
行に伴う修正

令和8年1月28日

Ⅲ-２-リスク１
必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための内容

・松山市民の個人番号、基本4情報、その他の
住民票関係情報の入手方法は、住基システム
で入力した情報を統合DB経由で予め定められ
たインタフェース仕様に基づき、取得する方法
に限定されるため、必要な情報以外の情報を
入手することはない。

・松山市民の個人番号、基本5情報、その他の
住民票関係情報の入手方法は、住基DB経由で
予め定められたインタフェース仕様に基づき、
取得する方法に限定されるため、必要な情報
以外の情報を入手することはない。

次の事項を追加
（個人住民税申告ポータルにおける措置）
住民が個人住民税申告ポータルの画面の誘導
に従い申請フォームに必要情報を入力すること
となるが、画面での誘導を簡潔に行うことで不
要な情報を送信してしまうリスクを防止する。

事後
個人住民税申告の電子化及
び標準準拠システムへの移
行に伴う修正

令和8年1月28日

Ⅲ-２-リスク１
対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

・松山市民の個人番号、基本4情報、その他の
住民票関係情報の入手方法は、住基システム
で入力した情報を統合DB経由で取得する方法
に限定されるため、必要な情報以外の情報を
入手することはない。

・松山市民の個人番号、基本5情報、その他の
住民票関係情報の入手方法は、住基DB経由で
取得する方法に限定されるため、対象者以外
の情報を入手することはない。

次の事項を追加
（マイナポータル申請管理における措置）
マニュアルやｗｅｂ上で、個人番号の提出が必
要な者の要件を明示・周知し、本人以外の情報
の入手を防止する。

事後
個人住民税申告の電子化及
び標準準拠システムへの移
行に伴う修正

令和8年1月28日
Ⅱ-６-③
消去方法

次の事項を追加
<マイナポータル申請管理における措置>
・端末に一時的に記録した個人番号付電子申
請データは、紙に打出し後、速やかに完全消去
する。
・外部記憶媒体に一時的に記録した個人番号
付電子申請データは、使用の都度速やかに完
全消去する。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日
Ⅱ-６-①
保管場所

次の事項を追加
<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理から取得したデータ
は、セキュリティゲートにて入退館管理をしてい
る建物のうち、さらに厳格な入退室管理を行っ
ている区画に設置したサーバ内に保管してい
る。
・基幹システムにデータを移動するための外部
記憶媒体は、施錠できるキャビネットに保管して
いる。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和8年1月28日
Ⅲ-３-リスク４
リスクに対する措置の内容

次の事項を追加
<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理から取得した個人番
号付電子申請データ等のデータについて、改ざ
んや業務目的以外の複製を禁止するルールを
定め、ルールに従って業務を行う。
・アクセス権限を付与された最小限の職員等だ
けが、個人番号付電子申請等のデータについ
て、端末への保存や外部記憶媒体への書き出
し等ができるようシステム的に制御する。
・外部記憶媒体にマイナポータル申請管理から
取得した個人番号付電子申請データ等のデー
タを複製する場合、使用管理簿に記載し、事前
に責任者の承認を得たうえで複製する。なお、
外部記憶媒体は限定されたＵＳＢメモリ等のみ
を使用する。
・外部記憶媒体内のデータは暗号化する。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日
Ⅲ-３-リスク３
リスクに対する措置の内容

次の事項を追加
<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理へアクセスできる端
末を制限する。
・外部記憶媒体にマイナポータル申請管理から
取得した個人番号付電子申請データ等のデー
タを複製する場合、使用管理簿に記載し、事前
に責任者の承認を得たうえで複製する。なお、
外部記憶媒体は限定された USB メモリ等のみ
を使用する。
・外部記憶媒体内のデータは暗号化する。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日

Ⅲ-３-リスク２
特定個人情報の使用の記録
具体的な方法

次の事項を追加
<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理へのアクセスログ、シ
ステムへのアクセスログ、操作ログの記録を行
い、操作者個人を特定できるようにする。
・アクセスログ及び操作ログは、改ざんを防止
するため、不正プロセス検知ソフトウェアによ
り、不正なログの書き込み等を防止する。
・定期的に操作ログをチェックし、不正とみられ
る操作があった場合、操作内容を確認する。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日

Ⅲ-３-リスク２
アクセス権限のの管理
具体的な管理方法

次の事項を追加
<マイナポータル申請管理における措置>
定期的にユーザーID一覧をシステムより出力
し、アクセス権限の管理表と突合を行い、アクセ
ス権限の確認及び不正利用の有無をユーザー
ID管理者が確認を行う。また、不要となった
ユーザーIDやアクセス権限を速やかに変更又
は削除する。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日

Ⅲ-３-リスク２
アクセス権限の発効・失効の
管理
具体的な管理方法

次の事項を追加
<マイナポータル申請管理における措置>
・アクセス権限が必要となった場合、ユーザID
管理者が事務に必要となる情報にアクセスでき
るユーザIDを発効する。
・ユーザID管理者が各事務に必要となるアクセ
ス権限の管理表を作成する。
・アクセス権限の付与を必要最低限とする。
・定期的又は異動、 退職等のイベントが発生し
たタイミングで、権限を有していた職員の異動、
退職等情報を確認し、当該事由が生じた際に
は速やかにアクセス権限を更新し、当該ユーザ
IDを失効させる。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日

Ⅲ-３-リスク２
ユーザー認証の管理
具体的な管理方法

次の事項を追加
<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理を端末上で利用する
必要がある職員を特定し、個人ごとのユーザID
を割り当てるとともに、IDとパスワードによる認
証を行う。
・なりすましによる不正を防止する観点から共
用IDの利用を禁止する。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日
Ⅲ-２-リスク４
リスクに対する措置の内容

・松山市民の個人番号、基本4情報、その他の
住民票関係情報の入手は、入退室管理をして
いるサーバー室内のサーバー間通信に限定す
ることで、情報漏えい、紛失等を防止している。

・松山市民の個人番号、基本5情報、その他の
住民票関係情報の入手は、ガバメントクラウド
上での通信に限定することで、情報漏えい、紛
失等を防止している。

次の事項を追加
（マイナポータル申請管理における措置）
・マイナポータル申請管理と地方公共団体との
間は、LGWAN回線を用いた暗号化通信を行う
ことで、外部からの盗聴、漏えい等が起こらな
いようにしており、さらに通信自体も暗号化して
いる。

事後
個人住民税申告の電子化及
び標準準拠システムへの移
行に伴う修正
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変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和8年1月28日

Ⅲ-７-リスク３
消去手順
手順の内容

次の事項を追加
<マイナポータル申請管理における措置>
・端末については、業務終了後の不要な個人番
号付電子申請データ等の消去について徹底し、
必要に応じて管理者が確認する。
・外部記憶媒体については、定期的に内部の
チェックを行い不要なデータの確認を行い、廃
棄する場合は管理者の承認を得て行う手順を
定めている。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日
Ⅲ-７-リスク２
リスクに対する措置の内容

次の事項を追加
<マイナポータル申請管理における措置>
・端末は、基本的には、個人番号付電子申請
データの一時保管として使用するが、一時保管
中に再申請や申請情報の訂正が発生した場合
には古い情報で審査等を行わないよう、履歴管
理を行う。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日

Ⅲ-７-リスク１
⑥技術的対策
具体的な対策の内容

次の事項を追加
<マイナポータル申請管理における措置>
・マイナポータル申請管理と地方公共団体との
間は、専用線であるLGWAN回線を用いた通信
を行うことで、外部からの盗聴、漏えい等が起こ
らないようにしており、さらに通信自体も暗号化
している。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日

Ⅲ-７-リスク１
⑤物理的対策
具体的な対策の内容

次の事項を追加
<マイナポータル申請管理における措置>
・端末については、セキュリティワイヤー等によ
る固定、操作場所への入退室管理などの物理
的対策を講じている。
・外部記憶媒体については、限定された USBメ
モリ等以外の利用不可、施錠できるキャビネッ
ト等への保管、使用管理簿による管理、などの
安全管理措置を講じている。

事後
個人住民税申告の電子化に
伴う追加

令和8年1月28日
Ⅲ-６-リスク７
リスクに対する措置の内容

＜個人住民税システムの運用の措置＞
・統合宛名システム等では本業務で保有する情
報を全て連携することは行わず、番号法の規定
に基づき認められる情報のみしか照会できない
ような仕組みとしている。

＜個人住民税システムの運用の措置＞
・連携サーバーでは本業務で保有する情報を
全て連携することは行わず、番号法の規定に
基づき認められる情報のみしか照会できないよ
うな仕組みとしている。

事後
標準準拠システムへの移行に
伴う修正

令和8年1月28日
Ⅲ-６-リスク６
リスクに対する措置の内容

＜中間サーバーの運用の措置＞
・情報照会、情報提供の記録が保存される統合
宛名システム等を通してやり取りすることで、不
適切な方法で特定個人情報が流出・紛失する
ことを防止する。

＜中間サーバーの運用の措置＞
・情報照会、情報提供の記録が保存される連携
サーバーを通してやり取りすることで、不適切な
方法で特定個人情報が流出・紛失することを防
止する。

事後
標準準拠システムへの移行に
伴う修正

令和8年1月28日
Ⅲ-６-リスク５
リスクに対する措置の内容

＜個人住民税システムの運用の措置＞
・統合宛名システム等では本業務で保有する情
報を全て連携することは行わず、番号法の規定
に基づき認められる情報のみしか照会できない
ような仕組みとしている。

＜個人住民税システムの運用の措置＞
・連携サーバーでは本業務で保有する情報を
全て連携することは行わず、番号法の規定に
基づき認められる情報のみしか照会できないよ
うな仕組みとしている。

事後
標準準拠システムへの移行に
伴う修正

令和8年1月28日
Ⅲ-５-リスク３
リスクに対する措置の内容

・統合宛名システム等では本業務で保有する情
報を全て連携することはできず、番号法の規定
に基づき認められる情報のみしか提供・移転が
できない仕組みとされている。

・連携サーバーでは本業務で保有する情報を
全て連携することはできず、番号法の規定に基
づき認められる情報のみしか提供・移転ができ
ない仕組みとされている。

事後
標準準拠システムへの移行に
伴う修正

令和8年1月28日
Ⅲ-５-リスク２
リスクに対する措置の内容

・情報照会、情報提供の記録が逐一保存される
仕組みが確立した統合宛名システム等を通し
てやり取りすることで、不適切な方法で特定個
人情報がやり取りされることを防止している。

・情報照会、情報提供の記録が逐一保存される
仕組みが確立した連携サーバーを通してやり
取りすることで、不適切な方法で特定個人情報
がやり取りされることを防止している。

事後
標準準拠システムへの移行に
伴う修正
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（過去分）

平成28年8月26日
Ⅱ 5　移転先1
⑥移転方法

｛　○　｝紙　を追加 事後
移転先の学校教育課の「奨学
資金貸付事務」は紙で回答す
るため。

平成28年8月26日
Ⅱ 4　委託事項4
⑥委託先名

日本電気株式会社 NTTデータカスタマサービス株式会社 事後 委託先の変更により修正

平成29年9月6日 Ⅰ 5　法令上の根拠
○番号法第９条第１項　別表第一の１６の項
○松山市個人番号の利用等に関する条例第３
条第１項第３号、同条第３項

○番号法第９条第１項　別表第一の１６の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第一の主
務省令で定める事務を定める命令第１６条
○松山市個人番号の利用等に関する条例第３
条第１項第３号、同条第３項

事後 法令上の根拠を追加

平成28年8月26日

Ⅲ 5　特定個人情報の提供・
移転の記録
具体的な方法

・移転は庁内ネットワークや庁内システム間連
携のみであるため、連携時のログ、アクセスロ
グ、収受両システムのタイムスタンプにより確認
できる。

・移転は庁内ネットワークや庁内システム間連
携時のログ、アクセスログ、収受両システムの
タイムスタンプにより確認できる。また、一部の
独自利用対象課については対象者を限定し、
その対象者の情報のみを紙ベースで提供す
る。

事後
移転先の学校教育課の「奨学
資金貸付事務」は紙で回答す
るため。

松山市総務部文書法制課 事後 課名（名称）変更に伴う修正

平成28年8月26日
I 5
法令上の根拠

松山市個人番号の利用に関する条例第3条第1
項第3号、同条第3項を追加

事後 条例制定に伴う修正

平成28年8月26日
Ⅴ 1
④個人情報ﾌｧｲﾙ簿の公表

公表場所：本館6階行政情報課 公表場所：本館6階文書法制課 事後 課名（名称）変更に伴う修正

平成28年8月26日

Ⅱ 3　特定個人情報の入手・
使用
⑧使用方法

②賦課決定事務
・納税通知書に個人番号を記載する。
③賦課更正事務
・納税通知書に個人番号を記載する。

②賦課決定事務
・納税通知書に個人番号を記載する。（当面記
載しない）
③賦課更正事務
・納税通知書に個人番号を記載する。（当面記
載しない）

事後
個人番号利用手続きの一部
見直しに伴う修正

平成28年8月26日
I 7
②所属長

課長　朝村　隆徳 課長　髙木　祝二 事後 人事異動に伴う修正

（別紙2）　番号法第9条第2項
に基づく条例に定める予定の
者（移転先）

項番120を繰り上げ項番119に修正し項番85の2
を追加

事後

平成28年8月26日
（別紙1）　番号法別表第2に揚
げる情報照会者

項番120を繰り上げ項番119に修正し項番85の2
を追加

事後

項番85の2と独自利用（3件）を追加 事後
番号法改正（別表第2）に伴う
修正及び独自利用分を追加

平成28年8月26日
Ⅱ 5
提供・移転の有無

移転を行っている　（24）件 移転を行っている　（28）件 事後
（別紙2）の移転先の追加によ
り修正

平成28年8月26日

Ⅱ 4　委託事項2
④委託先への特定個人情報
ﾌｧｲﾙの提供方法

｛○｝その他　（委託先が管理しているｾｷｭﾘﾃｨ
の確保されたﾌｧｲﾙ送信ｻｰﾋﾞｽ）

｛　｝その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
削除

事後

提出時期

番号法改正（別表第2）に伴う
修正

平成28年8月26日
I 6
②法令上の根拠

（別添３）変更箇所
提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

番号法改正（別表第2）に伴う
修正

平成28年8月26日

ﾌｧｲﾙ送信ｻｰﾋﾞｽを利用しなく
なったため削除

平成28年8月26日
Ⅱ 3
⑦使用の主体（使用部署）

【教育委員会事務局】学校教育課を追加 事後 独自利用分を追加

平成28年8月26日
Ⅴ 1
①請求先

松山市総務部行政情報課
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

平成31年1月31日

Ⅰ
（別添１）事務の内容
統合宛名システム「連携サー
バー」と提供先「中間サー
バー」間の流れの部分

矢印上の表記「情報の照会・提供」 矢印上の表記を「⑬情報の照会・提供」に修正 事後 誤記載の修正

平成31年1月31日
Ⅰ
（別添１）事務の内容

統合宛名システム「連携サーバー」から他課シ
ステム(福祉・介護等)への⑩の流れの表記

個人住民税システムの個人住民税情報ファイ
ルから他課システム（福祉・介護等）の流れの
表記⑩賦課情報に変更

事後
平成２９年度での運用見直し
に伴う記載事項の追加

平成31年1月31日

Ⅰ
（別添１）事務の内容
封入封緘事業者から住民へ
の⑨税額通知（普通徴収）流
れの部分

「特定個人情報」を取扱う矢印の表記 「その他の情報」を取扱う矢印の表記に修正 事後 誤記載の修正

平成31年1月31日

Ⅰ
（別添１）事務の内容
⑫課税（所得）証明書の表記
の部分

個人住民税システム「個人住民税フアイル」か
ら住民への⑫課税(所得)証明書の流れの表記

⑫課税（所得）証明書の流れを窓口分とコンビ
ニ交付分に区分し、コンビニ交付分の流れの表
記を追加

事前
コンビニ交付開始（平成３０年
１０月１日）に伴う記載事項の
追加

平成31年1月31日

Ⅰ
（別添１）事務の内容
⑪２９４条３項通知の部分

個人住民税システム「個人住民税情報フアイ
ル」から他自治体への⑪294条3項追加の流れ
の表記

⑪２９４条３項通知の流れに国税連携システム
（ｅLTAX）経由の流れの表記を追加

事後
平成２９年度での運用見直し
に伴う記載事項の追加

平成29年9月6日
Ⅱ 5　移転先1
①法令上の根拠

番号法第９条第２項に基づく条例を制定する予
定。

松山市個人番号の利用等に関する条例第３条
第１項第３号、同条第３項

事後

平成29年9月6日 Ⅱ 5　移転先1
番号法第９条第２項に基づく条例に定める者
（別紙２参照）

松山市個人番号の利用等に関する条例第３条
第１項第３号、同条第３項に定める者（別紙２参
照）

事後

平成29年9月6日 （別紙２）
（別紙２）　番号法第９条第２項に基づく条例に
定める予定の者（移転先）

（別紙２）松山市個人番号の利用等に関する条
例第３条第１項第３号、同条第３項に定める者
（移転先）

事後

平成29年9月6日
Ⅱ 5　移転先1
②移転先における用途

番号法第９条第２項に基づく条例に定める事
務。

松山市個人番号の利用等に関する条例第３条
第１項第３号、同条第３項に定める事務

事後

平成29年9月6日
Ⅱ 4　委託事項2
③委託先における取扱者数

５０人以上１００人未満 １０人以上５０人未満 事後 委託先の変更により修正

平成29年9月6日
Ⅰ 6
②法令上の根拠

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二（第１、２、３、４、６、８、
９、１１、１６、１８、２３、２６、２７、２８、２９、３１、
３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５４、５
７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、
７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、９
２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１
０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１９の項）
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１４条、
第１９条、第２０条、第２１条、第２２条、第２２条
の２、第２３条、第２４条、第２５条、第２６条の
３、第２８条、第３１条、第３４条、第３５条、第３
６条、第３７条、第３８条、第３９条、第４０条、第
４３条、第４３条の３、第４３条の４、第４４条、第
４４条の２、第４５条、第４７条、第４９条、第４９
条の２、第５０条、第５１条、第５３条、第５４条、
第５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２、第５
９条の３

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二の２７の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
２０条

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二（第１、２、３、４、６、８、
９、１１、１６、１８、２３、２６、２７、２８、２９、３１、
３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５４、５
７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、
７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、９
２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１
０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１９の項）
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１９条、
第２０条、第２１条、第２２条、第２２条の２、第２
３条、第２４条、第２５条、第２６条の３、第２８
条、第３１条、第３４条、第３５条、第３６条、第３
７条、第３８条、第３９条、第４０条、第４３条、第
４３条の３、第４３条の４、第４４条、第４４条の
２、第４５条、第４７条、第４９条、第４９条の２、
第５０条、第５１条、第５３条、第５４条、第５５
条、第５８条、第５９条、第５９条の２、第５９条の
３

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二の２７の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
２０条

事後 法令上の根拠を追加

平成29年9月6日
Ⅱ 4　委託事項2
⑥委託先名

トッパン・フォームズ株式会社 株式会社コーユビジネス　松山営業所 事後 委託先の変更により修正

平成29年9月6日

Ⅱ 4　委託事項2
④委託先への特定個人情報
ﾌｧｲﾙの提供方法

｛○｝その他　（委託先が管理しているｾｷｭﾘﾃｨ
の確保されたﾌｧｲﾙ送信ｻｰﾋﾞｽ）　を追加

事後 委託先の変更により修正
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

平成31年1月31日

Ⅱ2
④記録される項目
全ての記録項目

別添２に次の事項を追加
３１９．受取方法、３２０．通知先アドレス、３２
１．通知先アドレス更新日、３２２．住宅借入金
等特定取得区分、３２３．申告特例状態区分、３
２４．医療費特例控除区分、３２５．年金特徴管
理更新フラグ、３２６．年金特徴管理異動事由、
３２７．新年度用宛名番号、３２８．税額変更等
依頼区分、３２９．税額変更等依頼処理日、３３
０．税額変更等依頼処理結果区分、３３１．税額
変更等依頼結果受入処理日、３３２．停止年
月、３３３．年金額、３３４．納税者個人番号、３３
５．納税者宛名番号、３３６．納税者入力西暦生
年月日、３３７．納税者入力カナ氏名、３３８．納
税者入力氏名、３３９．納税者個人番号確認区
分、３４０．給与支払者番号、３４１．納税者住基
ＣＳ問い合わせ区分、３４２．納税者予備領域、
３４３．控除対象配偶者個人番号、３４４．控除
対象配偶者宛名番号、３４５．控除対象配偶者
入力西暦生年月日、３４６．控除対象配偶者入
力カナ氏名、３４７．控除対象配偶者入力氏名、
３４８．控除対象配偶者個人番号確認区分、３４
９．控除対象配偶者予備領域、３５０．扶養親族
個人番号、３５１．扶養親族宛名番号、３５２．扶
養親族入力西暦生年月日、３５３．扶養親族入
力カナ氏名、３５４．扶養親族入力氏名、３５５．
扶養親族個人番号確認区分、３５６．扶養親族
予備領域、３５７．専従者個人番号、３５８．専従
者宛名番号、３５９．専従者入力西暦生年月
日、３６０．専従者入力カナ氏名、３６１．専従者
入力氏名、３６２．専従者控除額、３６３．専従者
個人番号確認区分、３６４．専従者予備領域、３
６５．番号体系、３６６．統合宛名番号、３６７．基
幹系登録区分、３６８．特定個人情報名コード、
３６９．データセット識別項目コード、３７０．デー
タセットレコードのキー

事後
平成２９年度での運用見直し
に伴う記録項目の追加

平成31年1月31日
Ⅰ（備考）
（別添１）事務の内容

⑪松山市で住登外課税した場合、住民登録の
ある自治体へ地方税法第２９４条第３項に基づ
く通知を行う。

⑪松山市で住登外課税した場合、住民登録の
ある自治体へ地方税法第２９４条第３項に基づ
く通知を行う。（平成２９年度課税分からは
eLTAXでの送受信も行う。）

事後
平成２９年度での運用見直し
に伴う記載事項の追加

平成31年1月31日
Ⅰ（備考）
（別添１）事務の内容

⑩決定・通知された賦課情報を直接または、連
携サーバー経由により他課システム等へ連携
（移転または提供）する。

⑩決定・通知された賦課情報を連携サーバー、
他課システム等へ連携（移転または提供）す
る。

事後 誤記載の修正

平成31年1月31日
Ⅱ2
③対象となる本人の範囲

賦課期日現在（１月１日）に、松山市に住民登
録がある者及び住民登録は無いが居住実態が
ある者及び被扶養者。

賦課期日現在（１月１日）に、松山市に住民登
録がある者及び住民登録は無いが居住実態が
ある者及び被扶養者。また、松山市に給与支
払報告書を提出する個人事業主

事後
平成２９年度での対象範囲の
見直しに伴う記載事項の追加

平成31年1月31日
Ⅰ（備考）
（別添１）事務の内容

⑫納税義務者からの請求に応じ課税（所得）証
明書を発行する。

⑫納税義務者からの請求に応じ課税（所得）証
明書を発行する。（平成３０年１０月１日からコン
ビニ交付（交付制限あり）開始）

事前
コンビニ交付開始（平成３０年
１０月１日）に伴う記載事項の
追加

平成31年1月31日
Ⅰ（備考）
（別添１）事務の内容

⑦松山市に住民登録がない者を住基ネットCS
で住基情報を取得する。

⑦松山市に住民登録がない者の住基情報を住
基ネットCSで取得する。

事後 誤記載の修正

平成31年1月31日
Ⅰ（備考）
（別添１）事務の内容

⑨出力した税額通知データを封入封緘事業者
へ提供し、住民等へ税額通知等を行う。また、
eLTAXシステムより年金支払者に通知する。

⑨住民、給与支払者へ税額通知等を行う。ま
た、eLTAXシステムより年金支払者に通知す
る。（給与支払者へ通知する税額通知は課税
年度によっては特定個人情報ではない。）

事前
平成２９年度での運用見直し
及び制度改正に伴う記載事項
の修正

平成31年1月31日
Ⅰ（備考）
（別添１）事務の内容

⑧課税額決定後、税額通知データを出力する。

⑧課税額決定後、税額通知データを出力し、封
入封緘事業者へ提供するとともに、審査システ
ム（ｅLTAX）に送信する。（封入封緘事業者へ提
供する税額通知データは課税年度によっては
特定個人情報ではない。）

事前
平成２９年度での運用見直し
及び制度改正に伴う記載事項
の修正
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

平成31年1月31日
Ⅱ3
③入手の時期・頻度

【本人又は本人の代理人、民間事業者からの
入手】
・給与支払報告書、確定申告書、公的年金支払
報告書、住民税申告書の受付けごと（毎年１月
～４月頃にかけて複数回入手）

【本人又は本人の代理人、民間事業者からの
入手】
・給与支払報告書、確定申告書、公的年金等支
払報告書、住民税申告書の受付けごと（毎年１
月～４月頃にかけて複数回入手、随時受付も
あり）
・納税管理人申告書（随時）
・給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異
動届出書（随時）

事後
平成２９年度での運用見直し
に伴う記載事項の追加

平成31年1月31日

Ⅱ2
④記録される項目
全ての記録項目

別添２に次の事項を追加
３７１．版番号、３７２．親データセットレコードの
キー、３７３．確定時点、３７４．修正日時、３７
５．公開開始日、３７６．公開終了日、３７７．情
報提供者部署コード、３７８．情報提供者ユーザ
ＩＤ、３７９．総所得金額等、３８０．合計所得金
額、３８１．総所得金額、３８２．給与所得額、３８
３．給与収入額、３８４．給与専従者収入額、３８
５．雑所得額総合、３８６．公的年金等所得額、
３８７．公的年金等収入額、３８８．公年以外総
合課税、３８９．事業所得額、３９０．営業等所得
額、３９１．農業所得額、３９２．特例肉用牛所得
額、３９３．不動産所得額、３９４．利子所得額総
合、３９５．配当所得額総合、３９６．譲渡所得額
総合、３９７．総合長期譲渡特控前、３９８．総合
長期譲渡特控額、３９９．総合短期譲渡特控
前、４００．総合短期譲渡特控額、４０１．一時所
得額総合、４０２．山林所得額、４０３．退職所得
額総合、４０４．譲渡所得額分離、４０５．分離長
期譲渡特控前、４０６．分離長期譲渡特控額、４
０７．分離短期譲渡特控前、４０８．分離短期譲
渡特控額、４０９．株式等譲渡所得額分離、４１
０．未公開株式等譲渡所得、４１１．上場株式等
譲渡所得、４１２．上場株式等配当等分離、４１
３．先物取引雑所得分離、４１４．繰越控除額、
４１５．純損失繰越控除額、４１６．居財譲渡損
失繰控額、４１７．特居財譲渡損失繰控額、４１
８．上株等譲渡損失繰控額、４１９．特株等譲渡
損失繰控額、４２０．先物決済損失繰越控除額

事後
平成２９年度での運用見直し
に伴う記録項目の追加

平成31年1月31日

Ⅱ2
④記録される項目
全ての記録項目

別添２に次の事項を追加
４６６．市税額控除前所得割額、４６７．市調整
控除額、４６８．市調整額、４６９．市住借金特控
額移譲前、４７０．市寄附金控除額移譲前、４７
１．市配当割譲渡割控除額、４７２．市所得割額
移譲前、４７３．住民登録外課税有無、４７４．住
登外者課税地自治体、４７５．副本データ送信
状態区分

事前
平成２９年度での情報提供
ネットワークシステム副本改
版に伴う記録項目の追加

平成31年1月31日

Ⅱ2
④記録される項目
全ての記録項目

別添２に次の事項を追加
４２１．雑損失繰越控除額、４２２．雑損控除額、
４２３．医療費控除額、４２４．小規模共済等掛
金控除、４２５．社会保険料控除額、４２６．生命
保険料控除額、４２７．地震保険料控除額、４２
８．配偶者特別控除額、４２９．配偶者控除等、
４３０．扶養控除、４３１．一般、４３２．特定、４３
３．老人、４３４．同老、４３５．１６歳未満扶養者
数、４３６．障害者控除、４３７．普障、４３８．特
障、４３９．同特、４４０．控除対象配偶者、４４
１．控除対象障害者、４４２．控除対象寡フ、４４
３．控除対象勤労学生、４４４．扶養控除対象、
４４５．１６歳未満扶養親族、４４６．専従者控除
額、４４７．所得控除合計額、４４８．課税所得額
課税標準額、４４９．市町村住借金等特控額、４
５０．市町村寄付金控除、４５１．市町村外国税
控除額、４５２．市町村配当控除額、４５３．市町
村所得割額、４５４．市町村均等割額、４５５．都
道府県所得割額、４５６．都道府県均等割額、４
５７．居住用損失額、４５８．市町村所得割額減
免前、４５９．市町村均等割額減免前、４６０．減
免税額、４６１．所得税確申提出有無、４６２．住
民税申告書提出有無、４６３．連携対象区分、４
６４．確認区分、４６５．変更区分

事後
平成２９年度での運用見直し
に伴う記録項目の追加
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

平成31年1月31日

Ⅲ2
リスク１：目的外の入手が行わ
れるリスク

必要な情報以外を入手するこ
とを防止するための措置の内
容

・松山市民の個人番号、基本4情報、その他の
住民票関係情報の入手方法は、住基システム
にて入力した情報を、統合DB経由で予め定め
られたインタフェース仕様に基づき、取得する方
法に限定されるため、必要な情報以外の情報
を入手することはない。
・市町村CSからの住基情報の入手は、個人住
民税システムで管理している項目に関する情報
の入手に、運用上限定している。

・松山市民の個人番号、基本4情報、その他の
住民票関係情報の入手方法は、住基システム
にて入力した情報を、統合DB経由で予め定め
られたインタフェース仕様に基づき、取得する方
法に限定されるため、必要な情報以外の情報
を入手することはない。
・市町村CSからの住基情報の入手は、個人住
民税システムで管理している項目に関する情報
の入手に、運用上限定している。
　・給与支払報告書、住民税申告書などの各種
課税資料は、様式やデータレイアウトが定めら
れているため、必要な情報以外を入手すること
はない。

事後
平成２９年度での運用見直し
に伴う記載事項の追加

平成31年1月31日
Ⅱ4　委託事項４
⑦再委託の有無

再委託しない 再委託する 事後
委託契約内容の見直しによる
記載事項の変更

平成31年1月31日
Ⅱ4　委託事項４
⑥委託先名

ＮＴＴデータカスタマサービス株式会社 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 事後 委託先の変更

平成31年1月31日
Ⅱ4　委託事項４
⑨再委託事項

記載なし
当該委託内容の運用における現地対応及び問
合せ対応

事後
委託契約内容の見直しによる
記載事項の変更

平成31年1月31日
Ⅱ4　委託事項４
⑧再委託の許諾方法

記載なし
あらかじめ書面により市長の承諾を得た場合
（再委託先は一般社団法人地方税電子化協議
会の承認を得たeLTAXサポート事業者に限る）

事後
委託契約内容の見直しによる
記載事項の変更

平成31年1月31日
Ⅱ3
③入手の時期・頻度

【eLTAXより入手】
・特別徴収税額通知の処理結果通知　 ９月
・年金特別徴収対象者情報　５月
・特別徴収処理停止通知の処理結果通知　年１
２回
・特別徴収結果通知　年６回

【eLTAXより入手】
・給与支払報告書　随時
・公的年金等支払報告書　随時
・確定申告書、更正の請求、修正申告書　随時
・法定資料（報酬、配当など）　５月
・特別徴収税額通知の処理結果通知　９月
・年金特別徴収対象者情報　５月
・特別徴収処理停止通知の処理結果通知　年１
２回
・特別徴収税額等変更通知の処理結果通知
年９回
・特別徴収結果通知　年６回

【他自治体より入手】
・寄附金税額控除に係る申告特例通知書
・回送資料（給与支払報告書等）

【税務署より入手】
・法定資料（生命保険契約等の年金、一時金な
ど）　　８月

事後
平成２９年度での運用見直し
に伴う記載事項の追加

平成31年1月31日
Ⅱ3
⑧使用方法

②賦課決定事務
• 資料併合時に同一人の資料が複数存在する
場合、個人番号を名寄せの判断材料として利
用する。
• 納税通知書に個人番号を記載する。（当面記
載しない）

③賦課更正事務
• 納税通知書に個人番号を記載する。（当面記
載しない）

②賦課決定事務
• 資料併合時に同一人の資料が複数存在する
場合、個人番号を名寄せの判断材料として利
用する。
• 納税通知書に個人番号を記載する。（当面記
載しない）
・給与特別徴収税額決定通知書（特別徴収義
務者用）に個人番号を記載する。
　（平成３０年度課税分以降、書面により送付す
る場合は当面記載しない）

③賦課更正事務
• 納税通知書に個人番号を記載する。（当面記
載しない）
・給与特別徴収税額変更通知書（特別徴収義
務者用）に個人番号を記載する。
　（平成３０年度課税分以降、書面により送付す
る場合は当面記載しない）

事後
平成２９年度での運用見直し
に伴う記載事項の追加

平成31年1月31日

Ⅱ3
⑦使用の主体
使用部署

【保健福祉部】国保・年金課、高齢福祉課、介護
保険課、障がい福祉課、保健予防課、健康づく
り推進課、子育て支援課、生活福祉総務課、保
育・幼稚園課、【都市整備部】住宅課、【理財部】
納税課、資産税課、【総合政策部】電子行政
課、【市民部】市民課、市民サービスセンター
（松山三越・フジグラン松山・いよてつ髙島屋）、
支所（三津浜・和気・堀江・垣生・興居島・五明・
伊台・小野・石井・久谷・潮見・久枝・味生・桑
原・道後・生石・余土・湯山・久米・浮穴・北条・
中島）、久谷支所出口出張所、【教育委員会事
務局】学校教育課

【保健福祉部】国保・年金課、高齢福祉課、介護
保険課、障がい福祉課、保健予防課、健康づく
り推進課、子育て支援課、生活福祉総務課、保
育・幼稚園課、【都市整備部】住宅課、【理財部】
納税課、資産税課、【総合政策部】電子行政
課、【市民部】市民課、市民サービスセンター
（松山三越・フジグラン松山・いよてつ髙島屋）、
支所（三津浜・和気・堀江・垣生・興居島・五明・
伊台・小野・石井・久谷・潮見・久枝・味生・桑
原・道後・生石・余土・湯山・久米・浮穴・北条・
中島）、久谷支所出口出張所、【教育委員会事
務局】学校教育課、【総務部】人事課

事後
平成２９年度での運用見直し
に伴う記載事項の追加
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和2年3月19日

Ⅰ２
システム４
②システムの機能

一般社団法人地方税電子化協議会 地方税共同機構 事後
平成３１年４月１日付組織の
移行による修正

令和2年3月19日
Ⅰ１
②事務の内容

５．調査事務
※控除対象配偶者

５．調査事務
※配偶者

事後 地方税法改正に伴う修正

令和2年3月19日

Ⅰ２
システム４
②システムの機能

次の文を追加する。
③地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて住登
外課税通知データ等を他の地方団体との間で
送付及び受領する。

事後
平成３０年度の運用見直しに
伴う記載事項の追加

平成31年1月31日

Ⅲ2
リスク３：入手した特定個人情
報が不正確であるリスク

入手の際の本人確認の措置
の内容

・住民からの申告等情報については、本人の個
人番号カード又は通知カード、身分証明書など
の提示や基本４情報の聞き取りにより本人確認
を行う。
・住民以外から提出される申告等情報について
は、情報元が個人番号、基本４情報等の確認
を行う。

（eLTAXからの入手分）
・行政手続きにおける特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律施行規則（平
成２６年内閣府令・総務省令第３号。以下「番号
法施行規則」という。）第４条（電子情報処理組
織を使用して個人番号の提供を受ける場合の
本人確認の措置）第２号ハに掲げる、署名用電
子証明書及び当該電子証明書により確認され
る電子署名が行われた当該提供に係る情報の
送信を受けることにより確認する。
・特定個人情報の入手元が番号法第１６条の
規定に基づき、本人確認を行った上で情報を入
手していることが前提となっており、松山市が当
該入手元から入手する際は番号法第１６条が
適用されない。

住民又は個人事業主（その者の代理人含む。）
からの申告等情報は、マイナンバーカード又は
通知カード、運転免許証などの顔写真付き証明
書類などの提示（郵送申告の場合は、それら本
人確認書類の写しの添付。代理人の場合は委
任状等）で本人確認を行う。

（eLTAXからの入手分）
・行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律施行規則（平成
２６年内閣府令・総務省令第３号。以下「番号法
施行規則」という。）第４条（電子情報処理組織
を使用して個人番号の提供を受ける場合の本
人確認の措置）第２号ハに掲げる、署名用電子
証明書及び当該電子証明書で確認される電子
署名が行われた当該提供に係る情報の送信を
受けることで確認する。
・一般社団法人地方税電子化協議会からの通
知（平成２９年１２月１４日付け、地電協第６２４
号）に基づき、平成３０年以降に提出される申
告書等は、原則、番号法施行規則第３条第１項
第５号に基づき、保有している特定個人情報
ファイルで番号確認を行うか、番号法施行規則
第４条第２号ロに基づき、当該番号確認書類で
番号確認を行う。なお、平成３１年以降に提出さ
れる申告書等の番号確認は、今後一般社団法
人地方税電子化協議会から通知される方法で
行う予定である。

事後

平成29年度の国（一般社団法
人地方税電子化協議会）での
運用見直しに伴う記載事項の
修正

令和2年3月19日
Ⅰ１
②事務の内容

２．課税資料受付
（３）公的年金支払報告書の受付（紙、eLTAX)
　年金保険者から提出された公的年金支払報
告書を受け付ける。

２．課税資料受付
（３）公的年金等支払報告書の受付（紙、
eLTAX)
　年金保険者から提出された公的年金等支払
報告書を受け付ける。

事後 誤記載による修正

平成31年1月31日

Ⅲ2
リスク３：入手した特定個人情
報が不正確であるリスク

個人番号の真正性確認の措
置の内容

・住民からの申告情報の入手については、本人
の個人番号カード又は通知カード、身分証明書
の提示や窓口での聞き取りに基づき、統合宛
名システム等と照合することにより個人番号の
真正性確認を行っている。
・他団体からの申告情報の入手については、１
件ごとに基本４情報に基づいて松山市の課税
対象者と合致するかを確認している。

（eLTAXからの入手分）
・番号法施行規則第４条第２号イの規定に基づ
き、地方公共団体情報システム機構から、機構
保存本人確認情報の提供を受けるなどの方法
により行う。
・特定個人情報の入手元が番号法第１６条の
規定に基づき、本人確認を行った上で情報を入
手していることが前提となっており、松山市が当
該入手元から入手する際は番号法第１６条が
適用されない。

住民又は個人事業主（その者の代理人含む。）
からの申告等情報は、マイナンバーカード又は
通知カード、マイナンバーの記載のある住民票
の写しなどの提示（郵送申告の場合は、添付さ
れたそれらの写し）、統合宛名システム等との
照合で個人番号の真正性確認を行っている。

（eLTAXからの入手分）
一般社団法人地方税電子化協議会からの通知
（平成２９年１２月１４日付け、地電協第６２４号）
に基づき、平成３０年以降に提出される申告書
等は、原則、番号法施行規則第３条第１項第５
号に基づき、保有している特定個人情報ファイ
ル、又は番号法施行規則第４条第２号ロに基づ
き、当該番号確認書類で個人番号の真正性確
認を行っている。なお、平成３１年以降に提出さ
れる申告書等は、今後一般社団法人地方税電
子化協議会から通知される方法で個人番号の
真正性確認を行う予定である。

事後

平成29年度の国（一般社団法
人地方税電子化協議会）での
運用見直しに伴う記載事項の
修正
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和2年3月19日
Ⅰ
（別添１）事務の内容

封入封緘事業者から給与支払者への特定個人
情報の流れ表記中「⑨税額通知」

封入封緘事業者から給与支払者への特定個人
情報の流れ表記中「⑨税額通知（紙）」

事後 記載事項の補足追加

令和2年3月19日
Ⅰ
（別添１）事務の内容

封入封緘事業者から住民へのその他の情報の
流れ表記中「⑨税額通知」

封入封緘事業者から住民へのその他の情報の
流れ表記中「⑨税額通知（紙）」

事後 記載事項の補足追加

令和2年3月19日
Ⅰ
（別添１）事務の内容

年金保険者から審査システム（eLTAX)への事
務の流れの表記中「②申告情報（電子）（年金
支払報告書）」

年金保険者から審査システム（eLTAX)への事
務の流れの表記中「②申告情報（電子）（公的
年金等支払報告書）」

事後 誤記載による修正

令和2年3月19日
Ⅰ６
②法令上の根拠

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二（第１、２、３、４、６、８、
９、１１、１６、１８、２３、２６、２７、２８、２９、３１、
３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５４、５
７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、
７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、９
２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１
０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１９の項）
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１９条、
第２０条、第２１条、第２２条、第２２条の２、第２
３条、第２４条、第２５条、第２６条の３、第２８
条、第３１条、第３４条、第３５条、第３６条、第３
７条、第３８条、第３９条、第４０条、第４３条、第
４３条の３、第４３条の４、第４４条、第４４条の
２、第４５条、第４７条、第４９条、第４９条の２、
第５０条、第５１条、第５３条、第５４条、第５５
条、第５８条、第５９条、第５９条の２、第５９条の
３

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二の２７の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
２０条

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二（第１、２、３、４、６、８、
９、１１、１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、
３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５
３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、
６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８
７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０
６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１
７、１２０の項）
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１４条、
第１６条、第１９条、第２０条、第２１条、第２２
条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条、第２４
条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、第２６
条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１条の
２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３４条、
第３５条、第３６条、第３７条、第３８条、第３９
条、第４０条、第４３条、第４３条の３、第４３条の
４、第４４条、第４４条の２、第４５条、第４７条、
第４９条、第４９条の２、第５０条、第５１条、第５
３条、第５４条、第５５条、第５８条、第５９条、第
５９条の２、第５９条の３

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二の２７の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
２０条

事後 法令上の根拠を修正

令和2年3月19日
Ⅰ
（別添１）事務の内容

他自治体から審査システム（ｅＬＴＡＸ）への事務
の事務の流れに特定個人情報の矢印を追加及
び「②申告特例通知」の表記を追加

事後
平成３０年度運用見直しに伴
う記載事項の追加

令和2年3月19日
Ⅰ
（別添１）事務の内容

年金保険者からパンチ事業者（※職員）への事
務の流れの表記中「②申告情報（紙）（年金支
払報告書）」

年金保険者からパンチ事業者（※職員）への事
務の流れの表記中「②申告情報（紙）（公的年
金等支払報告書）」

事後 誤記載による修正

令和2年3月19日

Ⅰ２
システム６
②システムの機能

・地方税ポータルシステム「eLTAX」は、地方税
の電子化を推進することにより、納税者の利便
性の向上を図るとともに、税務事務の高度化及
び効率化に寄与するため、平成１７年１月に地
方税電子化協議会でサービスを開始したシス
テムであり、対象税目を順次追加している。
・このシステムでは、個人住民税等の申告、法
定調書の提出、各種申請届出について、書面
に代えてインターネットを通じて手続が行えるも
のである。また、年金保険者とは、ＤＶＤを介し
て手続を行っている。
・松山市にeLTAXで申告された給与支払報告
書等データは、総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡ
Ｎ）を通じ、審査システムが受領する。
・審査システムには、給与・公的年金等の支払
をする者から、一般社団法人地方税電子化協
議会が運営管理する地方税ポータルセンタ
（eLTAX）を通じて、給与支払報告書、公的年金
等支払報告書等を受領する。また、地方税ポー
タルセンタ（eLTAX）を通じて、給与所得及び年
金所得者に係る特別徴収税額を特別徴収義務
者及び年金保険者に送付する等の機能があ
る。

・地方税ポータルシステム「eLTAX」は、地方税
の電子化を推進することにより、納税者の利便
性の向上を図るとともに、税務事務の高度化及
び効率化に寄与するため、平成１７年１月に旧
地方税電子化協議会でサービスを開始したシ
ステムであり、対象税目を順次追加している。
・このシステムでは、個人住民税等の申告、法
定調書の提出、各種申請届出について、書面
に代えてインターネットを通じて手続が行えるも
のである。
・松山市にeLTAXで申告された給与支払報告
書等データは、総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡ
Ｎ）を通じ、審査システムが受領する。
・審査システムには、給与・公的年金等の支払
をする者から、地方税共同機構が運営管理す
る地方税ポータルセンタ（eLTAX）を通じて、給
与支払報告書、公的年金等支払報告書等を受
領する。また、地方税ポータルセンタ（eLTAX）
を通じて、給与所得者及び年金所得者に係る
特別徴収税額を特別徴収義務者及び年金保険
者に送付する等の機能がある。
・松山市は、eLTAXで申告された給与支払報告
書等データの本人確認用のため、蓄積している
特定個人情報ファイルを審査システム（eLTAX)
を通じて地方税ポータルセンタ（ｅＬＴＡＸ）へ送
付する。
・地方税ポータルセンタ（ｅＬＴＡＸ）を通じて寄附
金税額控除に係る申告特例通知データ等を他
の地方団体との間で送付及び受領する。

事後

平成３１年４月１日付組織の
移行による修正及び誤記載に
よる修正並びに平成３０年度
での運用見直しに伴う記載事
項の追加
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和2年3月19日
Ⅱ３
⑧使用方法

②賦課決定事務
・資料併合時に同一人の資料が複数存在する
場合、個人番号を名寄せの判断材料として利
用する。
・納税通知書に個人番号を記載する。（当面記
載しない）
・給与特別徴収税額決定通知書（特別徴収義
務者用）に個人番号を記載する。
　（平成３０年度課税分以降、書面で送付する
場合は当面記載しない）

②賦課決定事務
・納税通知書に個人番号を記載する。（当面記
載しない）
・給与特別徴収税額決定通知書（特別徴収義
務者用）に個人番号を記載する。
　（平成３０年度課税分以降、書面で送付する
場合は当面記載しない）•
・住登外課税対象者に対して個人住民税の課
税を行う場合に、住所地市町村に送付する地
方税法第294条第３項通知（住登外課税通知）
に個人番号を記載する。

事後
誤記載による修正及び運用
見直しに伴う記載事項の追
加・削除

令和2年3月19日
Ⅱ３
③入手の時期・頻度

【eLTAXより入手】
・給与支払報告書　　随時
・公的年金等支払報告書　　随時
・確定申告書、更正の請求、修正申告書　随時
・法定資料（報酬、配当など）　　５月
・特別徴収税額通知の処理結果通知　 ９月
・年金特別徴収対象者情報　    ５月
・特別徴収処理停止通知の処理結果通知　 年
１２回
・特別徴収税額等変更通知の処理結果通知
年９回
・特別徴収結果通知　　年６回

【他自治体より入手】
・寄附金税額控除に係る申告特例通知書
・回送資料（給与支払報告書等）

【eLTAXより入手】
・給与支払報告書　　随時
・公的年金等支払報告書　　随時
・確定申告書、更正の請求、修正申告書　随時
・法定資料（報酬、配当など）　　５月
・年金特別徴収税額通知の処理結果通知　 ９
月
・年金特別徴収対象者情報　   ５月
・年金特別徴収処理停止通知の処理結果通知
年１２回
・年金特別徴収税額等変更通知の処理結果通
知　年１０回
・年金特別徴収結果通知　　年６回
・寄附金税額控除に係る申告特例通知書　１月
末
・住登外課税通知　随時

【他自治体より入手】
・回送資料（給与支払報告書等）　随時

事後

誤記載による修正及び入手
の時期の追加並びに運用見
直しに伴う記載事項の追加・
修正

令和2年3月19日
Ⅰ（備考）
（別添１）事務の内容

次の文を追加する。
⑮税務署通知データを、国税連携システム
（eLTAX)を通じて国税庁へ送付する。

事後
平成３０年度運用見直しに伴
う記載事項の追加

令和2年3月19日
Ⅱ３
⑧使用方法

①課税資料受付事務
・確定申告書、住民税申告書、給与支払報告
書、公的年金等支払報告書に記載された個人
番号を取得し、内部識別番号である宛名番号と
紐付ける。
・住登外課税対象者に対して個人住民税の課
税を行う場合に、住所地市町村に送付する地
方税法第２９４条第３項通知（住登外課税通知）
に個人番号を記載する。

①課税資料受付事務
・確定申告書、住民税申告書、給与支払報告
書、公的年金等支払報告書、寄付金税額控除
に係る申告特例通知に記載された個人番号を
取得し、内部識別番号である宛名番号と紐付け
る。
・他自治体より個人番号が記載された地方税法
第294条第3項通知（住登外課税通知）をeLTAX
を通じて受け取り、個人住民税システムに登録
する。

事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加・削除

令和2年3月19日

Ⅱ3
⑦使用の主体
使用部署

電子行政課 ＩＣＴ戦略課 事後 課名の変更による修正

令和2年3月19日
Ⅰ
（別添１）事務の内容

国税連携システム（eLTAX)から国税庁への事
務の流れに特定個人情報の矢印を追加及び
「⑮税務署通知データ」の表記を記載

事後
平成３０年度運用見直しに伴
う記載事項の追加

令和2年3月19日
Ⅰ
（別添１）事務の内容

個人住民税システムから国税連携システム
（eLTAX)への事務の流れに特定個人情報の矢
印を追加及び「⑮税務署通知データ」の表記を
記載

事後
平成３０年度運用見直しに伴
う記載事項の追加

令和2年3月19日
Ⅰ（備考）
（別添１）事務の内容

次の文を追加する。
⑭松山市において蓄積している個人情報ファイ
ル（本人確認用）を審査システム（ｅＬＴＡＸ）に格
納する。

事後
平成３０年度運用見直しに伴
う記載事項の追加

令和2年3月19日
Ⅰ（備考）
（別添１）事務の内容

⑨住民、給与支払者へ税額通知等を行う。ま
た、eLTAXシステムより年金支払者に通知す
る。（給与支払者へ通知する税額通知は課税
年度によっては特定個人情報ではない。）

⑨住民、給与支払者及び年金支払者へ税額通
知を行う。

事後
平成３０年度運用見直しに伴
う記載事項の修正

令和2年3月19日
Ⅰ
（別添１）事務の内容

個人住民税システムにおける個人住民税情報
ファイルから審査システム（ｅＬＴＡＸ）への事務
の流れに特定個人情報の矢印を追加及び「⑭
特定個人情報ファイル（本人確認用）」の表記を
記載

事後
平成３０年度運用見直しに伴
う記載事項の追加

令和2年3月19日
Ⅰ
（別添１）事務の内容

個人住民税システムから給与支払者及び審査
システム（eLTAX)から給与支払者への事務の
流れに特定個人情報の矢印を追加及び「⑨税
額通知（電子）（給与特徴）」の表記を記載

事後
平成３０年度運用見直しに伴
う記載事項の追加
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先４
④提供する情報の対象となる
本人の数

［　１０万人以上１００万人未満　　］ 事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先４
⑥提供方法

［○］その他　（ｅＬＴＡＸ　　　） 事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先４
①法令上の根拠

番号法施行規則第３条第１項第５号 事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日
Ⅱ５
提供先４

提供先４　　地方税共同機構 事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先４
③提供する情報

個人番号、識別番号（納税者ＩＤ）、ファイル区分
（登録、削除）

事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先４
②提供先における用途

納税者から提出された申告書等データの本人
確認のため

事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先４
⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

松山市に対して電子申告を行った者のうち、松
山市にて本人確認を行った者

事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

Ⅱ４
委託事項５
⑧再委託の許諾方法

一般社団法人地方税電子化協議会 地方税共同機構 事後
平成３１年４月１日付組織の
移行による修正

令和2年3月19日

Ⅱ４
委託事項５
⑥委託先名

一般社団法人地方税電子化協議会 地方税共同機構 事後
平成３１年４月１日付組織の
移行による修正

令和2年3月19日
Ⅱ５
提供・移転の有無

［○］提供を行っている（　　　５７）件　［○］移転
を行っている（　　　２８）件［　］行っていない

［○］提供を行っている（　　　６０）件　［○］移転
を行っている（　　　２９）件［　］行っていない

事後 法令改正による件数の修正

令和2年3月19日

Ⅱ４
委託事項５
⑨再委託事項

一般社団法人地方税電子化協議会 地方税共同機構 事後
平成３１年４月１日付組織の
移行による修正

令和2年3月19日

Ⅱ４
委託事項４
⑧再委託の許諾方法

一般社団法人地方税電子化協議会 地方税共同機構 事後
平成３１年４月１日付組織の
移行による修正

令和2年3月19日

Ⅱ４
委託事項３
①委託内容

年金支払報告書 公的年金等支払報告書 事後 誤記載による修正

令和2年3月19日

Ⅱ４
委託事項５
⑤委託先名の確認方法

一般社団法人地方税電子化協議会 地方税共同機構 事後
平成３１年４月１日付組織の
移行による修正

令和2年3月19日

Ⅱ４
委託事項５
②取扱いを委託する特定個人
情報ファイルの範囲
その妥当性

総務省の指定法人である一般社団法人地方税
電子化協議会

地方税法により設置された地方税共同機構 事後
平成３１年４月１日付組織の
移行による修正

令和2年3月19日
Ⅱ３
⑧使用方法

④調査事務
• 納税義務者の居住する市町村以外に居住す
る控除対象配偶者、扶養親族について控除の
要件を満たしているか否かの問い合わせに情
報提供ネットワークシステムを利用する。

④調査事務
• 納税義務者の居住する市町村以外に居住す
る配偶者、扶養親族について控除の要件を満
たしているか否かの問い合わせに情報提供
ネットワークシステムを利用する。

事後
地方税法改正による記載事
項の修正

令和2年3月19日

Ⅱ４
委託事項１
④委託内容先への特定個人
情報ファイルの提供方法

電子行政課 ＩＣＴ戦略課 事後 課名の変更による修正

令和2年3月19日

Ⅱ３
⑧使用方法
　情報の突合※

・上記項番①～④において、内部識別番号の
宛名番号と個人番号を紐付て使用する。
・上記項番②の資料併合において、個人番号を
利用して課税資料の突合を行う。

・上記項番①～④において、内部識別番号の
宛名番号と個人番号を紐付て使用する。

事後 誤記載による削除
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

［　　　1万人未満　　　］ 事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先５
⑥提供方法

［　○　］その他　（eLTAX     ) 事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日
Ⅱ５
提供先５

他自治体の長（市区町村） 事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先５
③提供する情報

住登外課税とした旨及び住所、氏名等 事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先５
①法令上の根拠

地方税法第294条第3項

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先５
②提供先における用途

個人住民税賦課決定に利用するため

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先５
⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

住登外課税とした者 事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先５
④提供する情報の対象となる
本人の数

事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先４
⑦時期・頻度

随時 事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番

117 事後 法改正による追加

法改正による追加

法改正による追加令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
情報提供者

市町村長

令和2年3月19日

（別紙）１番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番

53 事後

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
情報提供者

令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
情報照会者

市町村長 事後 法改正による追加

知的障害者福祉法による障害福祉サービス、
障害者支援施設等への入所等の措置又は費
用の徴収に関する事務であって主務省令で定
めるもの

事後

事後

法改正による追加

令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
特定個人情報

地方税関係、住民票関係情報又は障害者自立
支援給付関係情報であって主務省令で定める
もの

事後 法改正による追加

令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
事務

令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
情報照会者

市町村長 事後

市町村長 事後令和2年3月19日

令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
事務

法改正による追加

法改正による追加

法改正による追加

法改正による追加

地方税関係、住民票関係情報又は障害者自立
支援給付関係情報であって主務省令で定める
もの

事後

身体障害者福祉法による障害福祉サービス、
障害者支援施設等への入所等の措置又は費
用の徴収に関する事務であって主務省令で定
めるもの

事後

令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
特定個人情報

令和2年3月19日

（別紙）１番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番

法改正による追加20 事後

事後
（別添２）特定個人情報ファイ
ル記録項目

令和2年3月19日

Ⅱ５
提供先５
⑦時期・頻度

随時 事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

運用見直しに伴う記録項目の
追加

令和2年3月19日

４７６．新年度媒体区分、４７７．新年度受取方
法、４７８．新年度通知先アドレス、４７９．新年
度通知先アドレス更新日
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和2年3月19日

Ⅲ２
リスク１
対象者以外の情報の入手を
防止するための措置の内容

・他市町村から松山市へ送信される情報には、
提出先が松山市と記載されており、これにより、
対象者以外の情報が入手できないようシステ
ムで制御している。

事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

（別紙２）松山市個人番号の
利用等に関する条例第３条第
１項第３号、同条第３項に定
める者（移転先）
移転先（課）

保育・幼稚園課 事後 条例改正による追加

令和2年3月19日

Ⅲ２
リスク３
入手の際の本人確認の措置
の内容

一般社団法人地方税電子化協議会 旧一般社団法人地方税電子化協議会 事後
平成３１年４月１日付組織の
移行による修正

保育・幼稚園課 事後 条例改正による追加

令和2年3月19日

（別紙２）松山市個人番号の
利用等に関する条例第３条第
１項第３号、同条第３項に定
める者（移転先）
項番

独自利用 事後 条例改正による追加

条例改正による追加

令和2年3月19日

（別紙２）松山市個人番号の
利用等に関する条例第３条第
１項第３号、同条第３項に定
める者（移転先）
移転先（部）

保健福祉部 事後 条例改正による追加

120 事後

令和2年3月19日

（別紙２）松山市個人番号の
利用等に関する条例第３条第
１項第３号、同条第３項に定
める者（移転先）
移転先の用途

病児・病後児保育事業 事後

令和2年3月19日

（別紙２）松山市個人番号の
利用等に関する条例第３条第
１項第３号、同条第３項に定
める者（移転先）
移転先（課）

法改正による修正

令和2年3月19日

（別紙２）松山市個人番号の
利用等に関する条例第３条第
１項第３号、同条第３項に定
める者（移転先）
項番

独自利用 事後 条例改正による追加

令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番

119

令和2年3月19日

（別紙２）松山市個人番号の
利用等に関する条例第３条第
１項第３号、同条第３項に定
める者（移転先）
移転先（部）

保健福祉部 事後 条例改正による追加

条例改正による追加令和2年3月19日

（別紙２）松山市個人番号の
利用等に関する条例第３条第
１項第３号、同条第３項に定
める者（移転先）
移転先の用途

一時預かり事業 事後

事後 法改正による追加

令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
情報提供者

市町村長 事後 法改正による追加

令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
情報照会者

厚生労働大臣 事後

令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
特定個人情報

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付等関係情報であって主務省令で定める
もの

事後

法改正による追加

令和2年3月19日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
事務

年金生活者支援給付金の支給に関する法律に
よる年金生活者支援給付金の支給に関する事
務であって主務省令で定めるもの

法改正による追加
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

誤記載の修正

令和3年11月11日
Ⅰ 2
システム5 ②システムの機能

①eLTAX審査クライアントから取得した確定申
告書データ（e-Taxの国税連携データ）を取込
み、個人住民税システム用にデータ変換を行
う。

①国税連携システムから取得した確定申告書
データ（e-Taxの国税連携データ）を取込み、個
人住民税システム用にデータ変換を行う。

事後 誤記載の修正

令和3年11月11日
Ⅰ 2
システム4 ②システムの機能

・国税庁にe-TAXで申告された所得税申告書等
データ及び国税庁に書面で申告された所得税
申告書等データが総合情報ネットワーク
（LGWAN）を通じ送付される。

・国税庁にe-TAXで申告された所得税申告書等
データ及び国税庁に書面で申告された所得税
申告書等データが総合行政ネットワーク
（LGWAN）を通じ送付される。

事後

次の文を追加する。
・特定個人情報の入手元である他自治体から
の入手は、地方税ポータルセンタ（eLTAX)と
LGWANを介し、国税連携システムを利用して入
手している。

事後
運用見直しに伴う記載事項の
追加

令和2年3月19日

Ⅲ５
リスク２
リスクに対する措置の内容

なお、審査システムの厚生労働大臣等及び企
業等の給与支払者との間の連携は、松山市と
厚生労働大臣等及び地方税共同機構とはＬＧ
ＷＡＮ、企業等の給与支払者とはＬＧＷＡＮとイ
ンターネット回線を用い、暗号化した上で、決め
られた情報のみを提供するようにシステムで制
御している。

なお、審査システムの厚生労働大臣等及び企
業等の給与支払者又は地方税共同機構との間
の連携は、松山市と厚生労働大臣等とはＬＧＷ
ＡＮとＤＶＤ、企業等の給与支払者とはＬＧＷＡＮ
とインターネット回線、地方税共同機構とは
LGWANを用い、暗号化した上で、決められた情
報のみを提供するようにシステムで制御してい
る。

事後
運用見直しに伴う記載事項の
修正・追加

令和2年3月19日

Ⅲ５
リスク１
特定個人情報の提供・移転の
記録
具体的な方法

・移転は庁内ネットワークや庁内システム間連
携時のログ、アクセスログ、収受両システムの
タイムスタンプにより確認できる。また、一部の
独自利用については対象者を限定し、その対
象者の情報のみを紙ベースで提供する。
・審査システムは、厚生労働大臣等及び企業等
の給与支払者又は一般社団法人地方税との間
の連携は、番号法第１９条第１号に基づき、特
定個人情報（特別徴収税額通知等）の提供を行
う。
なお、厚生労働大臣等及び企業等の給与支払
者との間の連携は、本市と厚生労働大臣等と
は、ＬＧＷＡＮとDVD、企業等の給与支払者とは
ＬＧＷＡＮとインターネット回線を用い、暗号化し
た上で、決められた情報のみを提供するように
システムで制御している。
・国税連携システムの国税庁及び他市町村と
の間の連携は、番号法第１９条第８号に基づ
き、特定個人情報（扶養是正情報等）の提供を
行う。
その際には、番号法第１９条第８号、番号法施
行令第２３条等の規定に基づき、特定個人情報
の提供を受ける者の名称、特定個人情報の提
供の日時及び提供する特定個人情報の項目を
記録して、７年間保存するなどの措置をとる。
なお、国税庁及び他市町村との間の連携は、
松山市と国税庁及び他市町村とは、ＬＧＷＡＮ
及び専用線を用い、暗号化した上で、決められ
た情報のみを提供するようにシステムで制御し
ている。

・移転は庁内ネットワークや庁内システム間連
携時のログ、アクセスログ、収受両システムの
タイムスタンプにより確認できる。また、一部の
独自利用については対象者を限定し、その対
象者の情報のみを紙ベースで提供する。
・審査システムにおける厚生労働大臣等及び企
業等の給与支払者又は地方税共同機構との間
の連携は、番号法第１９条第１号に基づき、特
定個人情報（特別徴収税額通知等）の提供を行
う。
なお、厚生労働大臣等及び企業等の給与支払
者との間の連携は、本市と厚生労働大臣等と
はＬＧＷＡＮとDVD、企業等の給与支払者とはＬ
ＧＷＡＮとインターネット回線、地方税共同機構
とはLGWANを用い、暗号化した上で、決められ
た情報のみを提供するようにシステムで制御し
ている。
・地方税共同機構との連携では、審査システム
（eLTAX)を利用して地方税ポータルセンタ
（eLTAX)へ提供する特定個人情報について
は、送信処理の際に、提供した情報のファイル
名、送信処理の日時及び結果等が審査システ
ム（eLTAX)に記録される。・国税連携システム
の国税庁及び他市町村との間の連携は、番号
法第１９条第８号に基づき、特定個人情報（扶
養是正情報等）の提供を行う。その際には、番
号法第１９条第８号、番号法施行令第２３条等
の規定に基づき、特定個人情報の提供を受け
る者の名称、特定個人情報の提供の日時及び
提供する特定個人情報の項目を記録して、７年
間保存するなどの措置をとる。なお、国税庁及
び他市町村との間の連携は、松山市と国税庁
及び他市町村とは、ＬＧＷＡＮ及び専用線を用
い、暗号化した上で、決められた情報のみを提
供するようにシステムで制御している。

事後
平成３１年４月１日付組織の
移行による修正および運用見
直しに伴う記載事項の修正

令和2年3月19日
Ⅲ４
情報保護管理体制の確認

一般社団法人地方税電子化協議会 地方税共同機構 事後
平成３１年４月１日付組織の
移行による修正

令和2年3月19日

Ⅲ２
リスク４
リスクに対する措置の内容

令和2年3月19日

Ⅲ２
リスク３
個人番号の真正性確認の措
置の内容

一般社団法人地方税電子化協議会 旧一般社団法人地方税電子化協議会 事後
平成３１年４月１日付組織の
移行による修正
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

使用部署の一部削除

令和3年11月11日
Ⅱ 4
委託事項1 ⑥委託先名

富士通株式会社　松山支店

法令上の根拠を修正

令和3年11月14日

事後 法令上の根拠を修正

【保健福祉部】国保・年金課、高齢福祉課、介護
保険課、障がい福祉課、保健予防課、健康づく
り推進課、子育て支援課、生活福祉総務課、保
育・幼稚園課、【都市整備部】住宅課、【理財部】
納税課、資産税課、【総合政策部】ＩＣＴ戦略課、
【市民部】市民課、市民サービスセンター（フジ
グラン松山・いよてつ髙島屋）、支所（三津浜・
和気・堀江・垣生・興居島・五明・伊台・小野・石
井・久谷・潮見・久枝・味生・桑原・道後・生石・
余土・湯山・久米・浮穴・北条・中島）、久谷支所
出口出張所、【教育委員会事務局】学校教育
課、【総務部】人事課

事後

令和3年11月11日
Ⅱ 5
提供先4　①法令の根拠

番号法施行規則第３条第１項第５号 番号法施行規則第２条第１項第５号

番号法第１９条第７号及び別表第２ 番号法第１９条第８号及び別表第２ 事後 法令上の根拠を修正

令和3年11月11日
Ⅱ　5
提供先2　①法令の根拠

番号法第１９条第７号 番号法第１９条第８号 事後

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二（第１、２、３、４、６、８、
９、１１、１６、１８、２３、２６、２７、２８、２９、３１、
３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５４、５
７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、６６、６７、
７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８７、９１、９
２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０６、１０７、１
０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１９の項）
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１９条、
第２０条、第２１条、第２２条、第２２条の２、第２
３条、第２４条、第２５条、第２６条の３、第２８
条、第３１条、第３４条、第３５条、第３６条、第３
７条、第３８条、第３９条、第４０条、第４３条、第
４３条の３、第４３条の４、第４４条、第４４条の
２、第４５条、第４７条、第４９条、第４９条の２、
第５０条、第５１条、第５３条、第５４条、第５５
条、第５８条、第５９条、第５９条の２、第５９条の
３

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二の２７の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
２０条

令和3年11月11日
Ⅱ　5
提供先3　①法令の根拠

番号法第１９条第９号 番号法第１９条第１０号 事後 法令上の根拠を修正

令和3年11月11日

Ⅱ2
④記録される項目
全ての記録項目

４８０．所得金額調整控除適用フラグ、４８１．特
定支出の額、４８２．所得金額調整控除額、４８
３．分離長期一般特控前、４８４．分離長期一般
特控額、４８５．分離長期特定所得額、４８６．分
離長期軽課特控前、４８７．分離長期軽課特控
額、４８８．分離短期一般特控前、４８９．分離短
期一般特控額、４９０．分離短期軽減特控前、４
９１．分離短期軽減特控額

事後
番号制度データ標準レイアウ
ト改版に伴う記録項目の追加

富士通Ｊａｐａｎ株式会社　愛媛支社 事後 社名変更に伴う修正

令和3年11月11日
Ⅰ 6
②法令上の根拠

Ⅱ 3
⑦使用者の主体　使用部署

【保健福祉部】国保・年金課、高齢福祉課、介護
保険課、障がい福祉課、保健予防課、健康づく
り推進課、子育て支援課、生活福祉総務課、保
育・幼稚園課、【都市整備部】住宅課、【理財部】
納税課、資産税課、【総合政策部】ＩＣＴ戦略課、
【市民部】市民課、市民サービスセンター（松山
三越・フジグラン松山・いよてつ髙島屋）、支所
（三津浜・和気・堀江・垣生・興居島・五明・伊
台・小野・石井・久谷・潮見・久枝・味生・桑原・
道後・生石・余土・湯山・久米・浮穴・北条・中
島）、久谷支所出口出張所、【教育委員会事務
局】学校教育課、【総務部】人事課

Ⅱ　5
提供先1　①法令の根拠

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二（第１、２、３、４、６、８、
９、１１、１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、
３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５
３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、
６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８
７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０
６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１
７、１２０の項）
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１４条、
第１６条、第１９条、第２０条、第２１条、第２２
条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条、第２４
条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、第２６
条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１条の
２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３４条、
第３５条、第３６条、第３７条、第３８条、第３９
条、第４０条、第４３条、第４３条の３、第４３条の
４、第４４条、第４４条の２、第４５条、第４７条、
第４９条、第４９条の２、第５１条、第５３条、第５
４条、第５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２
の２、第５９条の２の３、第５９条の３

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二の２７の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
２０条

事後 法令上の根拠を修正

令和3年11月11日

令和3年11月11日
Ⅱ 6
③消去方法

＜松山市の措置＞
消除後５年間を経過した場合は、パッケージ機
能にて対象者情報を消去する予定である。

＜松山市の措置＞
消除期間を経過した場合は、パッケージ機能に
て対象者情報を消去する予定である。

事後 誤記載の修正

令和3年11月11日
Ⅱ 6
②保管期間 その妥当性

地方税法第１７条の５により、７年間保管が必
要。ただし、データ削除後の６年間は、課税台
帳システムでデータ保管して証明発行する。そ
のデータは、特定個人情報には該当しないデー
タである。

証明発行のため１１年間（現年＋１０年）保管が
必要。

事後 誤記載の修正
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和3年11月11日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番8 事務

児童福祉法による里親の認定、養育里親の登
録又は障害児入所給付費、高額障害児入所給
付費若しくは特定入所障害児食費等給付費の
支給に関する事務であって主務省令で定める
もの

児童福祉法による養育里親若しくは養子縁組
里親の登録、里親の認定又は障害児入所給付
費、高額障害児入所給付費若しくは特定入所
障害児食費等給付費の支給に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

事後 法改正による修正

令和3年11月11日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番26 特定個人情報

地方税関係情報、母子保健法による養育医療
の給付若しくは養育医療に要する費用の支給
に関する情報、児童手当法による児童手当若
しくは特例給付の支給に関する情報（以下「児
童手当関係情報」という。）、介護保険給付等関
係情報又は障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律による自立支援
給付の支給に関する情報であって主務省令で
定めるもの

地方税関係情報、母子保健法による養育医療
の給付若しくは養育医療に要する費用の支給
に関する情報、児童手当法による児童手当若
しくは特例給付の支給に関する情報（以下「児
童手当関係情報」という。）、介護保険給付等関
係情報又は障害者自立支援給付関係情報で
あって主務省令で定めるもの

事後 法改正による修正

令和3年11月11日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番11 特定個人情報

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情
報、地方税関係情報、住民票関係情報、介護
保険給付等関係情報又は障害者自立支援給
付関係情報であって主務省令で定めるもの

事後 法改正による修正

令和3年11月11日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番8 特定個人情報

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情
報、地方税関係情報、住民票関係情報、介護
保険給付等関係情報又は障害者の日常生活
及び社会生活を総合的に支援するための法律
による自立支援給付の支給に関する情報（以
下「障害者自立支援給付関係情報」という。）で
あって主務省令で定めるもの

事後 法改正による修正

令和3年11月11日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番106 特定個人情報

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

地方税関係情報、住民票関係情報又は児童手
当関係情報であって主務省令で定めるもの

事後 法改正による修正

令和3年11月11日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番97 特定個人情報

地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

事後 法改正による修正

令和3年11月11日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番87 特定個人情報

地方税関係情報、母子保健法による養育医療
の給付若しくは養育医療に要する費用の支給
に関する情報、児童手当関係情報、介護保険
給付等関係情報又は障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支援するための法律によ
る自立支援給付の支給に関する情報であって
主務省令で定めるもの

地方税関係情報、母子保健法による養育医療
の給付若しくは養育医療に要する費用の支給
に関する情報、児童手当関係情報、介護保険
給付等関係情報又は障害者自立支援給付関
係情報であって主務省令で定めるもの

事後 法改正による修正

令和3年11月11日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番116 事務

子ども・子育て支援法による子どものための教
育・保育給付の支給又は地域子ども・子育て支
援事業の実施に関する事務であって主務省令
で定めるもの

子ども・子育て支援法による子どものための教
育・保育給付若しくは子育てのための施設等利
用給付の支給又は地域子ども・子育て支援事
業の実施に関する事務であって主務省令で定
めるもの

事後 法改正による修正

令和3年11月11日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番108 特定個人情報

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情
報、地方税関係情報、住民票関係情報、介護
保険給付等関係情報又は障害者自立支援給
付関係情報であって主務省令で定めるもの

事後 法改正による修正

令和3年11月11日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番107 特定個人情報

地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の

地方税関係情報又は住民票関係情報であって
主務省令で定めるもの

事後 法改正による修正

令和3年11月11日

（別紙１）番号法別表第2に掲
げる情報照会者
項番116 特定個人情報

児童福祉法による障害児通所支援に関する情
報、地方税関係情報、住民票関係情報又は障
害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律による自立支援給付の支給に
関する情報であって主務省令で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関する情
報、地方税関係情報、住民票関係情報又は障
害者自立支援給付関係情報であって主務省令
で定めるもの

事後 法改正による修正
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和3年11月11日

Ⅲ 2
リスク3 個人番号の真正性確
認の措置の内容

住民又は個人事業主（その者の代理人含む。）
からの申告等情報は、マイナンバーカード又は
通知カード、マイナンバーの記載のある住民票
の写しなどの提示（郵送申告の場合は、添付さ
れたそれらの写し）、統合宛名システム等との
照合により個人番号の真正性確認を行ってい
る。

（eLTAXからの入手分）
旧一般社団法人地方税電子化協議会からの通
知（平成２９年１２月１４日付け、地電協第６２４
号）に基づき、平成３０年以降に提出される申
告書等は、原則、番号法施行規則第３条第１項
第５号に基づき、保有している特定個人情報
ファイル、又は番号法施行規則第４条第２号ロ
に基づき、当該番号確認書類により個人番号
の真正性確認を行っている。

住民又は個人事業主（その者の代理人含む。）
からの申告等情報は、マイナンバーカード又は
通知カード、マイナンバーの記載のある住民票
の写しなどの提示（郵送申告の場合は、添付さ
れたそれらの写し）、統合宛名システム等との
照合により個人番号の真正性確認を行ってい
る。

（eLTAXからの入手分）
旧一般社団法人地方税電子化協議会からの通
知（平成２９年１２月１４日付け、地電協第６２４
号）に基づき、平成３０年以降に提出される申
告書等は、原則、番号法施行規則第２条第１項
第５号に基づき、保有している特定個人情報
ファイル、又は番号法施行規則第３条第２号ロ
に基づき、当該番号確認書類により個人番号
の真正性確認を行っている。

事後 法令上の根拠を修正

令和3年11月11日

Ⅲ 2
リスク3 入手の際の本人確認
の措置の内容

住民又は個人事業主（その者の代理人含む。）
からの申告等情報は、マイナンバーカード又は
通知カード、運転免許証などの顔写真付き証明
書類などの提示（郵送申告の場合は、それら本
人確認書類の写しの添付。代理人の場合は委
任状等）で本人確認を行う。

（eLTAXからの入手分）
・行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律施行規則（平成
２６年内閣府令・総務省令第３号。以下「番号法
施行規則」という。）第４条（電子情報処理組織
を使用して個人番号の提供を受ける場合の本
人確認の措置）第２号ハに掲げる、署名用電子
証明書及び当該電子証明書により確認される
電子署名が行われた当該提供に係る情報の送
信を受けることで確認する。
・旧一般社団法人地方税電子化協議会からの
通知（平成２９年１２月１４日付け、地電協第６２
４号）に基づき、平成３０年以降に提出される申
告書等は、原則、番号法施行規則第３条第１項
第５号に基づき、保有している特定個人情報
ファイルで番号確認を行うか、番号法施行規則
第４条第２号ロに基づき、当該番号確認書類で
番号確認を行う。

住民又は個人事業主（その者の代理人含む。）
からの申告等情報は、マイナンバーカード又は
通知カード、運転免許証などの顔写真付き証明
書類などの提示（郵送申告の場合は、それら本
人確認書類の写しの添付。代理人の場合は委
任状等）で本人確認を行う。

（eLTAXからの入手分）
・行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律施行規則（平成
２６年内閣府令・総務省令第３号。以下「番号法
施行規則」という。）第３条（電子情報処理組織
を使用して個人番号の提供を受ける場合の本
人確認の措置）第２号ハに掲げる、署名用電子
証明書及び当該電子証明書により確認される
電子署名が行われた当該提供に係る情報の送
信を受けることで確認する。
・旧一般社団法人地方税電子化協議会からの
通知（平成２９年１２月１４日付け、地電協第６２
４号）に基づき、平成３０年以降に提出される申
告書等は、原則、番号法施行規則第２条第１項
第５号に基づき、保有している特定個人情報
ファイルで番号確認を行うか、番号法施行規則
第３条第２号ロに基づき、当該番号確認書類で
番号確認を行う。

事後 法令上の根拠を修正

令和3年11月11日

Ⅲ 5
リスク1 特定個人情報の提
供・移転の記録　具体的な方
法

・審査システムにおける厚生労働大臣等及び企
業等の給与支払者又は地方税共同機構との間
の連携は、番号法第１９条第１号に基づき、特
定個人情報（特別徴収税額通知等）の提供を行
う。
なお、厚生労働大臣等及び企業等の給与支払
者との間の連携は、本市と厚生労働大臣等と
はＬＧＷＡＮとDVD、企業等の給与支払者とはＬ
ＧＷＡＮとインターネット回線、地方税共同機構
とはLGWANを用い、暗号化した上で、決められ
た情報のみを提供するようにシステムで制御し
ている。
・地方税共同機構との連携では、審査システム
（eLTAX)を利用して地方税ポータルセンタ
（eLTAX)へ提供する特定個人情報について
は、送信処理の際に、提供した情報のファイル
名、送信処理の日時及び結果等が審査システ
ム（eLTAX)に記録される。
・国税連携システムの国税庁及び他市町村と
の間の連携は、番号法第１９条第８号に基づ
き、特定個人情報（扶養是正情報等）の提供を
行う。
その際には、番号法第１９条第８号、番号法施
行令第２３条等の規定に基づき、特定個人情報
の提供を受ける者の名称、特定個人情報の提
供の日時及び提供する特定個人情報の項目を
記録して、７年間保存するなどの措置をとる。
なお、国税庁及び他市町村との間の連携は、
松山市と国税庁及び他市町村とは、ＬＧＷＡＮ
及び専用線を用い、暗号化した上で、決められ
た情報のみを提供するようにシステムで制御し
ている。

・審査システムにおける厚生労働大臣等及び企
業等の給与支払者又は地方税共同機構との間
の連携は、番号法第１９条第１号に基づき、特
定個人情報（特別徴収税額通知等）の提供を行
う。
なお、厚生労働大臣等及び企業等の給与支払
者との間の連携は、本市と厚生労働大臣等と
はＬＧＷＡＮとDVD、企業等の給与支払者とはＬ
ＧＷＡＮとインターネット回線、地方税共同機構
とはLGWANを用い、暗号化した上で、決められ
た情報のみを提供するようにシステムで制御し
ている。
・地方税共同機構との連携では、審査システム
（eLTAX)を利用して地方税ポータルセンタ
（eLTAX)へ提供する特定個人情報について
は、送信処理の際に、提供した情報のファイル
名、送信処理の日時及び結果等が審査システ
ム（eLTAX)に記録される。
・国税連携システムの国税庁及び他市町村と
の間の連携は、番号法第１９条第９号に基づ
き、特定個人情報（扶養是正情報等）の提供を
行う。
その際には、番号法第１９条第９号、番号法施
行令第２３条等の規定に基づき、特定個人情報
の提供を受ける者の名称、特定個人情報の提
供の日時及び提供する特定個人情報の項目を
記録して、７年間保存するなどの措置をとる。
なお、国税庁及び他市町村との間の連携は、
松山市と国税庁及び他市町村とは、ＬＧＷＡＮ
及び専用線を用い、暗号化した上で、決められ
た情報のみを提供するようにシステムで制御し
ている。

事後 法令上の根拠を修正
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和4年11月11日
表紙
特記事項

操作カード（職員証）やパスワード
２要素認証（ID・パスワード・生体認証（顔認
証））

事後 認証方式の変更に伴う修正

令和3年11月11日

Ⅲ 6
リスク1 リスクに対する措置の
内容

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①情報照会機能で情報提供ネットワークシステ
ムに情報照会を行う際は、情報提供許可証の
発行と照会内容の照会許可用照合リストとの照
合を情報提供ネットワークシステムに求め、情
報提供ネットワークシステムから情報提供許可
証を受領してから情報照会を実施することにな
る。つまり、番号法上認められた情報連携以外
の照会を拒否する機能を備えており目的外提
供やセキュリティリスクに対応している。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証のほかに、ログイン・
ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の
記録が実施されるため、不適切な接続端末の
操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕
組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用し
た特定個人情報の照会及び照会した情報の受
領を行う機能。
（※２）番号法別表第2及び第19条第14号に基
づき事務手続きごとに情報照会者、情報提供
者、照会・提供可能な特定個人情報をリスト化
したもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と
職員に付与された権限に基づいた各種機能や
特定個人
情報へのアクセス制御を行う機能。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①情報照会機能で情報提供ネットワークシステ
ムに情報照会を行う際は、情報提供許可証の
発行と照会内容の照会許可用照合リストとの照
合を情報提供ネットワークシステムに求め、情
報提供ネットワークシステムから情報提供許可
証を受領してから情報照会を実施することにな
る。つまり、番号法上認められた情報連携以外
の照会を拒否する機能を備えており目的外提
供やセキュリティリスクに対応している。
②中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証のほかに、ログイン・
ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の
記録が実施されるため、不適切な接続端末の
操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕
組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用し
た特定個人情報の照会及び照会した情報の受
領を行う機能。
（※２）番号法別表第2及び第19条第15号に基
づき事務手続きごとに情報照会者、情報提供
者、照会・提供可能な特定個人情報をリスト化
したもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と
職員に付与された権限に基づいた各種機能や
特定個人
情報へのアクセス制御を行う機能。

事後 法令上の根拠を修正

令和4年11月11日
（別紙１）番号法別表第２に掲
げる情報照会者

項番121を追加 事後 法改正による追加

令和4年11月11日

Ⅱ４
委託事項１
④委託内容先への特定個人
情報ファイルの提供方法

ＩＣＴ戦略課 システム管理課 事後 課名の変更による修正

令和4年11月11日
Ⅱ３
⑦使用者の主体　使用部署

【保健福祉部】国保・年金課、高齢福祉課、介護
保険課、障がい福祉課、保健予防課、健康づく
り推進課、子育て支援課、生活福祉総務課、保
育・幼稚園課、【都市整備部】住宅課、【理財部】
納税課、資産税課、【総合政策部】ＩＣＴ戦略課、
【市民部】市民課、市民サービスセンター（フジ
グラン松山・いよてつ髙島屋）、支所（三津浜・
和気・堀江・垣生・興居島・五明・伊台・小野・石
井・久谷・潮見・久枝・味生・桑原・道後・生石・
余土・湯山・久米・浮穴・北条・中島）、久谷支所
出口出張所、【教育委員会事務局】学校教育
課、【総務部】人事課

【保健福祉部】国保・年金課、高齢福祉課、介護
保険課、障がい福祉課、保健予防課、健康づく
り推進課、子育て支援課、生活福祉総務課、保
育・幼稚園課、【都市整備部】住宅課、【理財部】
納税課、資産税課、【総合政策部】システム管
理課、【市民部】市民課、市民サービスセンター
（フジグラン松山・いよてつ髙島屋）、支所（三津
浜・和気・堀江・垣生・興居島・五明・伊台・小
野・石井・久谷・潮見・久枝・味生・桑原・道後・
生石・余土・湯山・久米・浮穴・北条・中島）、久
谷支所出口出張所、【教育委員会事務局】学校
教育課、【総務部】人事課

事後 課名の変更による修正

令和4年11月11日
（別添２）特定個人情報ファイ
ル記録項目

業務雑所得 事後 法改正による追加
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和4年11月11日

Ⅱ３
リスク２
具体的な管理方法

カード認証 生体認証（顔認証） 事後 認証方式の変更に伴う修正

令和4年11月11日
Ⅰ６
②法令上の根拠

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二（第１、２、３、４、６、８、
９、１１、１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、
３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５
３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、
６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８
７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０
６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１
７、１２０の項）
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１４条、
第１６条、第１９条、第２０条、第２１条、第２２
条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条、第２４
条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、第２６
条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１条の
２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３４条、
第３５条、第３６条、第３７条、第３８条、第３９
条、第４０条、第４３条、第４３条の３、第４３条の
４、第４４条、第４４条の２、第４５条、第４７条、
第４９条、第４９条の２、第５１条、第５３条、第５
４条、第５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２
の２、第５９条の２の３、第５９条の３

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二の２７の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
２０条

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二（第１、２、３、４、６、８、
９、１１、１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、
３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５
３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、
６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８
７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０
６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１
７、１２０、１２１の項）
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１４条、
第１６条、第１９条、第２０条、第２１条、第２２
条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条、第２４
条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、第２６
条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１条の
２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３４条、
第３５条、第３６条、第３７条、第３８条、第３９
条、第４０条、第４３条、第４３条の３、第４３条の
４、第４４条、第４４条の２、第４５条、第４７条、
第４９条、第４９条の２、第５１条、第５３条、第５
４条、第５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２
の２、第５９条の２の３、第５９条の３

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二の２７の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
２０条

事後 法令上の根拠を追加

令和5年11月13日
Ⅱ３
⑦使用者の主体　使用部署

【保健福祉部】国保・年金課、高齢福祉課、介護
保険課、障がい福祉課、保健予防課、健康づく
り推進課、子育て支援課、生活福祉総務課、保
育・幼稚園課、【都市整備部】住宅課、【理財部】
納税課、資産税課、【総合政策部】システム管
理課、【市民部】市民課、市民サービスセンター
（フジグラン松山・いよてつ髙島屋）、支所（三津
浜・和気・堀江・垣生・興居島・五明・伊台・小
野・石井・久谷・潮見・久枝・味生・桑原・道後・
生石・余土・湯山・久米・浮穴・北条・中島）、久
谷支所出口出張所、【教育委員会事務局】学校
教育課、【総務部】人事課

【保健福祉部】国保・年金課、高齢福祉課、介護
保険課、障がい福祉課、保健予防課、健康づく
り推進課、生活福祉総務課、【こども家庭部】す
くすく支援課、子育て支援課、保育・幼稚園課、
【都市整備部】住宅課、【理財部】納税課、資産
税課、【総合政策部】システム管理課、【市民
部】市民課、市民サービスセンター（フジグラン
松山・いよてつ髙島屋）、支所（三津浜・和気・堀
江・垣生・興居島・五明・伊台・小野・石井・久
谷・潮見・久枝・味生・桑原・道後・生石・余土・
湯山・久米・浮穴・北条・中島）、久谷支所出口
出張所、【教育委員会事務局】学校教育課、【総
務部】人事課

事後 組織改正による変更

令和5年11月13日
Ⅰ６
②法令上の根拠

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二（第１、２、３、４、６、８、
９、１１、１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、
３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５
３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、
６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８
７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０
６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１
７、１２０、１２１の項）
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１４条、
第１６条、第１９条、第２０条、第２１条、第２２
条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条、第２４
条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、第２６
条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１条の
２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３４条、
第３５条、第３６条、第３７条、第３８条、第３９
条、第４０条、第４３条、第４３条の３、第４３条の
４、第４４条、第４４条の２、第４５条、第４７条、
第４９条、第４９条の２、第５１条、第５３条、第５
４条、第５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２
の２、第５９条の２の３、第５９条の３

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二の２７の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
２０条

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二（第１、２、３、４、６、８、
９、１１、１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、
３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５
３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、
６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８
７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０
６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１
７、１２０、１２１の項）
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１４条、
第１６条、第１９条、第２０条、第２１条、第２２
条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条、第２４
条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、第２６
条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１条の
２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３４条、
第３５条、第３６条、第３７条、第３８条、第３９
条、第４０条、第４３条、第４３条の３、第４３条の
４、第４４条、第４４条の２、第４５条、第４７条、
第４９条、第４９条の２、第５１条、第５３条、第５
４条、第５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２
の２、第５９条の２の３、第５９条の３、第５９条の
４、第６０条

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二の２７の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
２０条

事後 法令上の根拠を追加
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和5年11月13日

Ⅲ５
リスク1　特例個人情報の提
供・移転の記録　具体的な方
法

・移転は庁内ネットワークや庁内システム間連
携時のログ、アクセスログ、収受両システムの
タイムスタンプにより確認できる。また、一部の
独自利用については対象者を限定し、その対
象者の情報のみを紙ベースで提供する。
・審査システムにおける厚生労働大臣等及び企
業等の給与支払者又は地方税共同機構との間
の連携は、番号法第１９条第１号に基づき、特
定個人情報（特別徴収税額通知等）の提供を行
う。
なお、厚生労働大臣等及び企業等の給与支払
者との間の連携は、本市と厚生労働大臣等と
はＬＧＷＡＮとDVD、企業等の給与支払者とはＬ
ＧＷＡＮとインターネット回線、地方税共同機構
とはLGWANを用い、暗号化した上で、決められ
た情報のみを提供するようにシステムで制御し
ている。

・移転は庁内ネットワークや庁内システム間連
携時のログ、アクセスログ、収受両システムの
タイムスタンプにより確認できる。また、一部の
独自利用については対象者を限定し、その対
象者の情報のみを紙ベースで提供する。
・審査システムにおける厚生労働大臣等及び企
業等の給与支払者又は地方税共同機構との間
の連携は、番号法第１９条第１号に基づき、特
定個人情報（特別徴収税額通知等）の提供を行
う。
なお、厚生労働大臣等及び企業等の給与支払
者との間の連携は、本市と厚生労働大臣等と
はＬＧＷＡＮとDVD、企業等の給与支払者とはＬ
ＧＷＡＮとインターネット回線、地方税共同機構
とはLGWANを用い、暗号化した上で、決められ
た情報のみを提供するようにシステムで制御し
ている。

事後 法令上の根拠を修正

令和5年11月13日

Ⅲ５
リスク２　不適切な方法で提
供・移転が行わえるリスク　リ
スクに対する措置の内容

・情報照会、情報提供の記録が逐一保存される
仕組みが確立した統合宛名システム等を通し
てやり取りすることで、不適切な方法で特定個
人情報がやり取りされることを防止している。
・審査システム及び国税連携システムで提供す
る電子データについては、番号法施行規則第２
０条第２号の規定に基づく、安全性及び信頼性
を確保するために必要な基準として、内閣総理
大臣が定める基準に従って行うこととする。
なお、審査システムの厚生労働大臣等及び企
業等の給与支払者又は地方税共同機構との間
の連携は、松山市と厚生労働大臣等とはＬＧＷ
ＡＮとDVD、企業等の給与支払者とはＬＧＷＡＮ
とインターネット回線、地方税共同機構とは
LGWANを用い、暗号化した上で、決められた情
報のみを提供するようにシステムで制御してい
る。
また、国税連携システムの、国税庁及び他市町
村との間の連携は、松山市と国税庁及び他市
町村とは、ＬＧＷＡＮ及び専用線を用い、暗号化
した上で、決められた情報のみを提供するよう
にシステムで制御している。

・情報照会、情報提供の記録が逐一保存される
仕組みが確立した統合宛名システム等を通し
てやり取りすることで、不適切な方法で特定個
人情報がやり取りされることを防止している。
・審査システム及び国税連携システムで提供す
る電子データについては、番号法施行規則第２
０条第３号の規定に基づく、安全性及び信頼性
を確保するために必要な基準として、内閣総理
大臣が定める基準に従って行うこととする。
なお、審査システムの厚生労働大臣等及び企
業等の給与支払者又は地方税共同機構との間
の連携は、松山市と厚生労働大臣等とはＬＧＷ
ＡＮとDVD、企業等の給与支払者とはＬＧＷＡＮ
とインターネット回線、地方税共同機構とは
LGWANを用い、暗号化した上で、決められた情
報のみを提供するようにシステムで制御してい
る。
また、国税連携システムの、国税庁及び他市町
村との間の連携は、松山市と国税庁及び他市
町村とは、ＬＧＷＡＮ及び専用線を用い、暗号化
した上で、決められた情報のみを提供するよう
にシステムで制御している。

事後 法令上の根拠を修正

令和5年11月13日

Ⅲ５
リスク1　特例個人情報の提
供・移転に関するルール
ルールの内容及びルール遵
守の確認方法

・特定個人情報の提供・移転について、番号法
等関係法令で定められた事項についてのみ行
う。
・管理者が指定したＩＤでのみアクセス権限を与
えるシステムとなっている。
・審査システム及び国税連携システムで提供す
る特定個人情報が漏えいした場合は、その旨
及びその理由を遅滞なく特定個人情報保護委
員会に報告するために必要な体制を整備する
とともに、提供を受ける者が同様の体制を整備
していることを確認する。
・審査システム及び国税連携システムで情報連
携を行う場合、電子データは、番号法施行規則
第２０条第２号の規定に基づく、安全性及び信
頼性を確保するために必要な基準として、内閣
総理大臣が定める基準に従って行う。

・特定個人情報の提供・移転について、番号法
等関係法令で定められた事項についてのみ行
う。
・管理者が指定したＩＤでのみアクセス権限を与
えるシステムとなっている。
・審査システム及び国税連携システムで提供す
る特定個人情報が漏えいした場合は、その旨
及びその理由を遅滞なく特定個人情報保護委
員会に報告するために必要な体制を整備する
とともに、提供を受ける者が同様の体制を整備
していることを確認する。
・審査システム及び国税連携システムで情報連
携を行う場合、電子データは、番号法施行規則
第２０条第３号の規定に基づく、安全性及び信
頼性を確保するために必要な基準として、内閣
総理大臣が定める基準に従って行う。

事後 法令上の根拠を修正

令和5年11月13日

・地方税共同機構との連携では、審査システム
（eLTAX)を利用して地方税ポータルセンタ
（eLTAX)へ提供する特定個人情報について
は、送信処理の際に、提供した情報のファイル
名、送信処理の日時及び結果等が審査システ
ム（eLTAX)に記録される。
・国税連携システムの国税庁及び他市町村と
の間の連携は、番号法第１９条第９号に基づ
き、特定個人情報（扶養是正情報等）の提供を
行う。
その際には、番号法第１９条第９号、番号法施
行令第２３条等の規定に基づき、特定個人情報
の提供を受ける者の名称、特定個人情報の提
供の日時及び提供する特定個人情報の項目を
記録して、７年間保存するなどの措置をとる。
なお、国税庁及び他市町村との間の連携は、
松山市と国税庁及び他市町村とは、ＬＧＷＡＮ
及び専用線を用い、暗号化した上で、決められ
た情報のみを提供するようにシステムで制御し
ている。

・地方税共同機構との連携では、審査システム
（eLTAX)を利用して地方税ポータルセンタ
（eLTAX)へ提供する特定個人情報について
は、送信処理の際に、提供した情報のファイル
名、送信処理の日時及び結果等が審査システ
ム（eLTAX)に記録される。
・国税連携システムの国税庁及び他市町村と
の間の連携は、番号法第１９条第９号に基づ
き、特定個人情報（扶養是正情報等）の提供を
行う。
その際には、番号法第１９条第９号、番号法施
行令第２２条等の規定に基づき、特定個人情報
の提供を受ける者の名称、特定個人情報の提
供の日時及び提供する特定個人情報の項目を
記録して、７年間保存するなどの措置をとる。
なお、国税庁及び他市町村との間の連携は、
松山市と国税庁及び他市町村とは、ＬＧＷＡＮ
及び専用線を用い、暗号化した上で、決められ
た情報のみを提供するようにシステムで制御し
ている。
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和5年11月13日
Ⅴ１
④個人情報ファイル簿の公表

行っていない 行っている 事後 法改正による変更

令和5年11月13日
Ⅴ１
②請求方法

松山市個人情報保護条例（平成１６年条例第２
９号）の規定に基づき、開示・訂正・利用停止請
求を受け付ける。

個人情報の保護に関する法律に基づき、開示・
訂正・利用停止請求を受け付ける。

事後 法令上の根拠を修正

令和5年11月13日

Ⅲ５
リスク３　誤った情報を提供・
移転してしまうリスク、誤った
相手に提供・移転してしまうリ
スク　リスクに対する措置の内
容

・統合宛名システム等では本業務で保有する情
報を全て連携することはできず、番号法の規定
に基づき認められる情報のみしか提供・移転が
できない仕組みとされている。
・移転に関する連携システムでの十分な検証を
行う。
・審査システム及び国税連携システムで提供す
る電子データについては、番号法施行規則第２
０条第２号の規定に基づく、安全性及び信頼性
を確保するために必要な基準として、内閣総理
大臣が定める基準に従って行うこととする。
なお、審査システムで厚生労働大臣等及び企
業等の給与支払者との間の連携は、松山市と
厚生労働大臣等とはＬＧＷＡＮ、企業等の給与
支払者とはＬＧＷＡＮとインターネット回線を用
い、暗号化した上で、決められた情報のみを提
供するようにシステムで担保している。
また、国税連携システムでの国税庁及び他市
町村との間の連携は、本市と国税庁及び他市
町村とは、ＬＧＷＡＮ及び専用線を用い、暗号化
した上で、決められた情報のみを提供するよう
にシステムで担保している。

・統合宛名システム等では本業務で保有する情
報を全て連携することはできず、番号法の規定
に基づき認められる情報のみしか提供・移転が
できない仕組みとされている。
・移転に関する連携システムでの十分な検証を
行う。
・審査システム及び国税連携システムで提供す
る電子データについては、番号法施行規則第２
０条第３号の規定に基づく、安全性及び信頼性
を確保するために必要な基準として、内閣総理
大臣が定める基準に従って行うこととする。
なお、審査システムで厚生労働大臣等及び企
業等の給与支払者との間の連携は、松山市と
厚生労働大臣等とはＬＧＷＡＮ、企業等の給与
支払者とはＬＧＷＡＮとインターネット回線を用
い、暗号化した上で、決められた情報のみを提
供するようにシステムで担保している。
また、国税連携システムでの国税庁及び他市
町村との間の連携は、本市と国税庁及び他市
町村とは、ＬＧＷＡＮ及び専用線を用い、暗号化
した上で、決められた情報のみを提供するよう
にシステムで担保している。

事後 法令上の根拠を修正

令和7年2月7日

Ⅰ５
法令上の根拠

○番号法第９条第１項　別表第一の第１６の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第一の主
務省令で定める事務を定める命令第１６条
○松山市個人番号の利用等に関する条例第３
条第１項第３号、同条第３項

番号法第９条第１項　別表の２４の項 事後 法改正による変更

令和5年11月13日

Ⅴ１
④個人情報ファイル簿の公表
公表場所

松山市役所本館1階市民閲覧コーナー及び本
館6階文書法制課

松山市ホームページ 事後 法改正による変更

令和5年11月13日

Ⅴ１
④個人情報ファイル簿の公表
個人情報ファイル名

※「個人情報取扱事務届出簿」を公表してい
る。事務名は「市・県民税課税事務」である。

市・県民税（個人）課税事務に関する個人情報
ファイル

事後 法改正による変更

令和7年2月7日

Ⅱ３
①入手元　評価実施機関内
の他部署

生活福祉総務課、市民課、介護保険課、国保・
年金課、高齢福祉課

生活福祉総務課、市民課、介護保険課、健康
保険課、長寿福祉課

事後 組織改正による変更

令和7年2月7日
Ⅰ６
②法令上の根拠

【情報提供の根拠】
○番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二（第１、２、３、４、６、８、
９、１１、１６、１８、２０、２３、２６、２７、２８、２９、
３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、４８、５
３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６３、６４、６５、
６６、６７、７０、７１、７４、８０、８４、８５の２、８
７、９１、９２、９４、９７、１０１、１０２、１０３、１０
６、１０７、１０８、１１３、１１４、１１５、１１６、１１
７、１２０、１２１の項）
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
１条、第２条、第３条、第４条、第６条、第７条、
第８条、第１０条、第１２条、第１３条、第１４条、
第１６条、第１９条、第２０条、第２１条、第２２
条、第２２条の３、第２２条の４、第２３条、第２４
条、第２４条の２、第２４条の３、第２５条、第２６
条の３、第２７条、第２８条、第３１条、第３１条の
２、第３１条の３、第３２条、第３３条、第３４条、
第３５条、第３６条、第３７条、第３８条、第３９
条、第４０条、第４３条、第４３条の３、第４３条の
４、第４４条、第４４条の２、第４５条、第４７条、
第４９条、第４９条の２、第５１条、第５３条、第５
４条、第５５条、第５８条、第５９条、第５９条の２
の２、第５９条の２の３、第５９条の３、第５９条の
４、第６０条

【情報照会の根拠】
○番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二の２７の項
○行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第二の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令第
２０条

【情報提供の根拠】
番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条
の表（１、２、３、４、５、７、１１、１３、１５、２０、２
８、３７、３９、４２、４８、４９、５３、５７、５８、５９、
６３、６５、６６、６９、７３、７５、７６、８１、８３、８
４、８６、８７、８８、８９、９０、９１、９２、９６、９８、
１０６、１０８、１１５、１２４、１２５、１２９、１３０、１
３２、１３７、１３８、１４０、１４１、１４２、１４４、１４
７、１５１、１５２、１５５、１５６、１５８、１６０、１６
１、１６３、１６４、１６５、１６６、１６７、１６８、１６
９、１７０、１７１、１７２、１７３の項）

【情報照会の根拠】
番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条
の表４８の項

事後 法改正による変更
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和7年2月7日
Ⅱ３
⑤本人への明示

個人住民税の賦課に必要な各種情報について
は、地方税法第３１７条の２及び地方税法第３１
７条の６の条文、番号法の別表第二の第２７号
に規定されていることにより、個人番号を入手
することが明示されている。

個人住民税の賦課に必要な各種情報について
は、地方税法第３１７条の２及び地方税法第３１
７条の６の条文、番号法第１９条第８号に基づく
主務省令第２条の表４8の項に規定されている
ことにより、個人番号を入手することが明示され
ている。

事後 法改正による変更

令和7年2月7日
Ⅱ４
委託事項３⑥委託先名

株式会社　愛媛電算 株式会社　徳島データサービス 事後 委託先変更

令和7年2月7日
Ⅱ４
委託事項１⑥委託先名

富士通Ｊａｐａｎ株式会社　愛媛支社 富士通Japan株式会社　四国公共ビジネス部 事後 委託先名称変更

令和7年2月7日
Ⅱ３
⑦使用者の主体　使用部署

【保健福祉部】国保・年金課、高齢福祉課、介護
保険課、障がい福祉課、保健予防課、健康づく
り推進課、生活福祉総務課、【こども家庭部】す
くすく支援課、子育て支援課、保育・幼稚園課、
【都市整備部】住宅課、【理財部】納税課、資産
税課、【総合政策部】システム管理課、【市民
部】市民課、市民サービスセンター（フジグラン
松山・いよてつ髙島屋）、支所（三津浜・和気・堀
江・垣生・興居島・五明・伊台・小野・石井・久
谷・潮見・久枝・味生・桑原・道後・生石・余土・
湯山・久米・浮穴・北条・中島）、久谷支所出口
出張所、【教育委員会事務局】学校教育課、【総
務部】人事課

【福祉推進部】健康保険課、保険給付・年金課、
長寿福祉課、介護保険課、障がい福祉課、生
活福祉総務課、【健康医療部】保健予防課、健
康づくり推進課、【こども家庭部】こどもえがお
課、すくすく支援課、子育て支援課、保育・幼稚
園課、【開発建築部】住宅課、【理財部】納税
課、資産税課、【総合政策部】システム管理課、
【市民部】市民課、市民サービスセンター（フジ
グラン松山・いよてつ髙島屋）、支所（三津浜・
和気・堀江・垣生・興居島・五明・伊台・小野・石
井・久谷・潮見・久枝・味生・桑原・道後・生石・
余土・湯山・久米・浮穴・北条・中島）、久谷支所
出口出張所、【教育委員会事務局】学校教育
課、【総務部】人事課

事後 組織改正による変更

別添２に右の事項を追加

４９３．森林環境税、４９４．定額減税可能額、４
９５．市町村定額減税額、４９６．市町村定額減
税前所得割額、４９７．市町村定額減税前所得
割額（移譲前）、４９８．翌年度仮徴収加算額、４
９９．新年度納税義務者用受取方法

事後 法改正による追加

令和7年2月7日
Ⅱ５
提供・移転の有無

提供を行っている60件 提供を行っている72件 事後 法改正による変更

事後 法改正による変更

令和7年2月7日
Ⅱ４
委託事項４⑥委託先名

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 株式会社NTTデータ・アイ 事後 委託先名称変更

令和7年2月7日
（別添２）特定個人情報ファイ
ル記録項目

事後 法改正による変更

令和7年2月7日

Ⅱ５
提供先１
（別紙１）

― （別紙１）を最新状況に見直し 事後 法改正による変更

令和7年2月7日

Ⅱ５
提供先１
②提供先における用途

番号法別表第２に掲げる各事務
番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条
の表に定める各事務

事後 法改正による変更

令和7年2月7日
Ⅱ５
提供先１

番号法別表第２に掲げる情報照会者（別紙１参
照）

番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条
の表に掲げる情報照会者（別紙１参照）

令和7年2月7日

Ⅱ５
提供先１
①法令上の根拠

番号法第１９条第８号及び別表第２ 番号法第１９条第８号

令和7年2月7日

Ⅱ５
移転先１
（別紙２）

【保健福祉部】国保・年金課、高齢福祉課、介護
保険課、障がい福祉課、保健予防課、健康づく
り推進課、生活福祉総務課、【こども家庭部】す
くすく支援課、子育て支援課、保育・幼稚園課、
【都市整備部】住宅課、【理財部】納税課、資産
税課、【総合政策部】システム管理課、【教育委
員会事務局】学校教育課、【総務部】人事課

【福祉推進部】健康保険課、保険給付・年金課、
長寿福祉課、介護保険課、障がい福祉課、生
活福祉総務課、【健康医療部】保健予防課、健
康づくり推進課、【こども家庭部】こどもえがお
課、すくすく支援課、子育て支援課、保育・幼稚
園課、【開発建築部】住宅課、【理財部】納税
課、資産税課、【総合政策部】システム管理課、
【教育委員会事務局】学校教育課、【総務部】人
事課

事後 組織改正による変更

令和7年2月7日

Ⅱ５
移転先１
（別紙２）

― （別紙２）の項番を変更 事後 法改正による変更
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和7年2月7日 Ⅱ－６－③消去方法

令和7年2月7日 Ⅱ－６－①保管場所

＜松山市の措置＞
・セキュリティ区画内にサーバ室を設置し、監視
カメラ、静脈認証による入退管理をおこなって
いる。
・データの不正持込・持出禁止を規定している。
・サーバ室とデータ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する保管室
は、
他の部屋とする。
・入退室管理を徹底するため出入口の場所を
限定する。

次の事項を追加
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に
実施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受け
ていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

事前
ガバメントクラウドの利用によ
る変更

＜松山市の措置＞
時効を迎えたデータは、パッケージ機能にて対
象者情報を消去する予定である。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施されるため、通常、中間サー
バー・プラットフォームの保守・運用を行う事業
者が特定個人情報を消去することはない。
②ディスク交換やハード更改等の際は、中間
サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う
事業者が、保存された情報を読み出すことがで
きないよう、物理的破壊又は専用ソフト等を利
用して完全に消去する。

次の事項を追加
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①特定個人情報の消去は地方公共団体からの
操作によって実施される。地方公共団体の業務
データは国及びガバメントクラウドのクラウド事
業者にはアクセスが制御されているため特定個
人情報を消去することはない。
②クラウド事業者がHDDやSSDなどの記録装置
等を障害やメンテナンス等により交換する際に
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等にし
たがって確実にデータを消去する。
③既存システムについては、地方公共団体が
委託した開発事業者が既存の環境からガバメ
ントクラウドへ移行することになるが、移行に際
しては、データ抽出及びクラウド環境へのデー
タ投入、並びに利用しなくなった環境の破棄等
を実施する。

事前
ガバメントクラウドの利用によ
る変更

令和7年2月7日

Ⅲ－７　リスク１
⑤物理的対策
具体的な対策の内容

＜松山市の措置＞
・セキュリティ区画内にサーバ室を設置し、監視
カメラ、静脈認証による入退管理をおこなって
いる。
・データの不正持込・持出禁止を規定している。
・サーバ室とデータ、プログラム等を含んだ記録
媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する保管室
は、サーバ室同様のセキュリティ区画であり施
錠管理をしている。
・入退室管理を徹底するため出入口の場所を
限定する。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①中間サーバー・プラットフォームをデータセン
ターに構築し、設置場所への入退室者管理、有
人監視
及び施錠管理をすることとしている。また、設置
場所はデータセンター内の専用の領域とし、他
テナントとの混在によるリスクを回避する。

次の事項を追加
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報シス
テムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登
録されたクラウドサービスから調達することとし
ており、システムのサーバー等は、クラウド事業
者が保有・管理する環境に構築し、その環境に
は認可された者だけがアクセスできるよう適切
な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、
外部に持出できないこととしている。

事前
ガバメントクラウドの利用によ
る変更
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（過去分）

提出時期 提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載

令和7年2月7日

Ⅲ－７　リスク３
消去手順
手順の内容

・保存期間を経過したデータベースに格納され
た特定個人情報については、収納システムの
処理にて消去する。

・磁気ディスクの廃棄時は、要領・手順書等に
基づき、内容の消去、破壊等を行うとともに、磁
気ディスク管理簿にその記録を残す。また、専
用ソフトによるフォーマット、物理的粉砕等を行
うことにより、内容を読み出すことができないよ
うにする。

・紙帳票については、要領・手順書等に基づき、
帳票管理簿等を作成し、受渡し、保管及び廃棄
の運用が適切になされていることを適時確認す
るとともに、その記録を残す。廃棄時には、要
領・手順書等に基づき、裁断、溶解等を行うとと
もに、帳票管理簿等にその記録を残す。

次の事項を追加
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
データの復元がなされないよう、クラウド事業者
において、NIST 800-88、ISO/IEC27001等に準
拠したプロセスにしたがって確実にデータを消
去する。

事前
ガバメントクラウドの利用によ
る変更

＜中間サーバー･プラットフォームの措置＞
①中間サーバー・プラットフォームを活用するこ
とにより、統一した設備環境による高レベルの
セキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの
高い運用担当者によるセキュリティリスクの低
減及び技術力の高い運用担当者による均一的
で安定したシステム運用・監視を実現する。

次の事項を追加
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウド上での業務データの取扱い
については、当該業務データを保有する地方公
共団体及びその業務データの取扱いについて
委託を受けるASP又はガバメントクラウド運用
管理補助者が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーション
の運用等に障害が発生する場合等の対応につ
いては、原則としてガバメントクラウドに起因す
る事象の場合は、国はクラウド事業者と契約す
る立場から、その契約を履行させることで対応
する。また、ガバメントクラウドに起因しない事
象の場合は、地方公共団体に業務アプリケー
ションサービスを提供するASP又はガバメントク
ラウド運用管理補助者が対応するものとする。
具体的な取り扱いについて、疑義が生じる場合
は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で
協議を行う。

事前
ガバメントクラウドの利用によ
る変更

令和7年2月7日
Ⅳー１－②監査
具体的な内容

＜松山市の措置＞
監査
　・定期的に内部監査を実施し、監査結果を踏
まえて体制や規程を改善する。

＜中間サーバー･プラットフォームの措置＞
①運用規則等に基づき、中間サーバー・プラッ
トフォームについて、定期的に監査を行うことと
している。

次の事項を追加
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウドについては政府情報システム
のセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録され
たクラウドサービスから調達することとしてお
り、ISMAPにおいて、クラウドサービス事業者は
定期的にISMAP監査機関リストに登録された監
査機関による監査を行うこととしている。

事前
ガバメントクラウドの利用によ
る変更

令和7年2月7日

Ⅲ－７　リスク１
⑥技術的対策
具体的な対策の内容

＜松山市の措置＞
・ウイルス対策ソフトの導入
・不正プログラム対策：コンピュータウイルス監
視ソフトを使用し、サーバ・端末双方でウイルス
チェックを実施する。また、新種の不正プログラ
ムに対応するために、ウイルスパターンファイ
ルは定期的に更新し、可能な限り最新のものを
使用する。
本人確認情報の管理について定めた規程に基
づき、コンピュータウイルス等の有害なソフト
ウェアへの対策を行う場合の手順等を整備す
る。
また、同規程に基づき、オペレーション管理に
係る手順等を整備し、当該手順等に従って情報
セキュリティホールに関連する情報（コンピュー
タウイルス等の有害なソフトウェアに関連する
情報を含む。）を定期的（コンピュータウイルス
関連情報は毎日、その他の情報は少なくとも半
年に一度）に入手し、機器の情報セキュリティに
関する設定の内容が適切であるかどうかを確
認する。
・不正アクセス対策：本人確認情報の管理につ
いて定めた規程に基づき、ネットワーク管理に
係る手順等を整備し、ファイアウォールを導入
する。
＜中間サーバー･プラットフォームの措置＞
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コ
ンピュータウイルスやハッキングなどの脅威か
らネットワークを効率的かつ包括的に保護する
装置）等を導入し、アクセス制限、侵入検知及
び侵入防止を行うとともに、ログの解析を行う。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイル
ス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新
を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、
必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。

次の事項を追加
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにア
クセスしない契約等となっている。
②地方公共団体が委託したASP(「地方公共団
体情報システムのガバメントクラウドの利用に
関する基準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタ
ル庁。以下「利用基準」という。）に規定する
「ASP」をいう。以下同じ。)又はガバメントクラウ
ド運用管理補助者（利用基準に規定する「ガバ
メントクラウド運用管理補助者」をいう。以下同
じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージ
ドサービスにより、ネットワークアクティビティ、
データアクセスパターン、アカウント動作等につ
いて継続的にモニタリングを行うとともに、ログ
管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対す
るセキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos
対策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイル
の更新を行う。
⑤地方公共団体が委託したASP又はガバメント
クラウド運用管理補助者は、導入しているOS及
びミドルウエアについて、必要に応じてセキュリ
ティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有す
るシステムを構築する環境は、インターネットと
は切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦地方公共団体やASP又はガバメントクラウド
運用管理補助者の運用保守地点からガバメン
トクラウドへの接続については、閉域ネットワー
クで構成する。
⑧地方公共団体が管理する業務データは、国
及びクラウド事業者がアクセスできないよう制
御を講じる。

事前
ガバメントクラウドの利用によ
る変更

令和7年2月7日 Ⅳー３　その他のリスク対策
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